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緒論
廃棄物とは
　廃棄物とは，人間の活動に伴って発生するモノのうち，人間が不要とするモノである。
人類が道具を持たず，定住社会を持たない時代にあっては，廃棄物にあたるものは人間
自身の排泄物，或いは木の実の殻や動物の骨といった食物のかすに過ぎなかったであろ
うが，それらは生活環境に放置すれば人間の健康に害を及ぼすので，その時代であって
も生活の系外に廃棄されていたことであろう。
　その後，人類の生活は高度化するとともに高密度化し，廃棄物は計画的に管理しなけ
れば，健康な人間活動が維持できなくなった。そこで，廃棄物を処理するという概念と
行為が生まれた。初期には，廃棄物処理の主な要素は収集と投棄であり，投棄以降は自
然の還元作用に任せるものだった。やがて，廃棄物の質と量が自然の容量を超えるよう
になると，焼却や管理された埋立など高度な技術を伴う処分を行うようになった。
　このように，廃棄物は人間生活のあらゆる場面から発生し，また人類の歴史とともに
存在するものである。そして，これまでの長い歴史のなかで，廃棄物処理の目的は一貫
して，「公衆衛生の向上」と「生活環境の保全」であった。これが達成されなければ，人
類は疫病に怯え，生活を維持することもできない。このことは現在も変わらない。
産業廃棄物とは
　産業廃棄物とは，廃棄物のうちの事業活動から発生するものである。産業が高度化・
大規模化する以前は，事業活動から発生する廃棄物であっても，人の生活から発生する
ごみと一緒に処理されることが常だった。その時代の事業由来の廃棄物は，量的にも質
的にも生活由来のごみと区別が難しく，また事業由来の廃棄物と生活由来のごみを併せ
て処理することが経済的にも技術的にも最も合理的だったのである。
　やがて，産業が高度化してくると，事業活動によって発生する廃棄物の中には，量的・
質的に従来のごみ処理システムでは処理しきれないものが出てくるようになった。そこ
で，生活系のごみから「産業廃棄物」が分離されることとなった。わが国では，1970
年に成立した廃棄物処理法で産業廃棄物が規定された。廃棄物処理法は，廃棄物を大き
く2分し，事業活動にともなう廃棄物のうち，発生量が大きく公共の処理システムで処
理が困難なものを「産業廃棄物」としてリストし，残るものを家庭からのごみを中心と
する「一般廃棄物」とした。廃棄物処理法は，一般廃棄物の処理を市町村の責任とする
一方，産業廃棄物の処理責任をそれを排出する事業者自身に負わせることとし，ここか
ら事業者の委託を受けて産業廃棄物を処理する民間の産業廃棄物処理業者が生まれるこ
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ととなり，今日に至る。
　産業廃棄物は，廃棄物の一部である。このことから，産業廃棄物処理業の目的（使命）
は，基本的には，上に述べた「公衆衛生の向上」と「生活環境の保全」である。ここに，
事業活動に伴うという条件を付加すれば，「産業を支える」という第3の目的が加わる
ことになる。産業廃棄物処理が円滑かっ安定的に遂行されなければ，自然環境・生活環
境が破壊されることは容易に想像できる。しかし，産業活動にも影響することは気がつ
かないことが多い。産業廃棄物処理が止まれば，生産活動も止まり，人間の生活に必要
な財貨の供給も止まる。それほど，産業廃棄物処理は重要であることを認識しておく必
要がある。
産業廃棄物に関する問題点
　産業廃棄物処理が生活者の目に触れることは希である。市井の人々の会話の中で，「ご
みの始末に困る，ごみ出しが大変」などは良く聞かれるが，「産業廃棄物を見たことがあ
る，産業廃棄物に触ったことがある」という話が聞かれることはないだろう。このよう
に，生活者の目に触れないがゆえに，産業廃棄物に関してはある特定の一面だけが報道
される傾向にある。すなわち，一般の人々に与えられる産業廃棄物関連の情報は，おも
に不法投棄に関することに偏る。一方で，ごみの8倍もの量の産業廃棄物が処理されて
いる様子を知る一般人は少なく，産業廃棄物の抱える真の問題を知る者も希である。と
もあれ，産業廃棄物に関する問題の主なものは，次の通りである。
　まず，産業廃棄物処理施設，とりわけ埋立処分場の設置が円滑に進まないことである。
ある種の産業廃棄物処理施設は地域的に偏在して，産業廃棄物の量に比べて処理能力が
過剰になることがあるが，埋立は慢性的な不足が言われている。埋立とは，廃棄物を収
納するために空間を用意し，それを消費して行く行為である。稼働中の埋立処分場があ
っても，常に次の処分場の確保を進めなければならないが，種々の障害があってなかな
か進まないのが現実である。
　次に，民間の産業廃棄物処理業者の経営体力が弱いことが挙げられる。産業廃棄物処
理の実行役である産業廃棄物処理業者のうち，株式を市場に上場している規模の者はわ
ずかである。産業廃棄物処理の場合，業者が倒産すると，未処理の産業廃棄物在庫が残
されることが多く，後始末に税金を使わざるを得ないケースもある。また，中小零細業
者の参入と脱落が多く，そのことが業界構造を複雑にしているほか，行政による指導と
取締の効率を悪くしていることが言われる。
　そして，不法投棄である。不法投棄として摘発されるのは，年間およそ4億トン発生
する産業廃棄物のうちのほんの一部であるが，その影響は大きい。不法投棄が産業廃棄
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物処理の信頼性・イメージを損ない，産業廃棄物に対する嫌悪感を生んでいる。そのこ
とが，産業廃棄物処理施設の設置難などに繋がっている。また，暴力団の支配を受けた
産業廃棄物処理業者が不適正な処理を大規模に行うなど，産業廃棄物処理業者の資質そ
のものが問題にされる事案が多い。
　産業廃棄物は，普通の財貨，グッズ（goods）とは異なって，社会的・経済的に価値を有
さず財としての性質を持たないバッズ（bads）である（注1）。以上の産業廃棄物処理に関す
る問題点は，産業廃棄物処理がこのマイナス価値を有するバッズを扱うことに起因する
と考えられている。本研究では，ここを中心に，産業廃棄物処理サービスの取引関係の
成立過程を調べた。
海外の状況
　ここまで日本の産業廃棄物処理について概観したが，簡単に海外の事情と比較する。
ただし，廃棄物の定義および産業廃棄物の定義は，各国でまちまちであり，一概に比較
することはできない。先進国においては，産業廃棄物処理を含む環境対策は，1972年の
経済協力開発機構（OECD）の勧告「汚染者負担原則」に従っている。汚染者負担原則
（PPP：Polluter　Pays　Principle）とは，廃棄物処理ほか大気汚染防止や水質汚濁防止に対
して，税金の投入を禁じる原則である。それら環境対策は，汚染者自身に負担させるこ
とにより，資源の配分を最適化し，また国際競争上の不公平をなくそうというものであ
る。この原則は，環境汚染防止対策と，公害補償に関する部分で一部に混乱もあるが，
ここでは詳しく論じない。
　わが国が産業廃棄物を法律で規定したのは1970年であるが，諸外国と比較して決し
て遅い方ではない。アメリカ合衆国が連邦法として産業廃棄物処理を規定したのは，
1976年の資源保全回収法（RCRA：Resource　Conservation　and　Recovery　Act）である。
この法律は，主に有害廃棄物の管理を規定している。その後1978年には，廃用運河跡
地に埋めた有害産業廃棄物が地下水位上昇によって地表に染み出たためにダイオキシン
に汚染され，そのため一帯を強制疎開・閉鎖した「ラブキャナル事件（Love　Canal
incident）」が起きた。こうしたことを経て，国土全体が深刻な汚染状態にあることが明
らかになり，1980年には通称スーパーファンド法，包括的環境対策補償責任法
（CERCLA：Comprehensive　Environmental　Response，　Compensation，　and　Liability
Act）が制定された。　CERCLAにおいては，責任追及すべき汚染原因者の範囲を規定し
（注1）細田衛士『グッズとバッズの経済学一一循環型社会の基本原理』，東洋経済新報社，
　　1999年，5・10ページ。
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たほか，石油税などから基金（スーパーファンド）を設けて環境修復事業に取り組むこ
ととなった。環境修復事業は，現在も進行中である。
　欧州はEU統合以来，　EUレベルでの廃棄物関係法令の整備が進められている。それ
ら廃棄物関係法令は，資源回収や持続可能エネルギー源としての廃棄物への期待が高い。
EUは，後から加入した旧東欧圏の諸国が，以前は西欧で発生した廃棄物の処分場所と
なっていた経緯がある。現在は，新規加入国の経済格差の是正とならび，環境レベルの
整合も大きな課題となっている。
　アジア各国は，経済成長が著しく，廃棄物とくに産業廃棄物の処理が問題になりつつ
ある段階である。特に最近話題となっているのが，電子・電気製品の廃棄物である。い
わゆるe・wasteからは，希少金属が回収できるが，環境規制が厳しい地域で回収するよ
りも規制が緩い地域の方が回収しやすい。そこで，回収をやりやすい地域で不十分な環
境対策のまま希少金属の回収が行われている。アジア諸国のうち，e・wasteに対処した
規制が制定され，それが十分に機能しているのは，わが国のほかに韓国と台湾だけであ
ると言われている。また，アジア地域には日本企業が工場を移転する例が多いが，そう
した工場が現地で環境問題を起こし，日本企業に責任が追及される例も出てきている（注
???
　以上各地の産業廃棄物処理の状況を簡単に眺めた。環境対策は，各国まちまちである。
その国の持っているリソースはそれぞれ異なり，そこで求められる環境保全レベルも異
なる。それゆえ，環境規制が異なるのは当然である。しかし，廃棄物は国境を越えて移
動できるし，水や空気といった環境媒体は地球全体で繋がっており，各国で異なる廃棄
物規制のままで問題にならない筈がない。1976年に，「セベソ事件」が起きた。イタリ
ア・セベソ市の農薬工場で爆発事故があり，ダイオキシンが飛散して一帯の土壌汚染を
引き起こした。そこから除去された高濃度汚染土壌は，しばらくイタリアで保管されて
いたが，フランスに持ち込まれ，それがフランス政府からイタリアに引取要求され，そ
の要求をイタリアが拒否するなどの複雑な経緯を経た事件である。これを契機に廃棄物
の越境移動を規制するバーゼル条約が制定されて1992年から発効している。この条約
に，わが国は1993年に加盟した。2011年現在の条約への加盟組織は，175力国と1国
（注2）わが国からアジア地域に進出した企業が引き起こした環境問題の典型例として，1983年
　　に発覚したエイシアン・レア・アース社の事件がある。三菱化成が35％出資した同社は，オ
　　ーストラリア等から鉱石をマレーシアに持ち込み，希土類の抽出を行っていたが，放射性を
　　含む廃棄物による周辺住民への健康被害が問題となった。同社は90年代にはマレーシア
　　から撤退した。
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際機関（欧州連合）である。台湾（中華民国）は，バーゼル条約に加盟していないが，
廃棄物の輸出入をバーゼル条約に準拠した体制で管理している。バーゼル条約では，廃
棄物の越境移動は厳しく規制される。これを受けて，日本の法律でも，廃棄物の国内処
理原則が規定されるようになった。1999年の，わが国から回収資源として輸出されたも
のの中に医療廃棄物が混入していたために，フィリピンから2，300トンもの廃棄物をバ
ーゼル条約に基づいて日本政府が引き取った事件は記憶に新しいところである。
震災の影響
　東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）は，関連死を含めた死者行方不明者数は2万
を超え，全半壊建物数は38万戸以上，住宅や工場などのインフラ被害額は17兆円に迫
る未曾有の大規模な被害をもたらした（注3）。特に，巨大な津波が，想定以上の広い地域
を襲い，また万全の津波対策と考えられていた防潮堤なども機能しなかったことが人的
被害を大きなものにし，改めてその恐ろしさを思い知るところとなった。この地震の前
にも全世界的に多発する地震が多くの被害をもたらし，われわれは地震の恐怖を募らせ
ていた矢先のことだった。2004年スマトラ島沖地震，2008年四川大地震，2010年ハイ
チ地震，2011年ニュージーランド地震などは，記憶に新しいところであり，人間生活に
甚大な被害をもたらしうる規模の地震の発生が，確率的に決して小さくはないことを示
すものである。
　現在，特に課題となっているのは，がれき類をはじめとする震災廃棄物の処理と，原
子力発電所に関する事項である。がれき類，すなわち建物の破壊によって生じた廃棄物
の除去は，復旧・復興の基礎となる作業である。現在は，ゼネコンを主軸にして事業が
進められている。環境省が2011年4月5日に発表した調査結果によると，宮城県・岩
手県・福島県での建物破壊などによる災害廃棄物は，少なく見積もって2，490万トンで
阪神・淡路大震災の約1．7倍以上に相当する。これは地域の通常のごみ処理量の16年分
に相当する（注4）。このような大量のがれき類の処理を迅速に進めるためには，日本全国
（注3）地震から1年後の2012年3月の段階で明らかになっている被害状況は，死者1万5，854
　　人，関連死1，407人，行方不明3，155人，負傷2万6，992人，避難i34万3，935人，
　　建物全半壊38万2，246戸となっている。避難i生活で体調を崩すなどして死亡した「関連
　　死」は，岩手県・宮城県・福島県・茨城県・埼玉県で1，407人にのぼった。1995年の阪神
　　淡路大震災では，死者6，434人のうち921人が関連死だった（「再生への底力今こそ一一
　　復興の歩みなお遅く」『日本経済新聞朝刊』，2012年3月11日）。
（注4）阪神・淡路大震災では，約1，450万トンの震災廃棄物が発生し，その処理費用は3，400
　　億円だった（「東日本大震災一災害廃棄物対策の主な動向j『いんだすと』，2011年5月
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の廃棄物処理能力を動員する必要であることは，1995年の阪神淡路大震災で既に経験し
ていることである。今回の震災では放射能に関する混乱が影響して，広域処理をめぐる
激しいコンフリクトが生じている。環境分野でNIMBY（Not　In　My　Backyard）あるいは，
LULU（Locally　Unpleasant（Unwanted）Land　Uses）と表現されるこのような状況が，
震災に伴う放射能パニックによって，全国で引き起こされている。また，原子力発電所
の今後の稼働に関しては，再開推進派・反対派ともに根拠あるデータを提示することも
なく，感情的な主張を繰り返すばかりであり，協議による合意形成を目指す姿勢が見ら
れない。
　震災廃棄物（がれき類）の処理および原発をめぐるコンフリクトは，環境問題の中の
特に興味深いケースである。すなわち，これらのコンフリクトは，生活環境・自然環境
をめぐる攻防である。また，わが国の環境保全関連の制度や政策は，問題解決型である
公害対策として始まり，環境保全すなわち予防型へと変化してきたが，今般のコンフリ
クトは近年まれになった公害対策型の課題である。そして，今まで経験がなく知識の及
ばないものを受け容れることに対する人間の心理的側面を強く印象づけるものである。
本研究の目的
　世界の状況を概観したが，本研究ではわが国の産業廃棄物問題に焦点を絞り込むこと
とする。わが国の産業廃棄物処理の特徴は，まず比較的早くから規制が整備されてきた
ことである。次に，狭い国土に高度な産業が集積しており，そこから発生する産業廃棄
物であることである。わが国の産業は生産技術が高く材料の歩留まりが高いため，製品
出荷量あたりの産業廃棄物の発生原単位は小さいと考えられるが，反面，ハイテク産業
の製品ライフサイクルは短い。そのような条件下で，産業廃棄物は民間のサービス取引
として処理されている。
　産業廃棄物は，マイナスの価値を持つバッズとして経済学・社会科学の分析に供され
てきた。バッズ経済は，普通のグッズ取引のように良い財を提供しても評価されないと
言われてきた。っまり，産業廃棄物処理サービスの買い手である事業者にとっての物理
的効用は，溜まった産業廃棄物が目の前から消えることだけであり，産業財取引の通念
を延長して，産業廃棄物処理サービス購入時の比較の対象は価格だけであると考えられ
てきた。また，事業者は，価格には関心を持つものの，サービスのパフォーマンスには
無関心なため，産業廃棄物処理業者に関する情報を積極的に探索しないことと，産業廃
棄物処理業者が積極的な情報提供をして来なかったために，産業廃棄物処理に関する情
号，30・35ページ）。
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報が不足する状況が続いて来た，そのことが良い産業廃棄物処理業者の成長を妨げてき
たという指摘がなされている。
　しかし，これらの通念をそのまま受容することはできない。産業廃棄物処理取引は複
雑であり，それを一括りに論じることには無理がある。特に，買い手である事業者と，
売り手である産業廃棄物処理業者の取引過程や，関係構築過程に関する組織的かつ実証
的な調査・分析は，これまで実施されてこなかった。廃棄物問題については，これまで
衛生工学，環境科学といった自然科学的視点からの研究と，それらにやや遅れて経済学
の視点からの研究がなされてきた。経済学はマクロ的な視点によるものであるが，マク
ロ経済の基礎的な構成単位であるところの個々の企業や個人の取引といったミクロ経済
の研究は多くはない。産業廃棄物処理の問題点を検証する上で，また先行きが見えづら
い状況において産業廃棄物処理業者の生き残り策を検討する上で，産業廃棄物処理取引
に関する実証的な研究が必要である。
　そこで，個々の人間の購買行動や，経営態度といったミクロ的な事柄の実態をマーケ
ティング的視点で調査し，その結果をもとに，事業者が産業廃棄物処理業者を選択し取
引関係を構築する過程を明らかにすることを目的に本研究を進めることとした。
本研究の方法
　事業者が産業廃棄物処理業者を選択する際に何を評価するのか，何が選定の決め手に
なっているのか，事業者の会社内の購買決定メカニズムはどうなっているのか，などを
知るために，電子アンケートを実施した。アンケート対象は，法人組織とせず，勤め先
で産業廃棄物処理に関与している個人とした。
　これと並行して，産業廃棄物処理業者を対象とする電子アンケートを行った。事業者
を対象とするアンケートと同様に，法人組織ではなく産業廃棄物処理業に勤務する個人
を対象とした。アンケートでは，自社に対する自己評価と，同業者のうちで優秀だと思
われる業者の評価を尋ねた。そして，この産業廃棄物処理業者を対象とするアンケート
の結果と，事業者を対象とするそれの結果を突き合わせて解析を行い，その上で，解析
結果を既往の知見と合わせて分析・解釈を行った。
　本稿は，産業廃棄物処理をその全体像の把握から始め，実証的調査を経て，ブランド
の考察まで導くために，6章からなる構成とした。
　第1章は，「産業廃棄物処理業の成立の経緯と現状」とし，わが国で産業廃棄物処理
が法律で規定される以前のことを含めて，産業廃棄物処理業が成立してから今日までの
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経緯を概観するとともに，主に公式統計を用いて産業廃棄物およびその処理の現状を見
た。並んで，産業廃棄物処理というビジネスにっいてその構造等について状況を整理し
た。
　第2章は，「産業廃棄物処理の構造と機能」である。マイナスの価値を有する物財で
ある廃棄物を処理することについて，物流面や価値の移転の面から検討を加えた。併せ
て，産業廃棄物処理業をはじめとする環境問題全体について，その構造と問題点につい
て考察した。
　第3章は，「産業廃棄物処理業の問題点」である。この章では，不法投棄の状況を主
として公式統計を用いて把握し，バッズ経済としての産業廃棄物処理の特性と合わせて
考察した。産業廃棄物に係る問題の多くは法規制の矛盾にあることを明らかにした。
　第4章は，「産廃ブランド調査」である。ここでは，電子アンケートを行い，そこか
ら得た結果と，その分析によって明らかになった事業者の産業廃棄物処理業者選択行動
について記述した。また，優秀な産業廃棄物処理業者として票が集中した者について，
業界内でのポジショニングを試みた。
　第5章は，「産業廃棄物処理業における企業ブランドの展開」である。明らかになっ
た高価値ブランドを形成しつつある産業廃棄物処理業者の例をもとに，産業廃棄物処理
業におけるブランド形成の意味と，産業廃棄物ブランドの今後の展望にっいて考察した。
　第6章は，総括的な考察とした。
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第1章 産業廃棄物処理業の成立の経緯と現状
　この章では，産業廃棄物処理業の現状にっいて，制度的枠組み・流通構造・競争戦略
などの視点から概観する。特に，産業廃棄物処理サービスでは，カネとモノの流れの関
係が通常の物財の取引のそれとは逆であるので，注意が必要である。これらのことは，
ミクロ的視点での産業廃棄物処理取引を分析するに際しての前提条件とすることとする。
1　産業廃棄物処理の歴史的経緯
｛1）廃棄物処理法による産業廃棄物の定義づけ
　産業廃棄物が初めて定義づけられたのは，1970年に成立した「廃棄物の処理及び清掃
に関する法律（廃棄物処理法）」によってである。背景には高度経済成長に伴って深刻化
した「公害」問題がある（注5）。廃棄物処理法は，当初より産業廃棄物の処理責任を事業
者の負担に帰したが（注6），この原則は，その後も1972年OECD勧告Polluter　Pays
Principle（汚染者負担原則）（注7）に沿う形で堅持されている。廃棄物処理法では，産業
（注5）黒田隆幸『産業公害の終着駅・産業廃棄物』，同友館，1996年では，大阪の公害問題と
　　廃棄物処理法制定の経緯について詳しく述べられている。以下に要約する。
　　　　廃棄物処理法以前，大阪府下の工業集積地では「工場ゴミ」の不適切な処理が深刻
　　　　化していた。それらについて，地方行政が事業者自ら適正処理するよう指導し，成果を
　　　　上げた。ゴミ問題を公害の視点でとらえての施策だった。昭和42年に大阪府が行った
　　　　調査の報告書で「産業廃棄物」という用語がはじめて使われた。その後，当時の厚生
　　　　省と大阪府との間で人事交流も行われ，大阪の経験をもとに廃棄物処理法が形作ら
　　　　れた。本来，清掃行政は市町村の固有事務であるが，産業廃棄物に対しては公害防
　　　　止行政の役割が大きいとされ，その監督・指導は都道府県が担うことになった。これが
　　　　今日の廃棄物処理法における一般廃棄物と産業廃棄物の区分に至っている。
（注6）1967年に制定された公害防止基本法は，事業者の責務として「その事業活動による公害
　　を防止するために必要な措置を講ずるとともに，国又は地方公共団体が実施する公害の
　　防止に関する施策に協力する責務を有する。」と規定している。公害対策基本法は典型7
　　公害を規定し，これに基づいて廃棄物処理法を含む各種の環境関連法規が整えられた。
（注7）汚染者負担原則（Polluter　Pays　Principle：PPP）は，1972年にOECD閣僚理事会が
　　加盟各国に勧告した「環境政策の国際経済的側面に関するガイディング・プリンシプル」に
　　おいて示された。環境庁（当時）の資料はつぎのとおり説明している。
　　　　環境は，無限に利用できるものではなく，一つの限られた資源であり，他の財貨サービ
　　　　スと同様，経済的メカニズムの中に組み入れることによって，効率的な管理が達成され
　　　　よう。しかし，環境への影響や環境から得られる効用は外部的なものであるため，現在
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廃棄物が定義づけられたほか，産業廃棄物の処理を業として行う者に都道府県知事の許
可の取得が義務づけられた。廃棄物処理法が施行された時点では，産業廃棄物処理業の
許可要件は未整備であり，許可に期限もなかった。産業廃棄物の処理責任は事業者にあ
り，産業廃棄物処理業者はそれを代行する程度の位置づけであった。
　法律制定後20年間は，産業廃棄物に関しての法改正はほとんどなかったが，1990年
以降は，頻繁な法改正がなされ，一貫して規制は強化されてきた（表1）。
　現在操業している産業廃棄物処理業者の大部分は1970年以降の創業である。一般廃
棄物処理業と兼業する者もあるが，そのような例はあまり多くない。一般廃棄物処理業
は，し尿の汲み取りの時代からの歴史に根ざしており，業許可は市町村長の大幅な裁量
権に属するところであるが，産業廃棄物処理業の許可は都道府県知事の行政裁量の余地
が小さく，ほぼ機械的に取得することができる。なお，産業廃棄物処理業のうち処分業
については，業許可の取得が困難である。なぜならば，処分業の許可取得においては，
まず産業廃棄物処理施設が必要であり，産業廃棄物処理施設に対して近隣住民の同意取
得が困難であるからである。
の市場メカニズムでは，有効な資源の配分が達成されていない（いわゆる「市場メカニ
ズムの欠陥」）。この市場メカニズムの欠陥を補正するためには，外部不経済からくる社
会コストを，何らかの手段で内部経済化させなければならない。すなわち，排出基準，
排出物の量と質に応じた賦課金，直接的強制等いずれの手段によるにせよ，社会的
コストが汚染者によって完全に支払われることになれば，生産される財の価値は真のコ
ストを反映したものとなり，市場のメカニズムを通じて資源の最適な配分が達成されるこ
とになる。この場合，汚染者に補助金を与えれば，汚染者は真のコストを負担しないで
すむため，資源が過度に汚染部門によって使用されることになる。こうした意味で，環
境汚染のコストは汚染者が支払うべきである。また，この原則の適用は国際貿易面にも
多くの利益をもたらすことになろう。すなわち，各国の生産コストに真のコストが反映され
れば，国際間取引においても最適な価格と取引量が実現されよう。また，各国におい
てこの原則が適用されれば，環境汚染のコストの負担率の差に基づく非関税障壁等
の問題は発生しないであろう。（環境庁企画調整局「PPP（汚染者負担原則）につい
て」，1972年6月。）
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表1廃棄物処理法の規制強化の主な経緯（筆者作成）
時期 主な創設／改正事項 罰則
1970年制定 廃棄物を一般廃棄物と産業廃棄物に区別し，それぞれの処
理体系が規定された。
一般廃棄物の処理責任が市町村に帰するものとされた。
産業廃棄物の処理責任を事業者に帰するものとし，自らも
しくは許可業者に委託して処理することとされた。
廃棄物処理業については許可制，廃棄物処理施設について
は届出制とされた
1976年改正 最終処分場が廃棄物処理施設とされ，規制の対象とされた。 1年以下の懲
産業廃棄物処理の委託基準を設定され，再委託が禁止され 役50万円以下
た。 の罰金
埋立処分場について，記録の作成及び保存が義務付けられ
た。
措置命令規定が創設された。
1991年改正 特別管理廃棄物が規定され，管理者の設置など規制が強化 3年以下の懲
された。 役，300万円以
特別管理産業廃棄物に管理票の使用が義務づけられた。 下の罰金又は
処理業許可の更新制が導入された。 これらの併科
処理業許可の欠格要件の拡大など規制が強化された。
処理委託の場合に書面による契約を交わすこととされた。
廃棄物処理施設の設置が許可制にされた。
1993年改正 廃棄物の輸出入に関する規制が導入された。
1997年改正 廃棄物処理施設の設置の場合の地元調整が規定された。 3年以下の懲
暴力団を排除するために処理業の欠格要件が強化された。 役，1000万円
産業廃棄物処理業の名義貸しが禁止された。 以下の罰金又
管理票の使用が全ての産業廃棄物処理に拡大された。 はこれらの併
委託契約書に処理料金を明記することとされた。 科，法人1億円
以下
2000年改正 処理業の許可の取り消し要件が追加された。 5年以下の懲
処理施設の設置に係る要件が追加された。 役，1000万円
施設設置の許可の取り消し要件が追加された。 以下の罰金又
産業廃棄物処理施設の譲渡・借受に許可が必要になった。 はこれらの併
焼却の規制が強化された。 科，法人1億円
以下
2005年改正 無許可営業の罰則が強化された。
無確認輸出未遂罪・予備罪が創設された。
処理業の許可の取り消し要件が強化された。
　　　　｛2）廃棄物処理法以前
　江戸時代から，現在で言うところの産業廃棄物に関する記録は存在する。ごみと産業
廃棄物が未分化の時代に，江戸・京都・大坂などでは，都市廃棄物は町人の自治組織が
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処理していた（注8）。鉱山廃棄物や鉱山廃水が周辺の田畑の農作物に被害を出した場合に
は，農本主義の時代背景から，役人が農業側に配慮した調整や対策をしたことが伝えら
れている。汚染防止対策や鉱山の操業規制のほか，すでに金銭補償もなされていたこと
が記録されている（注9）。
　明治に入ってからしばらくの間は，廃棄物処理は各地域に任されていた。1900年に，
汚物処理法が公布された。汚物処理法は，伝染病予防を目的として市町村にごみ処理を
義務づけた（注10）。
　1954年には，汚物処理法に代わり清掃法が公布された。清掃法は，人口の集中した都
市における尿尿処理の困難化に対することを主な目的としており，市町村の廃棄物処理
に対する国庫補助を規定した。この時点では，国の法律に産業廃棄物に対する言及はな
い。産業廃棄物は自治体のごみ処理の一部として処理されるか，事業者による自家処理
がなされていた。産業廃棄物処理業の許可制度もなく，事業者の委託を受けた請負業者
が自由に処理することができた（注11）。
　ほとんど環境規制がなく経済成長のみに注力した時代であるが，やがて公害に苦しむ
（注8）笹澤琢自「江戸と東京から見た日本的システムの系譜＿ごみ収集と資源リサイクルのあい
　　だ」『月刊廃棄物』1999年12月一号，1999年，118・127ペー・－Lジ。
　　山崎達雄『洛中塵捨場今昔』，臨川書店，1999年。
　　稲村太郎「江戸・東京ごみの肥料利用とその変遷」『廃棄物学会誌』，17巻6号，2006年，
　　331・339ページ。
（注9）黒井尚志「知らなかった産廃処理むかしばなし」『いんだすと』，14巻9号，1999年，92－93
　　ページ。
（注10）平岡正勝「我が国の廃棄物処理の歴史」『都市清掃』53巻6号，2000年，320・334ペ
　　ージ。
　　溝入茂「明治→平成・新聞はごみをどう伝えたか」『廃棄物学会誌』，17巻6号，2006年
　　319・330ページ。
（注11）八木美雄「戦後の廃棄物行政の変遷について」『廃棄物学会誌』，17巻6号，2006年，
　　349・359ペー一・ジ。
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ことになり（注12），1970年の公害国会につながるのである（注13）。
　　2　産業廃棄物
　　　　｛1）産業廃棄物の定義
　わが国で廃棄物処理を規定する法律は「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45
年12，月25日，法律第137号）」である。廃棄物の処理および法律に関する法律は，「廃
棄物処理法」または「廃掃法」などと略して呼ばれる。この他にも，特定の種類の廃棄
物に関してリサイクル等を規定する法律があるが，廃棄物処理の基本的な枠組みを規定
するものは，廃棄物処理法である。廃棄物処理法は，廃棄物および産業廃棄物を次のよ
うに定義している。
第2条　この法律において，「廃棄物」とは，ごみ，粗大ごみ，燃え殻，汚泥，ふん尿，
　　廃油，廃酸，廃アルカリ，動物の死体その他の汚物又は不要物であって，固形状
　　又は液状のものをいう。
???
5
この法律において「一般廃棄物」とは，産業廃棄物以外の廃棄物をいう。
（略）
この法律において「産業廃棄物」とは，次に掲げるものをいう。
一　事業活動に伴って生じた廃棄物のうち，燃え殻，汚泥，廃油，廃酸，廃アル
　　カリ，廃プラスチック類その他政令で定める廃棄物
二　輸入された廃棄物
（略）
　法律からは，廃棄物とは「不要物すなわち値段のつかないもの」であることが基本的
な定義であるように読み取れるが，近年では廃棄物を違法に堆積させながらそれを「有
（注12）黒田隆幸（前掲書）。
　　石井明男「東京ごみ戦争はなぜ起こったのか」『廃棄物学会誌』，17巻6号，2006年，
　　340－347ページ。
（注13）昭和42年の公害対策基本法では，大気汚染，水質汚濁，土壌汚染，騒音，震動，地
　　盤沈下，悪臭を公害と規定した（典型7公害）。昭和45年の臨時国会（第64国会）で
　　は，公害問題に対する集中的な討議が行われ，14の公害関係法案が提出され，そのす
　　べてが可決した。廃棄物処理法（廃棄物の処理及び清掃に関する法律）は，そのうちの1
　　つである。
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価な資源」であると強弁し，廃棄物処理法違反としての処罰を免れようとする事案があ
り，混乱を来してきた。そのため，平成17年には，環境省は都道府県に対してつぎの
ように通知し，地方における行政の指針を示した。
廃棄物とは，占有者が自ら利用し，又は他人に有償で譲渡することができないために不
要となったものをいい，これらに該当するか否かは，その物の性状，排出の状況，通常
の取扱い形態，取引価値の有無及び占有者の意思等を総合的に勘案して判断すべきもの
であること。
　廃棄物の定義として，「有償で譲渡できないこと」（＝バッズ）を基本とした上で，リ
サイクル推進を配慮して裁量的判断が可能な含みを持たせている。
　以上の制度上の定義をまとめると，まず廃棄物とは，「取引価値のない不要物」であり，
産業廃棄物とは，廃棄物のうちの「事業活動に伴う廃棄物のうちの法律に列挙されたも
の」ということになる。しかし，普段は家庭のごみにしか触れることのない一般の生活
者の感覚では，そのことだけで産業廃物を具体的にイメージすることはできないだろう。
たとえば，産業廃棄物の発生量は一般廃棄物のそれの8倍にものぼることや，豆腐屋が
発生するオカラが産業廃棄物であることなどは，生活者の意識するところではない。
　以上に述べた法律上および行政上の定義をまとめて，廃棄物の分類を図1に整理した。
r＿＿＿＿＿＿＿．．．一．e＿＿一一一＿＿＿＿＿．廃棄物処理法が規定する廃棄物一一．．，一．，一．一＿一一＿＿．．．一．．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿一”
1　　　　　　産業廃棄物（事業活動に伴って生じた廃棄物）　　　　　　　　　　　　l
l　　　　　　　　　　　　　　　　（爆発性、感染性、毒性のある廃棄物）　　　　　　　　l
l　　＋　　事業系＋廃棄物　　　　　　li　　　（繁蕊蒜廃棄物で産廃以外のもの）i
　　　　　　「
l　　　　　　　　　　　　l
l　　　　　　　　　　　　l
‘　　　　　　　　　　　　‘
1　　　　　　　　　　　　‘
t　　　　　　　　　　　　ロ1放射性廃棄物ll
‘　　　　　　　　　　　　‘
‘　　　　　　　　　　　　‘
‘　　　　　　　　　　　　‘
‘　　　　　　　　　　　　‘
‘一一一一一一一エー一一一‘
　　　　　　　その他（一般廃棄物を焼却した灰など）　　　　　　　　‘
1　　　　　　　特別管理一般廃棄物　　　　　　　　　　　　　　　　l
i　蘂昼三露籔甲ごみ焼却に伴う煤じ・‘Us感i
L＿＿＿＿＿＿＿＿一＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－P＿＿＿一一一＿＿＿＿＿1
図1廃棄物処理法における廃棄物の分類（筆者作成）
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（2）産業廃棄物の処理状況
　産業廃棄物の年間排出量は，近年およそ4億トンで推移している。一方，一般廃棄物
のそれは，およそ5千万トンである。一般廃棄物については，わが国の人口1億2千万
人が1年365日ごみを発生すると計算すれば，およそ1人1日1キログラムという計算
が成り立つ。産業廃棄物の発生量は，一般廃棄物のそれのおよそ8倍になる。
　産業廃棄物の排出量の推移を見る。1980年の年間排出量は，2億9，200万トンであっ
た。1980年代は，産業廃棄物の排出が急激に増えた時代であり，1990年には3億9，500
万トンに達した。1990年代に入ると，産業廃棄物の排出量の伸びは鈍化した。2000年
以降，年によっては前年の排出量を下回ることもあるようになった。近年の産業廃棄物
の排出量の減少の説明として，景気の悪化，産業構造の変化，各種の廃棄物減量化努力
によるもの等が挙げられるが，決定的なものは不明である。
　下に，産業廃棄物の排出量を含む処理フロー（図2）と，排出量および処理状況の推
移（図3）を示す。
緋出t
　389，746『Fトン
直接再生利用量
　89，259『Fトン
中間処理量
　294，381『Fトン
直接最終処分量
　6」06千トン
処理残さ量
　t24，938千トン
減量化量
　169．443千トン
処理後再生利用量
　　117，452『Fトン
処理後最終処分fi
　　7，485『Fトン
再生利用1合計
　206，712千トン
図2　平成21年度産業廃棄物の処理フu－（環境省）（注14）
（注14）環境省『産業廃棄物の排出及び処理状況（平成21年度実績）』，2012年。
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口最終処分量
■再生利用量
■中間処理による
滅量化量
理業者に対する規制が中心になることは必然である。1990年代以降，廃棄物処理法はた
びたび改正され，事業者および産業廃棄物処理業者に対する種々の規制が強化されてき
た。規制強化にともなって，罰則については懲役5年以下，罰金の最高額は3億円にま
で引き上げられている。
　こうした規制が強化される一方で，国の政策として産業廃棄物処理施設の設置促進の
ための政策が実施されてきた。しかし，それらの多くは満足な成果が得られないでいる。
たとえば，事業者責任のために産業廃棄物処理に公共セクターが関与することが困難だ
ったことに対し，廃棄物処理法の2002年の改正では，都道府県の資金が入った組織を
「廃棄物処理センター」として国が指定し，公共による産業廃棄物処理を推進する制度
が設けられた。その後も廃棄物処理センターの機能拡大のための法律改正が行われたが，
これを設置しているのはいまだに16県に留まっているばかりか，経営に行き詰まり解
散に追い込まれてしまった廃棄物処理センターもある（注16）。別の例としては，産業廃棄
物処理事業振興財団がある。これは，国の補助金および産業界からの拠出金を以て2002
年に設置された組織で，主たる事業は都道府県等が設置する産業廃棄物処理施設に対す
る債務保証であり，従たる事業として民間の産業廃棄物処理業者への保証業務が規定さ
れている（注17）。しかし，現在まで公共関与の施設に対する債務保証の実績は殆どなく，
民間への保証が小規模に実施されているにすぎない。
　一方，施設設置の促進ではなく，リサイクル財の需要を創出することで，産業廃棄物
の処理事業の活性化を実現している政策がある。政府は，平成9年施行の「新エネルギ
ー利用等の促進に関する特別措置法」に基づき，バイオマスや廃棄物を燃料とするボイ
ラーや発電設備の設置に対する補助金を交付している。これにより，製紙業等において
大規模な新エネルギーボイラーの設置が進み，RPF（Refuse　Paper＆Plastics　Fuel：廃
棄物由来の固形燃料）の需要創出につながった。その結果，紙くず・廃プラスチソク・木
くず等を処理してRPFを製造する施設の設置が多くの民間業者によって進められた。
（注16）神奈川県，横浜市，川崎市が中心となって1996年に設置された（財）かながわ廃棄物処
　　理事業団は，搬入される廃棄物が減少して経営が立ち行かなくなったため，2008年には
　　民間への事業譲渡と法人の解散を決めた。廃棄物搬入量減少の背景は，各種リサイク
　　ル法の施行・廃プラの輸出の増加・東京湾岸地域に焼却施設が増加したことなどとされて
　　いる。
（注17）産業廃棄物処理事業振興財団の設立の時代背景として，当時の政府にはNTT株式を
　　公開・売却した資金があり，この資金を公共セクター等に貸し付けるための仕組みや組織
　　の整備を進めていたことがある。
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RPFの原料となる廃棄物は，安定的な処分先を得たことになり，それらの事業者が負担
する処理費用は大幅に低減し，また，従来は焼却もしくは埋立処分するしかなかった廃
プラスチック等の一部にはリサイクル材料として取引されるものも出てきている。公衆
衛生・環境保全の目的ではなく，経済・産業振興を目的とした展開である。あるいは，
生産力よりも需要の創出こそが事業の活性化を達成することの事例でもあると言えるだ
ろう。
3　産業廃棄物処理業
（1）許可制度
　廃棄物処理法第11条は，産業廃棄物の処理責任は事業者自身にあることを規定して
いる。一方，同条第3項においては，事業者が産業廃棄物の処理を他人に委託する場合
には許可を受けた業者に委託すべきことを定めている。事業者が自ら産業廃棄物を処理
する場合には許可は不要であるが，それを他人に委託する場合には許可業者でなくては
ならない。
　産業廃棄物処理業の許可は，4種に区分される。まず，取り扱う産業廃棄物の種類に
応じて，「産業廃棄物処理業」と「特別管理産業廃棄物処理業」に分けられる。「特別管
理産業廃棄物処理業」の許可は，医療廃棄物（感染性廃棄物）や，有害物質を含むもの，
引火性・爆発性の産業廃棄物を取り扱う場合に必要である。f産業廃棄物処理業」の許可
は，建設工事から排出される産業廃棄物や，木くず，紙くず等の比較的安全な産業廃棄
物を取り扱う場合に必要である。なお，特別管理産業廃棄物処理業の許可は産業廃棄物
処理業の許可をカバ・一一・・するものではなく，特別管理産業廃棄物処理業の許可をもってい
る場合でも，更に産業廃棄物処理業許可を得なければならない場合がある。産業廃棄物
と特別管理産業廃棄物の定義と取扱は，法律が詳細に規定している。それぞれの産業廃
棄物の種類について，さらに，業として行う産業廃棄物処理の工程別に，「収集運搬業」
と「処分業」に区分される。
　産業廃棄物処理業の許可を発行するのは，業を行う区域の都道府県知事である。市が
独自に保健所を設置している区域（廃棄物処理法の政令市，現在61市）においては，
市長の許可が必要である。産業廃棄物を区域を越えて運搬する場合には，荷を積み込む
区域と，降ろす区域の許可が必要である。たとえば，東京で発生した産業廃棄物を千葉
県を通って，茨城県の処分施設まで運ぶ場合には，東京都知事の許可と茨城県知事の許
可が必要になるのである。
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　　　　｛2）産業廃棄物処理業の許可状況
　現在，最も多くの許可を受けている産業廃棄物処理業者は，200以上の許可証を持っ
ている。表に示したとおり，現在の業の許可は30万件超であるが，重複を除いた産業
廃棄物処理業者数の正確な値は分からない。
　産業廃棄物処理業者とは，これら都道府県知事もしくは市長の許可を受けた者であり，
許可を受けていない者が業として産業廃棄物の処理を行った場合には，不法投棄という
ことになる。この場合，無許可業者はもとより産業廃棄物処理を委託した事業者も処罰
の対象となる。以上は業の許可であるが，それとは別に施設の許可が必要である。産業
廃棄物の処理施設を設置しようとする場合，事前に知事もしくは市長の許可を受けなけ
ればならない。収集運搬業であれば，トラックが1台あれば許可を受けることが出来る
が，産業廃棄物処理施設の設置については，住民同意などのハードルがあり，許可の取
得が難しい。ただし，所定の規模以下の産業廃棄物処理施設については，設置の許可は
不要である。ただし，それら施設を産業廃棄物処理業の用に供する場合には，業の許可
を受ける際に届出をして，業の許可証に記載される必要がある。業の許可と施設につい
て表2と表3に示す。
表2　産業廃棄物処理業の許可状況（平成22年4月現在　環境省）（注18）
産業廃棄物処理業 特別管理産業
p棄物処理業
合計
収集運搬業の許可件数 281，158 31，184 312，342
処分業の許可件数 13，985 893 14，878
合計 295，143 32，077 327，220
（注18）環境省『産業廃棄物処理施設の設置，産業廃棄物処理業の許可等に関する状況（平
　　成21年度実績）』，2012年。
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表3　産業廃棄物処理施設の設置許可の状況（平成22年4月現在　環境省）（注18）
区分 施設数
中間処理施設 19，320
汚泥の脱水施設 3，532
汚泥の乾燥施設（機械） 243
汚泥の乾燥施設（天日） 67
汚泥の焼却施設 680
廃油の油水分離施設 258
廃油の焼却施設 680
廃酸・廃アルカリの中和施設 142
廃プラスチック類の破砕施設 1，738
廃プラスチック類の焼却施設 956
木くず又はがれき類の破砕施設 9，283
コンクリート固化施設 35
水銀を含む汚泥の焙焼施設 8
シアン化合物の分解施設 151
PCB廃棄物の焼却施設 0
PCB廃棄物の分解施設 17
PCB廃棄物の洗浄施設又は分離施設 11
その他の焼却施設 1，503
最終処分場 2，157
遮断型処分場 32
安定型処分場 1，283
管理型処分場 842
4　産業廃棄物処理業の経営環境
　産業廃棄物処理業にとっての事業上の脅威を分析し，産業廃棄物処理業者がそれらに
対してどのような対抗手段を講じているかを知ることで，産業廃棄物処理業の理解を進
めることとする。
　　　　｛1｝産業廃棄物処理業経営をとりまく脅威
　Porter（1980）は，事業を取り巻く脅威を図4に示す5つに分類し，それらに対抗す
るために企業が実施する行動を競争戦略と定義づけている（注19）。その分析枠組みでは，
企業を取り巻く事業上の脅威を（1）新規参入の脅威，（2）買い手の交渉力，（3）仕入先の交
（注19）　　Porter，　M．　E．，　Oompetitive　Stra　te8ア：Tee加iquθs∫fbr．4na！yzin8　ln　dustriθs　and
　　Oompetitors，　Free　Press，1980，　pp．3・33．
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渉力，（4）代替品の脅威，（5）業界内部での競争に分類し，その分類に従って実際の企業の
脅威を分析する。また，Porterは，5っの脅威の特徴を次のように列挙している。「新規
参入の脅威」に対する障壁として，規模の経済；製品の差別化；スイッチング費用；流
通チャネルへのアクセス；規模に関係しないコスト増；政府の思惑がある。「買い手の交
渉力」が強くなる状況とは，売り手にとって，特定の買い手への依存度が高いとき；買
い手が購入するものの中でその製品が占めるコスト割合が著しく高いとき；買い手にと
ってスイッチング費用が低いとき；買い手の利益率が低いとき；買い手が製品の内製化
を進めようとしているとき；買い手にとってその製品の重要度が低いとき；買い手が十
分な情報を持っているときである。「仕入先の交渉力」が強くなる状況とは，買い手より
も売り手企業の数が少なく，集中化しているとき；競合する代替品がないとき；買い手
の業種が売り手にとって重要でないとき；買い手の事業においてその製品の仕入れが重
要であるとき；その製品の差別化が進んでいるか，スイッチング費用が高いときである。
「代替品の脅威」とは，代替品によって製品の価格が下がり，業界の利益が減じること
であり，代替品のコスト・パフォーマンスが優れていれば，それだけ業界の利益は制限
される。「業界内部の競争」が激しくなる状況とは，同規模の業者が多くあるとき；業界
の成長率が鈍化したとき；固定費や在庫費が高いとき；差別化がなされないか，スイッ
チング費用がかからないとき；供給過剰のとき；多様な競争者があるときである。
　ここでは，この分析枠組みを用いて，現在の産業廃棄物処理業にとっての脅威を概観
する。
新規参入の脅威
　　　零細資本であっても，産業廃棄物処理業への参入は容易である。業の許可さえと
　　れば，収集運搬業は簡単にはじめられる。ただし，産業廃棄物処理施設を設置する
　　ことは難しい。特に焼却施設と埋立施設の設置は難しく，希少性が高い。
　　　製鉄・セメント製造などの大資本が産業廃棄物処理業に進出してきている。この
　　ことに対しては既存業者は対抗策を取り得ない。収集運搬業者にとっては，処分先
　　が増えることなので歓迎される。
買い手の交渉力
　　　世間体を気にしない顧客（事業者）は，産業廃棄物処理業者を値段だけで選ぶ。
　　買い手にとって，処理業者をスイッチすることは難しくはない。買い手が産業廃棄
　　物処理業者を探索することはやや困難である。飛び込み営業を奇貨とすることが多
　　い。
　　　世間体を気にする企業や，環境リスクに敏感な企業（ISO14001認証企業など）
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　　は，価格以外の要素（処理の質，廃棄物管理態勢，世間の評判など）を勘案して処
　　理業者を選ぶ。廃棄物処理を生産の要素と理解し，安全性・安定性・継続性などを
　　考慮する。産業廃棄物処理業者に値下げ圧力は掛けるものの，容易にはスイッチし
　　ない
　　　埋立や焼却は，廃棄物処理行程の目的地であり，収集運搬業者の立場からすれば，
　　それらが実質的な仕入先である。それらは，相対的に交渉力が強いと言われて来た。
　　近年は，情報流通が活発化しており，廃棄物処理経路も広域化している。それに伴
　　い，上流の中間処理業者（リサイクル業者等）や，収集運搬業者は，特定の埋立業
　　者・焼却業者に依存せず，フリーハンドを活用するようになってきている。このこ
　　とに対する埋立業者・焼却業者の有効な対策はない。
代替品の脅威
　　　廃棄物処理から，リサイクリングにシフトしつつある（本質は変わらない）。この
　　潮流は，廃棄物処理を代替するリサイクルの台頭であると解釈できる。多くの産業
　　廃棄物処理業者がリサイクル施設を設置するようになった。この場合，リサイクル
　　財の買い手の交渉力が強く，なかなか収益が上がらないのが実状である。
　　　産業廃棄物処理業者にとっては，顧客（事業者）自身による廃棄物削減努力が最
　　大の脅威である。廃棄物を減らすことは，歩留まり率の改善であり，事業者にとっ
　　ては生産性向上につながる。歩留まり率の改善とは，従来は廃棄物だった部分が，
　　製品に組み込まれるようになることであり，これも代替品の台頭であるとの解釈が
　　可能である。
業界内部の競争
　　　もっとも目立つ競争は，価格競争である。常に過当競争の状態にあり，熾烈な価
　　格競争が繰り広げられている。大規模な中間処理施設が設置されると，著しい値崩
　　れが引き起こされることはよくある。
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潜在的な
参入者
　　　　　業界内部の仕入先の　　　　　　競合相手　交渉力　　　　　　v
代替製品もしくは
サービスの脅威
買い手の
交渉力
図4事業をとりまく脅威の分析枠組み（Porter，1980）（注20）
（2）産業廃棄物処理業で実行されている競争戦略
　産業廃棄物処理事業を取り巻く脅威に対抗するために，処理業者自身が取っている競
争戦略のうち主なものを概観する。
低価格戦略
　　　ほとんど全ての産業廃棄物処理業者が，低価格戦略を採用している。顧客にとっ
　　ての主な関心事は価格であるとの通念や，物理的効用において同業者との差別化が
　　難しいという産業廃棄物処理サービスの特性から，産業廃棄物処理業者において低
　　価格戦略が競争戦略の基本となっている。
適法性のアピール
　　　不法投棄および不適正処理のリスクの深刻さは，産業廃棄物処理業者と事業者の
　　双方が認識している。それゆえ，産業廃棄物処理業者は，自らの適法性をアピール
　　することが競争上の優位をもたらすと考えている。ISO14001の認証を受けるなり，
（注20）図4のオリジナルは，Porter前掲書4ページに・Foces　Driving　Industry
　　Competition”として記述されている。
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　　廃棄物管理体制をアピールするなりして，自らの不適正処理リスクの低いことを訴
　　求することが多い。
付加的サービスのアピール
　　　廃棄物を顧客の目の前から除去するという，産業廃棄物処理サービスの中核的機
　　能からやや距離のある部分でのサービスを強調している例がある（後述Kotlerの5
　　段階製品モデルを参照）。客先の保管場所から産業廃棄物を除去するだけでなく，保
　　管場所の清掃を行う例や，更に対象を拡大して工場清掃や廃水処理設備の維持管理
　　にまで対象を拡大することで，産業廃棄物処理業者としての能力をアピールしてい
　　る例がある。
　　　同業他社の悪口を言うことで自社を競争優位に立たせようとする産業廃棄物処理
　　業者は多い。自社の適法性のアピールとは逆の戦略であるが，自社の適法性をアピ
　　ールしながら他社の悪口を言う例も多い。産業廃棄物処理の世界でこうした競争戦
　　略がとられるのは，「良い商品」についての共通の認識，規範が確立していないから
　　であると考えられる。
1／llEli．ZZI．1；iLl　A　￥
　　　産業廃棄物処理業における顧客開拓の主要な手段として，紹介営業の果たす役割
　　は大きい。積極的な広告などを行わず，顧客から紹介を受けて新たな顧客を得ると
　　いう方法を取るケースが多くある。
　　　産業廃棄物処理施設には，環境保全のための技術的な要求が強く，そのための莫
　　大な資金が必要になるほか，周辺住民の同意が必要とされるため，その設置は極め
　　て困難である。その困難さゆえに，産業廃棄物処理施設が設置できた場合には業界
　　内での大きなパワーが得られることがある。このような状況にあって処理施設設置
　　の鍵となるのは，地元コミュニティとの信頼関係の構築である。
ターゲットの絞り込み
　　　医療廃棄物専門といった具合に，ターゲットを特定の業種からの廃棄物に絞り込
　　むことにより，ポジションを固めている処理業者がある。また，大ロットの廃棄物
　　を引き受けない代わりに，処理が困難な特殊な産業廃棄物を小ロットで受け入れる
　　専門業者がある。
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規模の拡大
　　　廃棄物処理業は，スケールメリットが利く業種である。大型の埋立処分場あるい
　　は中間処理施設を持つ者が有利であるとの通念があり，施設の大型化を図るものが
　　多い。そのため，一部の地域では処理能力が処理需要を超えてしまい，処理料金の
　　値崩れを引き起こし，さらにその影響が周辺地域にまで及んでいる事例がある。
29111＊lil！Ptlllg　il
　　　産業廃棄物処理業者が事業者と共同で廃棄物処理事業を行っている例がある。家
　　電リサイクル法（注21）は，家電製造業者に廃家電の引取と再資源化を義務づける法律
　　であるが，この法律に対処するために，産業廃棄物処理業者と家電製造業者が組ん
　　でリサイクル施設を設置・運営している例がある。また，建設廃棄物処理業者と建
　　材製造業者が組んで廃石膏ボードのリサイクル専門会社を設立した例などもある。
　　　　（3）大資本の進出
　産業廃棄物処理業以外の業種の大資本が産業廃棄物処理に参入するケースが，既存の
産業廃棄物処理業者にとって脅威になっている。大資本の進出は1990年代後半から目
立っようになってきた。特に影響が大きいのは，電力，鉄鋼，セメント（注22）である。新
規に施設を作る例もあるが，既設の設備を活用するケースもある。セメント製造業と鉄
鋼業では，既設のセメント焼成炉や高炉を活用している。これらは，もともとの施設規
模が大きく，廃棄物の処理容量も大きい。電力会社の場合は，廃棄物焼却熱を利用した
発電所を新たに建設しているほか，パソコンのリサイクル事業に取り組んでいる例があ
る。
　大資本は，その資金力や技術力だけでなく，特に社会的な知名度や信用力が既存の産
業廃棄物処理業者にとっての脅威となると考えられている。
　　　　｛4｝産業廃棄物の減少
　統計に見るとおり，産業廃棄物の排出量は減少局面に入っている。このことは，産業
廃棄物処理市場の縮小を意味しており，産業廃棄物処理事業の最大の脅威になっている。
（注21）特定家庭用機器再商品化法（平成10年6月5日法律第97号）。
（注22）佐藤朋彦「鉄鋼業界はエコビジネスに何を期待するのか」『いんだすと』，18巻1号，2003
　　年，12・18ページ。
　　宮崎文雄「廃棄物処理への参入相次ぐ電力業界の動向」『いんだすと』，18巻1号，
　　2003年，6・11ページ。
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産業廃棄物の減少の理由としては，景気が悪く工業生産が落ちていること；事業者自身
の廃棄物削減努力（3R）（注23）の成果が上がってきていること；製造業の海外移転が進み
産業の空洞化が進んでいること，などが言われるが，詳細は不明である。
　Hofer　and　Schende1（1978）は，プロダクト・ライフ・サイクルを説明するために，
表4に示すように市場発展を7段階に区分している（注24）。彼らのモデルでは，戦略目
的からすると，製品／市場の発展には少なくとも5つから7つの段階が識別されるとし
ており，それらは，（1）市場開発期，（2）成長期，（3）淘汰期，（4）成熟期，（5）飽和期，（6）
衰退期，（7）停滞期である。このモデルを産業廃棄物処理市場の現状を当てはめれば，産
業廃棄物市場はすでに衰退期あるいは成熟期に入っていると言える。いずれにせよ，今
後産業廃棄物の量が増えることは考えにくい。
（注23）3Rとは，　Reduce（発生抑制），Reuse（再使用），そしてRecycle（再資源化）のことであり，
　　循環型社会形成推進基本法が定める廃棄物処理やリサイクルの優先順位を反映してい
　　る。「3R推進」は，政府がスローガンとして掲げ，環境省・経済産業省・農林水産省・国土
　　交通省その他省庁がキャンペーンを展開している。
（注24）　　Hofer，　C．　W．　and　Schendel，　D，　Stra　tegy　17Torm　ula　tion　：　Ana！ytica100neep　ts，
　　West　Group，1978．，邦訳奥村ら訳『ホファー／シェンデル戦略策定一その理論と手
　　法』，千倉書房，1981年。
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表4製品のライフサイクル（Hofer　and　Schendel　1978）
成長膓 ・＜0
販売量
離陸
折点、　　　＼
?
段階 開発 成長 淘汰 成熟 飽和 衰退 停滞
市場成長率 わずか 非常に大@きい 大きい GNP成長率
人ロ成長
@率 マイナス
成長率の変化 少ない 急速に増@加
急速に減
@少
ゆるやか
ﾉ滅少 少ない
急速に滅少
ｵ、次いで
艪ﾁくり
少ない
セグメントの数 非常に少@ない 多少 多少 多少一一たくさん 少ない 少ない
製品デザインに
ｨける技術変化
非常に大
@きい 大きい 中程度 わずか わずか わずか わずか
工程デザインに
ｨける技術変化 わずか
わずか／
??x
非常に大
@きい
大きい／
??x わずか わずか わずか
主たる機能打開
@関心領域 R＆D
　　、◆Gンソニ
Aリング 生産
マーケティングー
@　　流通
@　　財務
財務
マーケ
eィング
ﾆ財務
（5）チャネル主導権の移動
　産業廃棄物処理サービスのチャネルは，収集運搬業者と処分業者で構成される。法律
の規定上は，買い手である事業者は，収集運搬業者および処分業者のそれぞれと直接に
契約を結ぶこととされており，収集運搬業者と処分業者はそれぞれ事業者から直接委託
を受けて仕事をする（注25）。つまり，収集運搬業者と処分業者の間には，廃棄物の受け渡
（注25）廃棄物処理法は，事業者が産業廃棄物の処理を他人に委託する場合の基準として，収
　　集運搬は収集運搬業の許可を受けた者に，処分は処分業の許可を受けた者に委託する
　　こととしている。すなわち，収集運搬業の許可しか有しない者に処分までを一括して委託
　　することはできないのである。また，書面による契約を求めており，委託料金を記載すること
　　としている（施行令第6条の2）。つまり，事業者は，収集運搬業者と処分業者のそれぞれ
　　と書面による契約を結んで，産業廃棄物の処理を委託することになる。
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しはなされるものの，商業的な取引関係がない。このような状況ゆえに法律の枠組み上
は，産業廃棄物処理サービスにおける流通チャネルのコントロール機能は，サプライヤ
ーの側にはなく，顧客である事業者に置かれていることになっている。
　しかし，実態上のチャネル主導権は，法律上のそれとは別にあると考えるべきである。
チャネルコントロールの一切を事業者が保持するとするならば，毎回事業者が産業廃棄
物処理業者を探索し処理経路を決定しなければならないが，現実にはそのようなことは
あり得ない。非公式な，あるいは事実上のチャネルキャプテンが存在するはずである。
　産業廃棄物処理のチャネルを考える場合，産業廃棄物処理のチャネルコントロールの
具体的機能は，（a）処理経路の決定と，（b）価格の決定の2点である。一方，山本（1985）は
バッズ取引に関する言及ではないが，チャネルコントロールの源泉は，（1）報酬パワー，
（2）強制的パワー，（3）専門的パワー，（4）準拠性パワー，（5）正当性パワーであり，それら
に加えて（6）ブランドパワーに注目すべきことを示している（注26）。これに基づいて産業廃
棄物処理の流通チャネルの状況を表5と表6に整理した。
　処理経路決定権は，現在は収集運搬業者にある。収集運搬業者は，処分先の選択肢が
多く，顧客と直接関係を持っていることが，パワーの源になっている。価格決定権は，
処分業者が保持しているが，トータルのチャネル主導権は収集運搬業者の手にあると言
っても良い状況である。
　過去には，最終処分の手段は殆どが埋立であって他に選択肢がなく，埋立処分業者の
パワーが強かった。事業者が排出した産業廃棄物は，中間処理を経ずに埋立処分に直行
するものが多かった。また，一部の自治体は，収集運搬業の許可に際して当該収集運搬
業者が処分施設に出入りできることを証明する「受入承諾書」の提出を求めていた。そ
の後，中間処理施設の整備が進んだことから，まず埋立処分業者の中間処理業者に対す
る相対的なパワーが低下し，その後は顧客に提案できる処分先の選択肢が増えた収集運
搬業者のパワーが増したという構図である（図5）。
（注26）山本義郎「チャネル・リーダーシップとPLC」（近藤文男，中野安雄編『流通構造とマ＿ケ
　　ティング・チャネル』，ミネルヴァ書房，1985年），182・200ページ。
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表5　産業廃棄物流通チャネルにおける主導権（筆者作成）
処分業者
???
??????????????????
摘要
処理経路決定権 小 大
?
無
処分経路は，収集運搬業者の提
ﾄもしくは事業者の指示によ
驕B中間処理後の残渣の処分先
ﾍ中間処理業者が決定する。
価格決定権 小 大
? 収集運搬業者には，価格決定権
ﾍほとんどない。
表6　産業廃棄物流通におけるチャネル主導権の源泉（筆者作成）
処分業者
収
?
埋??? ????????????
摘要
者 者 者
処分業者は，値引きキャンペーンを行
報酬パワー 無
? ?
うことがあり，それによって収集運搬
業者の取り分が増減する。
法律や行政指導によって処分業者に
強制的パワー 無
? ?
課せられた廃棄物受入基準は，厳しく
守られる。
収集運搬業者は，処分業者の所在等の
専門的パワー
? ?
大 情報を持つ。廃棄物の専門的知識は，
処分業者が強い。
　　準拠性
i一体化）パワー 無 無
無
産業廃棄物処理業者間のグループ意
ｯは弱い。
処理業者間の力関係はほぼ対等であ
正当性パワー 小
? ?
るものの，資本規模の大きい処分業者
がやや強い。
収集運搬業者は，処分先のブランドを
ブランドパワー 小
? ?
持って顧客に提案する。
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第2章 産業廃棄物処理の構造と機能
1　産業廃棄物処理の構造
（1）産業廃棄物の処理行程
　全ての廃棄物は，図6に示す経路に沿って処理される。このことは，産業廃棄物と一
般廃棄物に共通することであり，例外はあり得ない。産業廃棄物処理業者は，図6に示
す行程のうちの収集から最終処分までの部分の多くを担っている。もし，この経路から
外れる処理があるとすれば，それは不法投棄である。
　全ての廃棄物処理行程の最終的な行く先は，最終処分場すなわち埋立である。リサイ
クルとは，廃棄物の中から資源を選び出すことであり，どのようなリサイクルをしても
埋め立てなければならない残渣は必ず発生する。製造業の事業者などがゼロエミッショ
ンを達成したことを喧伝することがあるが，そこで言っているゼロエミッションとは，
その事業者が発生した廃棄物を100％リサイクル施設に持ち込むことである。工場から
搬出された資源化物は，リサイクル施設の段階で産業廃棄物を発生する。すなわち，産
業廃棄物の発生段階を製造工場から，リサイクル施設にシフトしたに過ぎない。このこ
とを模式的に示したのが図7である。
　図8に産業廃棄物処理の取引の流れを示した。産業廃棄物処理に関わっている主体は，
（1）事業者，（2）収集運搬業者，そして（3）処分業者である。収集運搬と処分を1つの産業
廃棄物処理業者が一括して行うこともある。法律が産業廃棄物取引における仲立ち行為
を嫌っているために，産業廃棄物処理取引において商社等の関与は公式的にはあり得な
い。法律の建前では，事業者は，収集運搬業者・処分業者のそれぞれと直接契約を結ぶ
よう求められている（注28）。すなわち，廃棄物の実体の流れは，（1）事業者→（2）収集運搬
業者→（3）処分業者であるけれど，契約については，（a）事業者vs．収集運搬業者の契約
があり，それとは別に更に（b）事業者vs．処分業者の契約を結ぶことになる。すなわち，
収集運搬業者と処分業者の間には取引関係が存在せず，一見すると収集運搬業者は流通
業者の機能を果たしているようであるが，法律の規定ゆえにそうした機能は持ち得ない。
　ただし，法律は処理料金の流れを規定していない。契約どおり，収集運搬業者への支
払いと処分業者へのそれを分離して実施することがあるが，収集運搬料および処分料を
含むトータル額が事業者から収集運搬業者へ一括して支払われた後に，処分業者への支
払いは収集運搬業者からなされる等のケースもあり，状況を複雑にしている。しかしな
がら，法律が規定している産業廃棄物処理委託契約は，不法投棄・不適正処理がなされ
（注28）廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第6条の2。
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た場合の，事業者と産業廃棄物処理御者の責任関係を明確にすることを目的としている
のであり，商業上の必要な事項は，契約の当事者が別に決めなくてはならないのである。
実際のところは，法律が規定する事項を中心とする契約書を用いるという業界慣行が確
立しており，カネの流れを契約書で定めている例は少数である。
場 ?? ??
ご屑．
?????
図6　廃棄物の処理行程（筆者作成）
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■■ゆ資源回収
図7　ゼロエミッションの概念（筆者作成）
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図8　産業廃棄物処理取引の流れ（筆者作成）
｛2）産業財の中での位置づけ
　産業廃棄物処理サービスは，生産財として取引される。商品の分析については，Kotler
　（2003）が様々な視点からの有用なアプローチを提案している（注29）。ここでは，それ
らを用いて，産業廃棄物処理サービスを位置づけてみる。
　Kotlerは，まず産業財を（1）原材料・部品，（2）建物・工場設備，そして（3）補給品・ビ
ジネスサービス，の3つに分類している。特に補給品については，維持（maintenance）・
補修（repair）・運用（operating）に係るものとして，　MRO　goodsと括っている。この分類
に従えば，産業廃棄物処理サービスは，補給品・ビジネスサービスに分類されることに
なる。補給品・ビジネスサービスは，中小のサプライヤーが請け負うことが多く，その
選択はサプライヤーの評判やスタッフを評価して行われるとしている。
　一方，消費財の分類として，（1）日用品，（2）買い回り品，（3）非探索品（un80ught　goods）
を示している。消費財で言うところの非探索品とは，火災報知器・墓石・保険のように，
買い手は普通それらのことを知らないし，それらを買うことを考えもしないものである。
それらのセールスには，広告やセールスマンの活動を必要とするという。産業財に敢え
（注29）K。t1。。，　P．，　Mark。ti。g・M・n・g・m・nt・11th　editi・・，ゴntern。ti…1・diti・n，
　　Prentice　Hall　Edition，2003，　pp．406・440．
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てこの分類を適用すれば，産業廃棄物処理サービスは，事業上の売上に直接貢献しない
非探索品に該当する。
　さらに，商品の位置づけを分析するツールとして，5段階の製品レベルを提示してい
る。ここで言う「製品」を「サービス」に置き換えてモデルとすれば，産業廃棄物処理
は，次のように分析されるだろう。
　　　（1）コア便益：廃棄物が目の前から無くなること
　　　（2）基本サービス：産業廃棄物収集サービス
　　　（3）期待サ・一一・・ビス：きれいで，迅速，かっ適法な産業廃棄物処理サービス
　　　（4）拡張サービス：収集から処分までの追跡可能性など
　　　（5）潜在サービス：環境関連の情報提供サービスなど
　産業廃棄物処理サービスは，基本的な部分で他社との差別化を実現することが難しい
ため，図9に示す外縁部分（拡張サービス～潜在サービス）での競争が想定されるが，
現実のところは，そこでの目立った提案がなされていないし，買い手の側がそれらを評
価することは少ない。なお，図9は，Kotlerのオリジナルは物財の特性を説明するもの
であって，コア便益を基礎製品～潜在製品が取り囲むようになっているが，産業廃棄物
処理はサービス財であるので，コア便益を基礎サービス～潜在サービスが取り囲むよう
に修正して，産業廃棄物処理サービスの分析の用に供した。
34

性は、それがバッズであることに起因する部分も多い。
　産業廃棄物処理の取引では，カネの流れとモノの流れの関係が，一般の物財取引のそ
れとは逆である。すなわち，一般の物財取引では，財貨と代金は交換関係にあり，その
流れは互いに対向する。しかし，産業廃棄物処理においては，実体である産業廃棄物と
代金の流れは，一般の財貨のそれとは違って並行の関係にある（図10）。
　また，産業廃棄物処理における在庫と資金の関係も，一般の財貨におけるそれとは逆
の関係になる。一般の物財取引においては，在庫を多く持てば持つほど商人の手許の資
金は減る。しかし，廃棄物処理取引においては，未処理のまま保管されている廃棄物の
量が増えれば増えるほど廃棄物処理業者の手許の資金は増える（図11）。これは，事業
者にとって産業廃棄物処理サービスのコア便益とは，産業廃棄物が目の前からなくなる
ことであって，最後まで適正に処分されることではないため，処理代金は産業廃棄物が
引取られた段階で支払われるためである。
　このように，産業廃棄物の取引は，一般の物財のそれとは逆の構造を有することがわ
かるが，産業廃棄物処理の取引はサービス取引であるので，カネの流れ・モノの流れと
並んでサービスの流れを考える必要がある。この観点に立てば，産業廃棄物処理は，貨
物輸送や自動車修理，理美容などのサービス業と変わるところはない。すなわち，産業
廃棄物処理の特殊性とは，それがマイナスの価値をもつ商品，バッズ（bads）を扱うこ
とであり，不法投棄・不適正処理の原因もバッズ取引であることに帰するべきなのであ
る（図12）。
　流通経路分析の方法としては，Bucklin（1966）が体系立てた枠組みを提案している（注
33）。そこでは，流通経路をいくつかの経路過程に分割し，ロットサイズ，延期・投機の
概念を含むデリバリー時間，市場の分散度などのパラメーターを操作して，種々の分析
を行う方法を示すとともに，実際例を対象に分析を行っている。しかし，産業廃棄物処
理取引の分析にこの枠組みを適用することは困難である。なぜならば，法律が産業廃棄
物処理取引における仲立ち行為を嫌っているために，財貨の所有権の移転から利益を得
る商人が公式的に存在せず，廃棄物の実体のハンドリングを伴う取引だけが存在する流
通構造になっている。このことを詳しく説明すれば，まず廃棄物処理法は，事業者が産
業廃棄物の運搬と処分を委託する場合に，運搬業者と処分業者のそれぞれと直接契約を
（注33）B。，kli。，　L．・P．，　A・th。。ry。〃ゴ。励・Z∫・n・・h・。n・1輌。tur。，　IBER　Speci。l
　　Publication8，1966．，邦訳田村正紀訳『バックリン流通経路構造論』，千倉書房，
　　1977年。
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結ぶことを求めている（注34）；また，産業廃棄物処理業者が，受託した産業廃棄物を他の
産業廃棄物処理業者に再委託することを原則禁止している（注35）；これらの規定のために，
商社等が産業廃棄物処理の契約に加わることが困難になっているという構図になってい
るのである。
　また，産業廃棄物処理取引においては，物流の途中で在庫を持つことが厳しく制限さ
れている。たとえば，産業廃棄物の収集運搬過程での保管は，積替えに伴うものに限る
こととし，その場合の保管量を1日あたり搬出量の7割に制限している（注36）ほか，中間
処理施設での産業廃棄物保管量にも厳しい制限が課せられている。そのため，流通論で
言うところの投機の概念を適用すべきケースは殆どない。そして，マイナスの経済的価
値を持つバッズ取引であることが，産業廃棄物処理取引のBucklinの分析枠組みへの適
用を困難にする最大の要因である。
　産業廃棄物処理サービスの中で，埋立の位置づけは特徴的である。埋立は，産業廃棄
物を処分する空間を提供するとともに，受け入れた産業廃棄物を長期にわたって保管・
管理するものである。埋立に使用する空間は，再生不可能な資源であるが，その確保に
は，時間その他の投資と幸運が必要である。すなわち，埋立処分場の開設までには，計
画開始から5年～10年程度の時間を要することは希ではなく，また計画を進めても結局
は処分場の開設を断念することになり，莫大な投資が無駄になるケースも多い。埋立を
確保するということは，産業廃棄物処理業者にとっては仕入れにあたるが，一度に10
年分くらいの仕入れをすることになり，大きな投機である。しかし，この仕入れに関し
ては，量的および時間的な調整は事実上不可能である。すなわち，埋立を設置しようと
する産業廃棄物処理業者は，非常に大きな不確実性に対して投資をしなければならない
のである。
（注34）廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第6条の2。
（注35）廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条第6項。
（注36）廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第6条。
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2　産業廃棄物処理の機能｛注37）
（1）効用の創出に着目した分析
　マーケティング研究では，人間と人間の関係性の構築が論じられている。マーケティ
ングは商品を売ることを目的とするが，その目的に沿って，人間と人間の関係の構築メ
カニズムについての研究が深められている。経済学的視点では，市場取引を中心とする
視座から系全体の動きを分析対象とする一方，マーケティング視点では，売り手と買い
手が関係を構築し，あるいは意思決定をする過程を分析対象とするので，両者は互いに
補い合う。廃棄物をはじめとする環境問題には，ステイクホルダー間の関係性の要素が
大きい。それ故，ここにマーケティング視点を応用することができるはずである。
　産業廃棄物処理取引を理解するにあたり，物財の所有権移転ではなく，効用の創出に
フォーカスした概念枠に注目したい。商取引を売り手と買い手の間の関係構築であると
捉えるならば，物体を介した価値の交換と考える必要はない。大友（2001）は，買い手
が欲しているのは，効用であることを強調している（注38）。大友は，マーケティング・コ
ミュニケー一一・ションの目的を論じる中で，財貨の意味的効用の重要性に着目している。す
なわち，まず，売り手が展開するマーケティング活動の目的は，その財貨を市場の買い
手に認めて貰うことと，その財貨を購入してもらった者に効用をもたらすことであると
している。そして，効用とは，買い手の欲望を充足する，あるいは問題を解決するとい
う財貨の持つ特性であるとした上で，財貨が提供する物理的効用がそれを所有・消費す
る者が実感する意味的効用とは必ずしも一致しないことを論じている。つまり，財貨の
価値は物体の価値ではなく，それを所有・消費することによって得られる意味的効用こ
そが真の価値だということになる。大友の主張は，物財の価値を介さないサービス財取
引や，マイナス価値の物財であるバソズ取引に適用した場合，事象を単純化して説明す
ることができる。
　買い手が物財を欲している場合でも，買い手が真に欲しているのはその物財がもたら
す効用である。逆から見れば，売り手が供給しているのも，物体としての商品ではなく，
（注37）本節の主要部分については，上田晃輔「廃棄物処理に係る諸問題の分析へのマーケテ
　　ィング視点適用の可能性について」『商学研究論集』，第37号，2011年，1－17ページに
　　詳細を記述した。
（注38）大友純「マs－・一一ケティング・コミュニケーションの戦略的課題とその本質一プロモーション戦略
　　の求心的要因を求めて」『明大商学論叢』，83巻1号，2001年5月205－213ページ。
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効用である。大友の概念に類似したものとしては，Vargo　and　Lusch（2004）が提唱して
いるService　Dominant　Logic（S・Dロジック）がある（注39）。　S－Dロジックにおいては，
物財の取引であってもサービスが提供されているとする。すなわち，物財がもたらす効
用をサービスと表現しているのである。また，売り手と買い手は，価値と貨幣を交換す
るという関係でなく，ともに生産者（creatorおよびco・creator）として協力し合って価値
（サービス）を創出するという。また，生産者らが価値創出のために操作する対象をオ
ペランド資源（operand　resources），オペランド資源を操作するために用いる資源をオ
ペラント資源（operant　resources）と定義するが，当然それは物質的・非物質的による
類型化ではない。後述するAlderson（1964）の交変系概念は，物財の流通をもとに構築
されたものであるが，大友やVargoらなどの効用の創出に着目した概念を当てはめるこ
とで，サービス財取引やバッズ取引についても，Aldersonの交変系概念を適用して理解
することが容易になる。
　流通の概念枠は，物財の交換を捨象することで，環境問題への適用を容易にする。環
境経済学の概念では，バッズ取引をマイナス価値の物流として理解することは，上に述
（注39）V。。g。，S．L．。。dR．F．Lusch，・E。。1。i。gt。aN，wD。mi。。ti・nL・gi・f・。
　　Marketing”in　Jo　urna1　of　Marketing，　vol．68，　January　2004，　pp．1・17．
　　Vargo，　S．　L．　and　R．　F．　Lusch，，“Service－dominant　logic：continuing　evolution”
　　in　Journal　o了thθA　ca　dθmy　of　Ma　rkθt　Seゴence，　vol．36，2008，　pp．1・10．
　　S・Dロジックを説明するために、Vargo　and　Luschは2004年の論文において、次の8
　　つの基本的前提（Fundamental　Premise）を提示した。　FP1：専門分野に特化した
　　技能と知識は、交換の基本的単位である；FP2：間接的交換は、交換の基本的単位を
　　隠す；FP3：物財は、サービス供給のための物流機構である；FP4：知識は、競争優
　　位のための基本的な源である；FP5：すべての経済は、サービス（原語では複数）経済
　　である；FP6：消費者は、つねに共同プロデューサーである；FP7：企業は、価値提案
　　のみを行える；FP8：サービス中心の視点は、顧客志向であり顧客関係的である。
　　彼らは、2006年の著作と2008年の論文でこれら8つの基本的前提に使われる用語を
　　整理したうえで、さらに2つの基本的前提を加えた。改訂のうえ追加された基本的前提は、
　　次のとおりである。FP1：サ・一・・Lビス（原語では集合的にとらえて単数）は、交換の基本的な
　　ベースである；FP2：間接的交換は、交換の基本的ベースを隠す；FP3：変更なし；
　　FP4：オペラント資源は、競争優位の基本的な源である；FP5：すべての経済はサービ
　　ス（原語では単数）経済である；FP6：顧客は、つねにサービスの共同クリエーターであ
　　る；FP7：企業は、価値をもたらすことはできず、価値提案のみができる；FP8：サービ
　　ス中心の視点は、本質的に顧客志向的であり顧客関係的である；FP9：すべての社会
　　的行為および経済的行為の主体は、資源を取り纏める者である；FP10：価値は、っね
　　に受益者が個別に現象を見て決める。
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べた。取引から物体を捨象して，価値の移転もしくは効用の創出と理解すれば，サービ
ス財取引もバッズ取引も通常の物財（グッズ）取引と同じ分析枠組みを適用して理解す
ることが出来る。なお，前節では，Kotlerの5段階製品モデル（図9）に産業廃棄物処
理サービスを当てはめるのに，「製品レベル」を「サービスレベル」と置き換えて分析し
たが，効用の創出に着目する概念を適用するならば，このような置き換えは不要である。
　ここでは，S・Dロジックを適用して，廃棄物処理サービスが創出する効用を検討する
こととする。S－Dロジックでは取引の概念を単純化し，売り手と買い手を生産者として
括っている。そして，価値と費用の交換という概念さえ単純化して，両生産者によるサ
ービス（効用）の創出とする。このS・Dロジックの枠組みを適用して，廃棄物処理サー
ビスの構造と機能を分析した結果が図13である。行為の主体たる生産者は，事業者と
産業廃棄物処理業者である。操作の対象，オペランド資源は廃棄物であるが，その処理
のために動員される資金・技術・機材・労働などの資源は，オペラント資源に該当する。
オペラント資源のうち、無形であり形式化が困難なものとしては、産業廃棄物処理業者
が提供する技術・実績・業者間ネットワーク・処理施設地元の理解などがあり、事業者
はそれらに対して、遵法意識・公衆衛生への欲求・環境に関する規範意識などを以て応
じるが、これらもまたオペラント資源である。これら技能や知識（skill　and　knowledge）
として括られるオペラント資源は、産業廃棄物処理業者と事業者の交渉を経て変化し得
る。たとえば、事業者が高度な処理技術を要求すれば、産業廃棄物処理業者は要求に応
えるべく自らの技術を高度化するだろう。逆に、産業廃棄物処理業者がもたらす情報に
よって、事業者の意識が変化することもある。また、相手が持つオペラント資源は、産
業廃棄物処理業者と事業者の双方にとって、取引相手を選択する基準となる。一方，廃
棄物処理サービスから創出される効用は，美的価値の回復・空間の創出・法的責任から
の解放・環境汚染の防止・公衆衛生の向上・資源の回復・利潤などである。
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したい。こうした条件下で，各ステイクホルダーの要求の調整に失敗したケースこそ，
不法投棄・不適正処理・種々の係争であると解釈できよう。これらのことを一般のグッ
ズ取引と比較して図14に整理した。
　前節では，産業廃棄物処理を図9のKotlerの5段階製品モデルにあてはめたが，そ
れは産業廃棄物処理サービスの直接の買い手である事業者の視点によるものである。地
域住民や公共セクターにとっての産業廃棄物処理を5段階モデルにあてはめれば，次の
ように分析されるだろう。
　（1）コア便益：生活環境を悪化しないこと
　（2）基本サービス：法律の規定に従った産業廃棄物処理
　（3）期待サービス：生活環境の保全に配慮した産業廃棄物処理
　（4）拡張サービス：雇用など地域経済への貢献や，地域コミュニティとの交流・融和
　（5）潜在サービス1産業廃棄物処理業者の文化活動など
このように，1つの産業廃棄物処理事業に関しても，事業者の視点での位置づけと，地
域住民・公共セクターの視点でのそれは，まったく異なる。しかし，産業廃棄物処理業
者は，まったく異質の要求をもっているステイクホルダーに対して，等しく顧客と認識
してその要求に応えなければならないのである。産業廃棄物処理業をはじめとする環境
ビジネスの難しさとは，取引によって創出した効用の配分にあることが分かったが，そ
れは各ステイクホルダー間で配分する効用の量と質の両方に関する困難さであることが
理解できる。
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図14廃棄物処理によって創出された価値の分配（筆者作成）
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（3）廃棄物処理施設の効用の創出
　環境施設の立地問題もまた，施設設置によって創出される効用の分配の複雑性で説明
が可能である。廃棄物処理施設を設置し稼働することによる効用創出の構造を図15に
示した。都市ごみ焼却施設を例に解釈すれば，事業主体は自治体，受益者は自治体の住
民である。事業によって効用が創出されると同時に，地元不利益すなわち負の効用（不
効用）が創出される。地元不利益でない，正の効用を享受するのは，自治体と住民であ
る。負の効用である地元不利益は，施設の地元住民が引き受けなければならない。つま
り，①自治体と②自治体住民の2者が創出した効用（負の効用を含む）を①と②に③施
設地元住民を加えた3者で分配するという，上に論じた産業廃棄物処理サービスの問題
点と同様の構造をとるのである。
　ここで，地元が負担する不効用を調整するために，通常は主に事業主体が地域コミュ
ニティと交渉をしながら種々の操作を行う。まず，環境影響の緩和のために，環境影響
の元となる事業の規模を調整することがある。埋立処分場の規模を縮小したり，焼却炉
の運転時間を短縮したりの措置である。次に，技術的対応である。排水処理を高度化す
るなり，排ガス処理を強化するなりして環境影響を低減する，あるいは封じ込めるので
ある。そして，補償である。都市ごみ焼却施設であれば，施設の近隣に公園や文化施設
を整備するなどによって，環境施設によって損なわれた地域の価値を補償しようという
ものである。実際の廃棄物処理施設の設置過程では，これらの操作を組み合わせて，地
域コミュニティの同意を得ている。
　　　　　効用の創出
　　　　　廃棄物処理による効用
　　　　　廃棄物処理に伴う地元不利益
　　　　　　　（負の効用）
事　技術
　　　機材
体．芸⇒
廃棄物
図15廃棄物処理施設の効用創出の構造（筆者作成）
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3　交変系概念の適用｛注40）
（1）財貨のライフサイクルにおける産業廃棄物の発生
　物財は，その原材料となる天然資源の採取に始まり，様々な過程を経て，消費者のも
とに届けられる。Aldersonら（1964）は，このような天然資源から中間品揃え形成と
変換，移転を経て最終消費者の手元に届けるまでの一連の取引を系としてとらえ，これ
をtransvection（交変系）と概念づけている（注41）。彼らの記述を要約すれば，交変系と
は，「最終消費者が手にする製品について，原材料からそこに至るまでのすべてのプロセ
スを包含する概念」であり，それを記号で表せばTv＝STSTS－・・…TSとなる（ここで，
Sは選別sort，　Tは変換transformationとする）。　Aldersonらの概念には，付加価値に
っいては包摂するが，価値を付加すると同時に発生する廃棄物については言及していな
い。しかし，transvection概念に廃棄物という要素を加えることは容易である。
　産業廃棄物は交変系の構成要素である各取引の段階で発生する。その後，最終消費者
が使用した財貨は，最終的には廃棄されるに至る。このように，廃棄物は天然資源の採
取にはじまる財貨のライフサイクルの各段階で発生し，最終的にはその財貨そのものが
廃棄物となる。廃棄物のうち，天然資源採取から家計消費の直前までの各段階で発生す
るものが産業廃棄物である。産業廃棄物は，近年「副産物」と言い換えられる傾向にあ
る。家計消費以降で発生する廃棄物は，通常は一般廃棄物として扱われる。ただし，産
業財の場合は，消費以降で発生する廃棄物も基本的には産業廃棄物である（図16）。図
からわかることは，交変系とは，価値を付加すると同時に，廃棄物を発生して行く過程
であることである。部分的には，「価値を付加するということは，廃棄物を分離すること
である」といえるだろう。たとえば，鉱石から金属を取り出す操作や，丸太から材木を
切り出す操作などである。
　天然資源を外国で採取し，製品となったものを外国から輸入すれば見かけの産業廃棄
物発生量は減る。しかしこの場合，廃棄物の大部分は外国で発生している。現在，日本
の産業構造は変化し，工業製品についても原料を輸入していたものが，部品を輸入する
（注40）本節の主要部分については，上田晃輔「産業廃棄物の流通構造一交変系概念への適
　　用」『流通情報』，44巻2号，2012年7月，47・61ページに詳細を記述した。
（注41）Alder，。n，　W．。。d　M．　W．　M。。ti。，・T。w。，d。F。。m。I　Th。。。y。fT，a。。a，ti。n，　and
　　Transvections”in　Jo　urn　a1　of　Ma　rkθ　tin8　Rθseareh，　vol．11（May　1965），　pp．117－
　　　127．
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ら廃棄物は，発生した時点で発生した者の負担で処理しなければならず，実際にそうさ
れている。つまり，廃棄物の発生を生産工程の前方や後方に付け替えすることは不可能
であり，またその処理費を他の取引段階で得られた利益によって賄うことも不可能なの
である。さらに，財貨の価値には，その生産の背後にある廃棄物処理費用が織り込まれ
ている。また，この廃棄物を含めた交変系概念は，物財の取引だけでなくサービス財取
引を含むあらゆる取引に適用されるものである。
　以上，産業廃棄物処理は交変系を構成する要素であるということが分かったが，その
ことから，改めて認識すべき産業廃棄物処理の重要な特性が浮かび上がってくる。第1
は，生産は，産業廃棄物処理と分離することができないということである。産業廃棄物
処理がなければ，財貨を生産することはできない。また，すべての財貨の価格には，産
業廃棄物処理費用が含まれている。換言すれば，すべての財貨の価値には，産業廃棄物
処理の価値が織り込まれているのである。第2は，産業廃棄物処理サービスは，市場取
引によって調達することが最適とは限らないことである。交変系内では，生産要素を調
達する場合，価格メカニズムにもとついて市場から調達することが合理的であるものも
あるが，ヨリ高度な製品をヨリ効率的に作ろうという場合には，組織取引によって調達
される事例は多く見られる。産業廃棄物処理も交変系を構成する生産要素であるので，
このことが当てはまるだろう。
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第3章 産業廃棄物処理業の問題点
　産業廃棄物処理業の機能は，読んで字のごとく，産業廃棄物を処理することである。
そして，産業廃棄物処理業が取り扱いの対象とする廃棄物とは，マイナスの価値を有す
る物体バッズ（bads）であり，産業廃棄物の処理に係る問題の多くは，廃棄物がマイナス
の価値を伴うことに起因すると考えられている。
　　1　施設立地の困難さ
　廃棄物処理施設は，迷惑施設あるいは嫌悪施設とされ，その立地に関して紛争を抱え
るケースが多い。廃棄物処理施設は，公衆衛生の向上と生活環境の保全を目的とするも
のであり，本来は環境施設あるいは衛生施設と呼ばれるべきものである。しかし，都市
ごみ処理施設・産業廃棄物処理施設ともに，計画段階および稼働後に紛争を発生するケ
ースが多く知られている。1997年8～9月の調査では，全国の約20％の自治体がごみ関
連施設の立地紛争を抱え，その施設種類別内訳では，焼却施設62．4％，最終処分場57．1％，
リサイクル施設15．8％である（注42）。また，国が承認し財政支援する資源化施設整備事業
であるエコタウン事業に関するアンケート調査では，住民問題の有無の質問に対して，
71施設のうち問題あり7，なし38，無回答26という結果が得られている（注43）。
　紛争を解消し，合意形成に至った事例については，そのプロセスは興味深い。これま
での研究では，嫌悪施設の立地を円滑に進めるためには，ステイクホルダー間の信頼関
係を構築することが重要であるとし，科学的妥当性，計画への参加，手続きの妥当性，
適切な補償が必要であるとされている。
　迷惑施設の立地問題は，受益と受苦の非対称性にあるとされている（注44）。迷惑施設の
代表例として，都市ごみ焼却施設や産業廃棄物埋立処分場のような廃棄物処理施設が挙
げられる。都市ごみ焼却施設を例にとれば，施設の便益を享受するのはその市の市民全
（注42）清水修二「廃棄物処理施設の立地と住民合意形成」『福島大学地域創造』，59巻4号，
　　2008年，3・13ページ。
（注43）六丸友章ら「廃棄物処理施設の立地と都市計画への位置づけに関する基礎的研究一
　　一エコタウン事業をケーススタディとして」『日本都市計画学会都市計画論文集』，46巻3
　　号，2011年10月，367・372ページ。
（注44）籠義樹『嫌悪施設の立地問題一一環境リスクと公正性』（麗澤大学経済学会叢書），
　　2009年。
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員である一方，施設の環境影響を被るのは，施設周辺の地元住民である。施設の環境影
響が完全に制御されたとしても，地元住民はっねに施設の存在そのものについて日常的
にリスクを感じるが，これも受苦である。受益と受苦の配分や補償についての公正概念
は，受苦と受益の配分に関する分配的公正性と，分配を決める手続き的公正性に分けて
捉えられるという。両者は密接不可分であるが，前者の領域では，どこに立地するか，
どのように補償するかなどが評価され，それらを決める過程で誰が参加してどのような
議論を経て決定に至ったかなどは，手続き的公正性の領域で判断すべきだという。
　迷惑施設の立地問題に関する研究や，NIMBYに関する研究は，政治経済学・都市経
済学・地域経済学などの観点から，補償スキームや立地の最適解を求めるもの（注45），あ
るいは，実際の紛争事例の経過を記述した研究が多い（注46）。しかし，立地に関する紛争
とその解決までの過程は，ステイクホルダー間での交渉と，それによる関係の変化であ
り，こうした動態の分析には，マーケティング分野での知見の応用が有効だと考えられ
るものの，これまでそうした視点に立った研究はほとんど実施されていない。事例を分
析し，体系化するためのツールとして，マーケティング分野での知見の応用が期待され
る。本研究では，マーケティング分野の分析手法のひとつであるS・Dロジックを応用し
て，環境問題の本質を知る糸口を掴んだところである。そのことは，第2章に記述した
とおりである。
2　不法投棄・不適正処理
（1）不法投棄の状況
　廃棄物処理に関する最大の問題は，不法投棄・不適正処理である。特に，廃棄物の不
法投棄・不適正処理は，環境事犯の大部分を占めており　（表7，表8），事態は深刻で
あるとされている。不法投棄は，マイナス価値のものを民間処理することに起因すると
される。廃棄物は，媒体シフトした汚染物質の最終的な行く先であると同時に，環境問
（注45）廃棄物処理施設の立地に関する経済学観点からの研究のトレンドについては，李友畑
　　「廃棄物処理施設の最適供給」『応用経済学研究』，3巻，2008年，1－11ページに詳し
　　い。
（注46）廃棄物処理施設の立地問題および合意形成についての事例の記述例としては，中澤高
　　師「廃棄物処理施設の立地における受苦の分担と重複」『社会学評論』，59巻4号，
　　2008年，787・804ページや，清水の前掲論文のほか，1990年代から多くの報告が提出
　　されている。
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7，1　64
6，1　28
1　，025
7，1　79
（注47）
（注1）：
（注2）：
1　，1　74
6％
3％
｛2）不法投棄のメカニズム
　不法投棄事案・不適正事案のうち，近年注目されるのは，投棄量5，000トン以上の大
規模な事案である（注49）。香川県豊島事案（約56万立米），青森岩手県境事案（約109
万立米）（注50），秋田県能代事案（約101万トン）（注51），福井県敦賀事案（約119万立
米）などが代表的なところである。これらの超大型事案は，正規の許可を受けた産業廃
棄物処理業者によって引き起こされたものであり，無許可の処理請負人や，事業者によ
るものでないことが特徴である。正規の許可のもとで数年以上にわたり不適正な処理を
続け，それがある時期に倒産するか，摘発されるかで事案になる。
　石渡（2002，2003）は，不法投棄・不適正処理のメカニズムを分析している（注52）。石
渡は，不法投棄は，産業廃棄物処理市場のひずみが生み出した経済犯罪だとし，事業者
や産業廃棄物処理業者の会計帳簿を分析することで不法投棄の事実やその経路を割り出
すことができるとしている。石渡が環境省統計における総排出量と埋立処分量等から推
計した不法処分量は，年間4，000万トンという数値になる。年間の不法投棄新規判明量
が40万トン前後で推移していることと比較すれば，判明した不法投棄量の100倍に達
する産業廃棄物が発覚しないまま不法に処分されていることになる。
　石渡はまた，大規模な不法投棄事案では，産業廃棄物は先ず正規の処理業者に引き渡
され，そこから不法投棄ルートに潜り込むとしている。不法投棄メカニズムの詳細は，
（1）産業廃棄物を中間処理施設に持ち込む，（2）中間処理施設では持込量に応じて処理効率
を調節し，処理容量をオーバーする分は処理残渣として処理施設から搬出する，（3）搬出
された処理残渣を不法に埋め立てるというものである。以上は中間処理施設が不法処理
（注49）冨田悟「わが国における産業廃棄物の不法投棄等の現状と対策」『いんだすと』，23巻5
　　号，2008年，6・12ページ。
（注50）青森岩手県境事案の原状回復作業の事業費は，両県合わせて716億円にものぼる。
（注51）能代事案をひとつの契機として，秋田県は「県外産業廃棄物の搬入に係る事前協議等
　　に関する条例（平成16年）」を規定することになった。秋田県には旧鉱山の資本・技術・
　　敷地を活かした有力な産業廃棄物処理業者があり，広く全国からの産業廃棄物を処理し
　　てきたが，新たな規制が事業の障害になっている面がある。
（注52）石渡正佳『産廃コネクション』，WAVE出版，2002年，18・36ページ。
　　石渡正佳『不法投棄はこうしてなくす一実践対策マニュアルー』（岩波ブックレット
　　No．598），岩波書店，2003年，27・43ページ。
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ルートの入口になっているパターンである。
　もう1つのパターンは，埋立処分施設が不法処理ルートの入口となっているものであ
る。（1）残余容量が小さい埋立施設は，なんとか埋立を満杯にしないで営業を続けたいと
考える，（2）既に埋め立ててある産業廃棄物を掘り起こして新規受入容量を確保する，（3）
掘り起こした産業廃棄物を不法投棄ルートで再処分する。又は，（2’）書類を偽装して産業
廃棄物の受入を続ける，（3’）偽装して受入れた産業廃棄物を不法投棄ルートで処分する。
　多くの研究が，不法投棄は大規模化の傾向にあるばかりでなく，地理的に集中する傾
向にあることを明らかにしている（注53）。不法投棄しやすい条件はどこでも容易に揃うわ
けではなく，諸条件が揃う場所に集中するのである。なお，集中するのは不法投棄ばか
りでなく，産業廃棄物処理施設も集中することがある（注54）。相続に関係して適当な土地
があることなどによって，産廃銀座と呼ばれる地区が形成される例がある。産業廃棄物
処理施設が狭い地域に集中した場合，実際は不法投棄・不適正処理とは関係ないにして
も，集中することで迷惑がられることになる（注55）。それが，産業廃棄物処理施設の一般
的なイメージ悪化をもたらしている。
　ここまで述べた不法投棄の構造を，産業廃棄物処理に係る諸々の問題の中に位置づけ
れば，図20に示すような循環として整理することができる。この悪循環は，増幅的悪
循環であるといえる。
（注53）田崎智宏ら「不法投棄が発生しやすい地理属性とその発生確率の解析」『廃棄物学会
　　論文誌』，15巻1号，2007年，1・10ページ。
　　古市徹ら「廃棄物の不法投棄対策への総合的・体系的アプローチ」『廃棄物学会誌』，
　　18巻2号，2007年，77・88ページ。
（注54）春山成子，内海真希「都市近郊での産業廃棄物施設集中についての空間分析」『歴史
　　地理学』48巻3号，2006年，1・19ページ。
（注55）春山らの研究では，産業廃棄物処理施設が集中した土地として，埼玉県南部のくぬぎ山
　　さんとめ　　三富地区を挙げている。ほかにも，関東から比較的近く，またその場所自体が工業集積
　　地である福島県いわき市が，いわゆる産廃銀座の例として挙げられることが多い。しかし，
　　それらの産廃銀座においても，産業廃棄物処理施設が軒を連ねているとか，周囲に何本
　　もの焼却炉煙突を一望できるとかの状況ではない。筆者の体験では，ある施設から自動
　　車で10分走って次の処理施設，さらに15分走って次の施設，という程度の密度である。
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制が大幅に強化されてきたが，産業廃棄物処理施設の設置促進のための有効な方策はほ
とんど講じられてこなかった；産業廃棄物処理施設，特に埋立処分施設の設置は，もと
もと容易ではないが，法律の支援がないことがそれをさらに困難にした；このことが不
法投棄を誘導しているとの指摘がある。すなわち，埋立処分場の不足によって行き場を
失った産業廃棄物が，不法投棄されるというのである（図20）。不法投棄の悪循環は，
産業廃棄物処理業者の全国組織である公益社団法人全国産業廃棄物連合会も認識し，公
式見解としているところであり，図は同連合会のパンフレソトから引用したものである。
　施設設置の困難化は，施設配置の歪みをもたらした。産業廃棄物処理施設の配置は，
産業廃棄物処理の需要ではなく，地方の規制の強弱に応じたものとなった。施設配置と
処理需要の不適合は，産業廃棄物の好ましくない移動を引き起こし，地方行政に産業廃
棄物の流入規制を導入させるに至っている。それら持込規制は，多くの場合，事前協議
という形を取っている。事前協議とは，県外の産業廃棄物を処分しようとする場合に，
事業者もしくは産業廃棄物処理業者から行政に届出書を提出させ，それに対して必要な
行政指導を行うものである。
　また，すでに述べたとおり，廃棄物処理法は産業廃棄物処理行程における商社の仲立
ちを嫌っている。そのことにより，産業廃棄物処理についてはオープンな市場が形成さ
れず，結果として産廃流通（物流および商流）は大規模化することなく，産業廃棄物処
理業者の経営規模も大きくならないと指摘されている。現在，環境省が中心になって進
めている「優良産廃処理業者認定制度」は，オープンな市場の形成を目標としていると
考えられるが，それは現在の法律が規定するフレームワークとは矛盾する。
　更に，廃棄物処理法は，産業廃棄物の物流についても厳しい規制を設けている。産業
廃棄物処理施設での廃棄物の保管に厳しい数量制限を付しているほか，運搬途中での積
替えや保管にっいても厳格な規制が適用される（注58）。リサイクルは主に工業原料となる
資源の市場変動を吸収するためにストックを必要とするが，経済合理性を無視してリサ
イクル目的の積替保管までが制限されるために，リサイクルが阻害されていると言う。
一方で，リサイクルに名を借りた大規模な不法投棄に対して法律は無力である。
　図20の伝統的な不法投棄の理解に，悪徳産業廃棄物処理業者の関与を加味して図示
したものが図21である。不法投棄の悪循環を回すのは，悪質な産業廃棄物処理業者で
（注58）産業廃棄物の積み込みを夕方に終えた車両が翌朝に遠方の処理施設に向かう場合，
　　車庫での一一晩を保管行為にあたるとし，車庫を産業廃棄物積替・保管施設として届出す
　　るよう求める行政もある。
56

棄物処理業優良化推進事業」を実施してきた（注60）。平成16年からはじまる一連の事業
の目指すところは，産業廃棄物処理業者の情報開示を進めることで，優良な業者を伸ば
し，悪質な業者を駆逐するというものである（注61）。しかし，環境省の公式資料には「排
出事業者が自らの判断で優良な処理業者を選べるように」とあるだけで，優良な業者の
要件が定義されて来なかった。このような曖昧さは，この事業が都道府県知事の許可を
受けた産業廃棄物処理業者を優良か否かで差別化しようという政策であるが為に，優良
性の明確な定義が難しいことに起因するものと考えられる。だが，これまでの施策の流
れや，関係者の意識などからは，「優良でない産業廃棄物処理業者とは，不法投棄（不適
正処理）が実行されないまでも，そのリスクあるいはポテンシャルが高い産業廃棄物処
理業者」であるという定義が共通の認識になっている。
　不法投棄が実行された場合には，取り締まり・責任追及と並んで，原状回復措置（環
境修復工事）がなされるが，国の政策は不法投棄の潜在的な可能性を低減することに主
眼が置かれるようになっている（注62）。そして，産業廃棄物処理に係る諸問題は最終的に
は不法投棄（不適正処理）に帰せられると認識されている。
（注60）産業廃棄物処理業者優良化推進事業の詳細，特にそのコンセプトは，北村喜宣「産業
　　廃棄物処理業優良化推進事業の経緯と今後」『いんだすと』，20巻5号，2005年，2・6
　　ページ及び，北村喜宣「産業廃棄物処理業優良性評価基準適合認定制度と2010年
　　改正法」『いんだすと』，25巻5号，2010年，32・36ページに解説されている。
（注61）産業廃棄物処理業優良化推進事業では，許可を受けた産業廃棄物処理業者のうち，
　　（1）遵法性，（2）情報公開，（3）環境マネジメントシステムの3つの観点から設定された評価
　　基準に適合する者に対して，行政的な優遇を与える。3つの観点のうち，特に重視されて
　　いるのは，情報公開である。所定の項目について，インターネットで情報公開することが必
　　要とされており，これによって産業廃棄物処理業者に関する情報を事業者が入手しやすく
　　なるとされている。優良産廃処理業者認定制度では，これら評価項目に2項目が加えら
　　れた。
（注62）千葉泰忍「平成19年度の産業廃棄物事犯の取締り状況について」『いんだすと』，23巻
　　5号，2008年，16・19ページ。
　　冨田悟「わが国における産業廃棄物の不法投棄等の現状と対策」『いんだすと』，23巻5
　　号，2008年，6・12ページ。
　　牧谷邦昭「産業廃棄物の不法投棄等の現状と対策の動向」『廃棄物学会誌』18巻2号，
　　2007年，71・76ページ。
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4　不適正処理の社会的影響
（1）規制強化
　これまで，不法投棄・不適正処理が更なる規制の強化をもたらしてきた。これは，行
政および立法セクターが，不法投棄・不適正処理対策として規制強化以外の方法を知ら
なかったからであるし，行政当局が取り得る対策は規制に基づく取締と指導に限られて
いたからである。
　規制強化の方向は，基本的にプロセス規制（工程規制）である。出口規制（結果規制）
であれば，規制を受ける者にとってはオペレーションの自由度が高く，イノベーション
の動機も強まるが，工程規制では手続きが煩雑になり，イノベーションを阻害すること
が多い。たとえば，廃棄物処理法にっいては，ダイオキシン問題を契機に焼却に係る規
制が強化されたが，そこでは煙突から放出される廃ガスの成分や煤じんの濃度を規制す
るばかりでなく，炉内の燃焼温度や廃棄物を炉内に送り込む方法まで細かく規定するよ
うになった。
｛2）オープンな市場の欠如
　バッズ取引では，段階を重ねると情報が保存され難くなる，すなわちバッズの行方を
追跡することが困難になり，責任の所在が不明確になることが指摘されている（注63）。そ
のため，廃棄物処理法は不適正処理を防ぐためとして，産業廃棄物処理業者から産業廃
棄物処理業者への再委託を原則禁止してきた。また，事業者と産業廃棄物処理業者の間
での契約を細かく規定しており，仲立ちが存立する余地が小さい。これら過剰な規制が，
産業廃棄物処理においてオープンな市場の形成を阻害してきた要因の一部になっている
（注63）細田衛士『グッズとバッズの経済学＿循環型社会の基本原理』，東洋経済新報社，1999
　　年，107・111ページから，バッズ取引における情報伝達の問題点に関する記述を引用す
　　る。
　　　　取引においてモノと貨幣が同じ方向に流れる場合，取引を重ねるにっれて情報が拡
　　　　散するおそれがある。この場合，逆有償で費用を受け取るが，一方で適正な処理を
　　　　せずに投棄したり埋め立てたりする動機が存在する。とりわけ適正処理やリサイクルす
　　　　る技術や知識がない主体がバッズを扱えば，いきおい処理が不適当になるのは理の
　　　　当然である。
　　　　バッズを引き渡す主体，すなわちバッズの処理を依頼する主体は，貨幣を支払うと同
　　　　時にバッズも取引相手に渡してしまう。それがどのように処理されるか，再資源化の内
　　　　容がどうであるか，受け取った主体はもちろんよく知っている。しかし，引き渡した主体
　　　　にはこうした情報は伝わりにくい。
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と考えられる。また，前述の地方行政による県外廃棄物流入規制も，市場の範囲を狭め，
そのオープン化の阻害要因になってきたと言えるだろう。
　ここでいう「オープンな市場」とは，（1）参入がオープンであることと，（2）需要家がサ
プライヤーを容易に探索できること，そして（3）サプライヤーが需要家と容易に関係を作
れることの3つを同時に満たす場をイメージすることとする。
　オープンな市場が存在しないことの影響とは何かを考える。需要家に対する影響は，
探索意欲の抑制であろう。産業財の購入プロセスは，まず財貨の購入が案件化され，次
いで取引先の選択がなされることが明らかにされている（注64）。オープンな市場が存在し
なければ，需要家は購買を検討するために比較すべき代替案に触れる機会がないために，
問題意識を持ち得ず，案件化することもないであろう。サプライヤーである産業廃棄物
処理業者への影響は，マーケティング活動の停滞である。需要家が探索意欲を持たない
ことと，世間体を気にする事業者は容易に産業廃棄物処理業者をスイッチしないこと故
に，いったん顧客との関係を構築した産業廃棄物処理業者はマーケティングに注力する
必要がない。ただし，世間体を気にしない顧客に対しては，処理価格がほとんど唯一の
マーケティング手段となる。
　このようなマーケティングの停滞によって，産業廃棄物処理に関しては，流通面と技
術面の両方でイノベーションが進まなかったのである。
（3｝住民合意のさらなる困難化
　産業廃棄物は施設において処理される。また，リサイクルを行うのも産業廃棄物処理
施設である。産業廃棄物処理施設を設置するに際して必要な要素は，通常のヒト・モノ・
カネ以外に，産業廃棄物特有の要件として，近隣住民の同意がある。もともと住民同意
とは，都道府県行政が産業廃棄物処理施設の設置の許可を行う際に，施設設置者と地元
（注64）余田拓郎，首藤明敏『B2Bブランディングー企業間の取引接点を強化する』，日本経
　　済新聞社，2006年，58・59ページから，産業財の購買プロセスに関する記述を引用す
　　る。
　　　　購買プロセスは，大きく分けて「案件化」と「取引先選択」の二つのステージからなる。
　　　　ビジネスのソリューション化に伴い，成熟度の高い産業でも新たに課題を認識し需要
　　　　が喚起される機会が拡大しており，昨今では，とくに案件化段階がカギとなることが多
　　　　い。B2B企業にとっては，顧客企業に案件化を促しておくことで，それに続く取引先
　　　　選択地に自社を選んでもらいやすくなる。ただし，案件化を促さなくても，要件規定の
　　　　支援などをおこなうことで，取引先選択地に優位性をあらかじめ築いておくこともでき
　　　　る。
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住民との調整を確実なものとし，そのことを確認するために，許可権者である地方行政
当局が施設設置者に対して求めたものであった。当初は，地方行政の非公式な事務手続
きであったが，不法投棄によって産業廃棄物処理のイメージが悪化するにつれて住民は
容易に同意しなくなってきた。また，産業廃棄物処理施設の設置を望まない住民は，同
意の制度を盾として反対活動を展開するようになった。
　こうして住民同意が産業廃棄物処理施設設置の障害になるに及び，平成9年になされ
た廃棄物処理法改正において，施設の設置に際しての地元調整手続きが明文化され，そ
れまでの地方行政の非公式な事務手続きから，法律の規定する要件になった。このこと
により，産業廃棄物処理施設の設置には，従来以上に時間と労力を必要とするようにな
り，施設不足が益々深刻になった。
｛4）産業廃棄物処理業の大規模化の阻害
　廃棄物処理は，規模の経済が働く。不法投棄がオープンな市場の形成を阻害する要因
となったことは述べたが，オープンな市場が形成されなかったことが，産業廃棄物処理
業の集約化，大規模化を妨げてきたとの仮定が成り立っ。
　また，不法投棄による産業廃棄物処理のイメージ悪化は，大資本の産廃ビジネスへの
参入を躊躇させてきた。1990年代以降，セメント製造業や鉄鋼業が産業廃棄物処理分野
に進出するようになったが，リサイクルや環境といったコンセプトが社会的に定着して
産業廃棄物本来の悪いイメージを打ち消すだけの力を持つようになってからのことであ
る。ただし，産業廃棄物分野に進出した大企業であっても，いまだに埋立処分には手を
付けていない。セメント焼成炉や製鉄の高炉といった既存の設備と技術を応用できる範
囲にとどまっている。
5　環境ビジネスの成立条件
　バッズを取り扱う業を静脈産業，あるいは環境ビジネスと言う。産業廃棄物処理業は
環境ビジネスに含まれる。産業廃棄物処理業とその問題点の本質を理解するには，環境
ビジネスの成立条件について知る必要がある。
川wwgma　rt
　環境ビジネスが成立して経済成長に貢献するということは，税金による補助がなくて
も自立的に環境ビジネスが存立するということである。そのためには，環境ビジネスが
付加価値を創造しなければならない。しかし，人為的な制度の整備がなければ，環境ビ
ジネスは付加価値を生まない。すなわち，環境ビジネスが付加価値を創造するようにす
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るには，環境ビジネスに貨幣価値を規定するレジームを政策によって設定しなければな
らない（注65）。
　社会・経済システムには，環境規制がない場合，廃棄物発生抑制メカニズムが働かな
いし，バッズの処理に金を掛ける必然性もない。環境規制がない状態では，廃棄物は海
や川に流す，あるいは野天で焼いて未処理の煤煙として大気に放出すれば良い。そのこ
とを理解すれば，環境規制が存在することによってはじめて産業廃棄物が存在すること
が分かる。また，環境に貨幣的価値を認めない状態であれば，廃棄物の処理に金を掛け
ないことが企業や個人にとって最も経済合理的な行動である。そのような経済的な性質
を有する廃棄物の処理を民間の経済活動として成立させるには，法律その他の規制によ
って廃棄物処理の責任を明確にしなければならない。
　そして，バッズを扱う経済で特に注意が必要なのは，ミクロ経済とマクロ経済の乖離
があることである。そのことについては，後に詳しく論じる。
｛2）オープンな市場の必要性
　オープンな市場とは，参入が自由な市場のことである。交換の場である市場は，通常
は参入障壁がない方が，効率的な資源配分がなされる。すなわち，市場の特定の固定的
なメンバーに取引が集中するのではなく，最も効率的な取引を提供し得るメンバーが取
引するようになれば，より少ない貨幣でより多くの財貨を手に入れることができるよう
になる。このような状態を効率的な資源配分と言う。このことは，バッズ経済について
も例外ではない。環境対策費用も，市場メカニズムに基づいて負担されるのが効率的で
あるとされている。具体的には，費用低減と技術開発であり，これらを促進するには，
競争圧力が必要である。バッズ市場のオープンアクセスについては，グッズ市場のそれ
のように単純でない側面があり，場合によっては環境に悪い影響をもたらすことがある
ので注意が必要である（注66）。
（注65）細田の前掲書35・37ページから，環境規制の必要性に関する記述を引用する。
　　　　環境に対して何ら規制や制約のない経済では，静脈技術の採用は多くの個別企業
　　　　にとって利益をもたらすものではない。もしそれが収益性をあげるような技術であれば，
　　　　それは本質的に動脈技術であろう。そのような技術の採用については，市場の競争
　　　　に任せておけば十分である。バッズを処理ないし再資源化する静脈技術は，何らか
　　　　の規制や制約があってはじめて顕在化するのである。ある物質がグッズになるかバッ
　　　　ズになるかは，需給のバランスによって決まり，しかもその需給のバランスは制度的な
　　　　枠組み（レジーム）に依存する。
（注66）細田の前掲書199－120ページから，バッズ市場の問題点に関する記述を引用する。
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（3｝環境対策行動におけるミクロ経済とマクロ経済の乖離
　ある環境対策行動が，トータルの社会費用を最小にするものであることがわかってい
ても，その当事者にとっては利益にならないことがある。それが，環境対策行動におけ
るミクロ経済とマクロ経済の乖離である。たとえば，飲料容器（一般廃棄物）の処理に
関しては，市町村のごみ処理システムで処理するよりも，事業者に容器の回収・再資源
化の責任を負わせた上で，事業者の負担は飲料価格に転嫁する方がトータルの社会的コ
ストは抑制されることが分かっているが，法的な枠組みがなければ，事業者が自ら飲料
容器の回収に乗り出すことはあり得ない。このような状況で現在のような回収・再資源
化システムを稼働させるには，拡大生産者責任理論にもとつく容器包装リサイクル法が
必要だったのである（注67）。
　このことは，産業廃棄物についても例外ではない。現在の産業廃棄物処理体系が立脚
する汚染者負担原則は，廃棄物処理費用を外部費用とせず内部化することによって，資
源の効率的配分を目指すものであって，そのことによって産業廃棄物処理に係るトータ
ルの社会的費用は最小化されるはずであり，内部化した費用を製品価格に転嫁できれば
事業者の費用負担も公平化され，不法投棄の動機もなくなるはずである。しかし，それ
が困難であるのが現実である。
（4）自由参入および退去の問題点
　バッズ事業では，事業遂行の能力やモラルが低い者の参入があっても，グッズ事業の
場合のように排除（淘汰）され難い。通常の財貨であれば，需要家の要求を満たさない
質の低いものは買い手が付かず，そのような粗悪品を供給する者は自ずと淘汰され市場
情報の非対称性を悪用した業者はヒット・エンド・ラン方式で不法投棄や不適正処理
を行い，市場から逃げていく。つまり無制約な参入・退出があるためにこうしたことが起
きてしまうのである。グッズの世界ではこうした自由な参入・退出が市場の効率性を保
証するのだが，バッズの世界ではそうはいかない。自由な参入・退出のことをオープン
アクセスというが，このオープンアクセスがグッズとバッズの取引では異なった結果をも
たらすという事実の認識は重要である。
（注67）平成7年に公布された容器包装リサイクル法（容器包装に係る分別収集及び再商品化
　　の促進等に関する法律）は，自治体が分別収集した容器包装廃棄物を事業者（容器メ
　　ーカー一・一や飲料メーカL－・－E等）に引き取らせ，再商品化を行うことを規定している。事業者の責
　　務を代行するために，事業者が資金を拠出した指定法人「公益財団法人日本容器包装
　　リサイクル協会」が設置されている。
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から退去させられることになる。しかし，廃棄物処理というサービス財に関しては，需
要家の関心は基本的に処理価格だけであって処理の質は考慮されず，それゆえに質の低
い処理サービスでもそれを買う者が存在し，質の低い業者であっても淘汰され難いと言
われる。このように，放任状態では産業廃棄物処理業の質は向上しないので，何らかの
人為的な操作が必要であると言われてきた。
　また，バッズ事業から業者が退去する場合，未処理のバッズ在庫を大量に放置したま
まになることがある（図11，図10参照）。通常の財貨では，商品が売れないために不
良在庫が増え，その結果その企業は倒産ということになる。その場合，不良在庫であっ
ても債権者は残った在庫を押さえて，債権の回収にあてることができる。しかし，バッ
ズの場合は残された在庫は債務そのものであり，その処理は債権者負担もしくは公費負
担に依らなければならない。現在問題になっている不適正処理の大型事案は，ほとんど
がこの構図である。たとえば，不法投棄大型事案の代表例としてあげられる，青森県と
岩手県の県境で発覚した事案である。埼玉県で焼却などを行っていた業者から青森県の
処分業者に首都圏の産業廃棄物157万トンが持ち込まれ，岩手県との県境にまたがる原
野に埋められた。不法に埋められた産業廃棄物が生活環境の支障になるとして，県知事
は原因者に対して原状回復の措置命令を下したが，埼玉県の業者は2000年に破産，社
長が自殺した青森県の業者も2001年に解散し，措置命令を実行するものがいなくなっ
た。2002年から両県による行政代執行の形で原状回復作業が始まった。産業廃棄物の不
法投棄に係る行政代執行に関しては，その費用を国庫補助および地方債の起債特例など
による支援を規定する「特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する特別措置法」
が施行されている。青森・岩手県境案件も特別措置法による財政支援を受けている。
　産業廃棄物処理事業においても，基本的に市場のオープンアクセスは確保されるべき
であるが，上に述べたような産業廃棄物の特異性に対処するための制度の補強は必要で
ある。
6　通念
｛1）産業廃棄物処理に関する通念
　ここまで産業廃棄物処理業の諸問題を見てきたが，それらを根拠として幾っかの通念
が形成され，産業廃棄物処理業界とその周辺に様々な影響を及ぼしている。
　その1っは，「事業者の関心は専ら処理価格にあり，処理の質はほとんど顧みられな
い」というものである。産業財取引のうち，原材料や部品などの物財の調達において，
単純にコストを惜しむと事業者の作る製品の品質が下がることがあるので，事業者は，
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コスト・パフォーマンスに関心を持っ。しかし，マイナス価値の物質である産業廃棄物
の処理に費用を投じても，事業者の経済的利益にはっながらないため，事業者は専ら処
理価格を基準に産業廃棄物処理業者を選択するという理論である。この通念があるため
に，産業廃棄物処理サービスの取引に対しては取引の自由をある程度制限することも許
容されるという了解があり，前述のような法規制がなされている。また，産業廃棄物処
理業者の多くが，処理価格を唯一の競争手段としている。
　2つ目は，「産業廃棄物処理に関する普遍的な価値基準が存在しない」という通念であ
る。産業廃棄物処理サービスの買い手である事業者は，価格に関心を向けるのみであっ
て，処理の質の良い悪いを判断しないとすれば，ここに価値基準はないと考えるのは当
然である。また，産業廃棄物処理業者の間では，自己の処理だけが正当であるとの前提
で，同業他社に対するネガティブキャンペーンが繰り広げられる傾向にある。こうした
状況を受けて，業界団体が産業廃棄物処理の自主基準を作成し普及する努力を続けてい
る。また，国が進める優良産廃処理業者認定制度においては，優良な処理の基準を設定
することを断念し，産業廃棄物処理業者に情報を開示させることで代えているのである。
　3つ目は，「産業廃棄物処理サービスにおいて，ブランドは大きな意味を持たない」と
いう通念である。最初の2つの通念からは，産業廃棄物処理サービスは非ブランド品，
すなわちコモディティとして，市場取引されていることが推測できる。つまり，事業者
は産業廃棄物処理業者を個体として識別せず，群として認識する複数の産業廃棄物処理
業者の中から価格の最も安い者を選ぶと考えられているのである。また，実際に自社の
ブランドの確立に本気で取り組んでいる産業廃棄物処理業者は，未だ少数である。多く
の産業廃棄物処理業者は，顧客である事業者から預かった産業廃棄物を目立つことなく
処理することが，顧客に対する誠意であり，産業廃棄物処理業者としての美徳であると
考えている。こうした状況に対して，優良産廃処理業者認定制度は，事業者が産業廃棄
物処理業者を群（コモディティ）としてではなく，個別の存在（ブランド）として認識
できるようにするために，情報提供の仕組みを提供することを目的としているのである。
｛2）通念に対する疑問
　通念に基づいて，産業廃棄物処理業者は事業を進め，また行政は政策を展開している。
しかし，通念にっいての疑問も感じられるところである。
　まず，「事業者の関心は専ら処理価格にあり，処理の質はほとんど顧みられない」とい
う通念に対しては，不適正処理への処罰規定が厳しくなり，事業者の意識が変わってき
ているのではないかという疑問を持っ。委託先の産業廃棄物処理業者が不適正処理をし
た場合に，委託元の事業者にまで責任が追及され，事業者名の公表などの措置がとられ
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るようになった。そのため，事業者は企業防衛の目的から，産業廃棄物処理業者の選択
に慎重になっているとも考えられる。もはや，事業者が産業廃棄物処理業者を選択する
に際して，処理価格以外の要素をまったく検討しないことなどないだろう。そうである
ならば，価格以外のどのような要素を検討の対象としているのか，検討の程度はどのく
らいなのか等を知る必要があるだろう。
　事業者の関心が処理価格以外の要素に対しても向かうということになるならば，第2
の通念「産業廃棄物処理に関する普遍的な価値基準が存在しない」も修正が必要になる。
事業者が，処理価格以外の要素を加えて産業廃棄物処理のコスト・パフォーマンスを比
較検討するならば，コスト・パフォーマンスを算定するために価値基準が導入されるは
ずである。すなわち，事業者は，「価値ある処理とは何か」，「望ましい処理とは何か」と
いった価値基準を持ち，その基準にあてはめて産業廃棄物処理業者の価値を算定するの
である。ただし，すべての事業者が同一の価値基準を持つということはないだろう。反
面，各事業者の価値基準が互いにまったく異なるということもないだろう。それらにつ
いて，実態を知る必要がある。
　第3の通念「産業廃棄物処理サービスにおいて，ブランドは大きな意味を持たない」
は，多くの産業廃棄物処理業者がその処理価格の安さを唯一のアピール要素として，熾
烈な価格競争をしている現状を見る限りでは妥当である。また，現実に産業廃棄物処理
業者が派手な広告をすることは殆どないし，一般人が産業廃棄物処理業者のブランドを
知ることも希である。このような状況を見れば，産廃処理ブランドの存在感が薄いこと
は理解できる。しかし一方で，産業廃棄物処理業者と事業者が，長期にわたる安定的な
関係を構築している例も存在しているが，そのような例においては，顧客である事業者
は，産業廃棄物処理業者をブランドとして認識し選択しているはずである。また，産業
廃棄物処理業者との関係を維持している過程でブランドの認識は更に強まっている可能
性もある。漠然と「ブランドは大きな意味を持たない」と理解するに留まらず，「ブラン
ドはどの程度の意味を持っているのか」を把握したいところである。
　以上，産業廃棄物処理業および政策の根底にある通念と，それらに対する疑問を論じ
た。これら疑問の原因は，産業廃棄物処理のマーケティング側面に関する知見が少ない
ことに帰せられるだろう。事業者が産業廃棄物業者選択する際に価格にしか関心が向か
わないことは，理論的には肯定できるものではあるが，現実に事業者がどのように産業
廃棄物処理業者を選択しているのかは未だに調査されていない。同様に，産業廃棄物処
理業者のブランドについても，定量的な把握はなされていないのである。
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第4章 産廃ブランド調査
　今日の産業廃棄物に関する問題の多くが，次のことに帰せられるものと認識されてい
ることを見てきた。
（1）
（2）
（3）
不法投棄が不法投棄を誘発する悪循環があること
不法投棄・不適正処理をするポテンシャルが高い産業廃棄物処理業者がある
こと
事業者は，不法投棄・不法処理をするポテンシャルが低い産業廃棄物処理業
者を選好しないことがあること
　しかし，産業廃棄物処理サービスの買い手である事業者と，売り手である産業廃棄物
処理業者の関係構築の過程については，これまで組織的な調査はほとんど実施されて来
なかった。そこで，産業廃棄物処理業に関する価値基準や，産業廃棄物処理業者が事業
者によって選択される仕組みなど，産業廃棄物処理業者と事業者の関係構築のメカニズ
ムを知るために，アンケート調査を実施することとした。
　　1　アンケート調査の方法と対象
　　　　｛1）インターネットを利用したアンケート
　アンケート調査の実施にあたっては，楽天リサーチ（株）のネットアンケートシステ
ムを利用した。これは，大手インターネットショッピングサイトである楽天が運営する
電子アンケートシステムである。依頼者が設定した質問項目に沿ったアンケー・・一・トページ
をウェブサイトに置き，ここに回答を集める。アンケート調査対象者としては，楽天会
員の中からモニター登録した会員を含めることが出来る。
　　　　｛2）アンケート調査対象者
　アンケート調査は，産業廃棄物処理者と，事業者の2方面に対して実施した。実施時
期は，2009年9月であった。
　ここで産業廃棄物処理業者としてアンケートの対象としたのは，産業廃棄物処理業に
従事する個人である。まず産業廃棄物処理事業振興財団が運営する「産廃情報ネット」
その他のシステムに公開されている産業廃棄物処理業者に対し，処分業・収集運搬業の
区別や地域割りなどを一切せずに協力依頼文書を郵送し，ウェブアンケートへの協力を
募った。約4，000に協力を依頼して，211の回答が得られた。なお，対象とする産業廃
棄物処理業者について，業態の区別を行わなかったのは，処分業から収集運搬業へ，あ
るいはその逆の移行は比較的多く，また，多くの処分業者は収集運搬業の許可も合わせ
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て取得しているからである。また，そのことにより，事業者による評価にしても，収集
運搬業の側面に対する評価と処分業の側面に対するそれを区別することは困難である。
　事業者としてアンケート対象としたのは，産業廃棄物を排出する企業において産業廃
棄物に関する業務に関与している個人とした。まず，楽天リサーチのモニター会員（公
称200万）のうち，製造業や建設業などに従事していると登録されている者を抽出し，
予備アンケートを行って業務での環境保全の有無を尋ねた。これに対して729名が産業
廃棄物の関連業務に携わっていると回答した。それら回答者に対してemailでアンケー
ト協力を依頼し，500件に達するまで回答を集めた。
｛3）アンケート項目
　質問項目は，産業廃棄物処理業者用と，事業者用のものを別々に用意した。一部の質
問項目は，両者で共通である。質問項目の設定にあたっては，なるべく単純で回答しや
すい構成とすることを心掛けた。ウエブアンケートにおける質問項目を表9に示した。
表9　アンケート項目
事業者向け質問項目
回答者プロファイルを伺います。差し支えのない範囲で回答して下さい。
1 氏名※
2 所属会社名※
3 会社の業種
4 会社所在地（都道府県・市区町村まで）
5 職位
6 電子メールアドレス※※
※差し支えなければ回答をお願いします。　※※集計結果を電子メールでお知らせします。
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あなたは，会社内で産業廃棄物とどのように関わっていますか。該当するものに○
?tけて下さい。（○はいくつでも）
1 処理業者選定の責任者を務めている
2 処理業者選定のための情報収集をしている
3 処理業者との交渉を担当している
4 処理業者選定のための事務を担当している
5 産業廃棄物の排出工程の管理を担当している
6 マニフェストなど日常の管理を担当している。
処理業者を選ぶ際に重要視する事項に○を付けて下さい。（○は5つまで）
1 処理価格
2 処理業者の会社規模
3 処理業者の社会的評判・社会的イメージ
4 処理業者の経歴・実績
5 処理業経営者の姿勢・人柄
6 処理業者のスタッフの能力・対応
7 処理業者の施設・機材
8 処理施設の立地
9 処理業者のリサイクル能力
10 処理業者間のネットワーク
ご存じの範囲で，優秀だと考えられる産廃処理業者を3社まで挙げて下さい。
1位 （収集運搬・処分・両方）
2位 （収集運搬・処分・両方）
3位 （収集運搬・処分・両方）
69
上の設問で1位の処理業者に関して，以下の各項目について5段階で評価してくだ
ｳい。
1 処理価格 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って｢る・劣っている・評価不能）
2 車両・コンテナ等の収集運ﾀ機材
（非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）
3 中間処理施設 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って｢る・劣っている・評価不能）
4 埋立処分施設 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って｢る・劣っている・評価不能）
5 受入能力（容量） （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って｢る・劣っている・評価不能）
6 技術力 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って｢る・劣っている・評価不能）
7 専門性 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って｢る・劣っている・評価不能）
8 対応できる廃棄物範囲ﾌ広さ
（非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）
9 リサイクル指向 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って｢る・劣っている・評価不能）
10 将来にわたる安定性・継ｱ性
（非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）
11 営業マンの能力 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って｢る・劣っている・評価不能）
12廃棄物管理態勢 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って｢る・劣っている・評価不能）
13情報発信・情報管理 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って｢る・劣っている・評価不能）
14環境マネジメントシステムﾌ取組み
（非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）
15企画・提案能力 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って｢る・劣っている・評価不能）
16処理業者の取引先のスW
（非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）
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上の設問で1位の処理業者は，あなたの会社が委託している業者ですか。
処分を委託している。 （はい・いいえ）
収集運搬を委託している （はい・いいえ）
委託していない場合には，その理由は何ですか。該当するものに○を付けて下さい。
i○は3つまで）
価格が折り合わない
系列取引の問題がある
自社の必要とする技術を持っていない
自社の必要とする許可を持っていない
社内の調整の問題
その他
産業廃棄物処理業者向け質問項目
回答者プロファイルを伺います。差し支えのない範囲で回答して下さい。
1 氏名※
2 所属会社名※
3 会社所在地（都道府県・市区町村まで）
4 職位
5 電子メールアドレス※※
※差し支えなければ回答をお願いします。　※※集計結果を電子メールでお知らせします。
あなたの会社（産業廃棄物処理業）のプロファイルを伺います。
主に取り扱っている産業廃棄物
主として行っている産業廃棄物処理の
工程
（建設系廃棄物・工場系廃棄物・両方）
（収集運搬・処分・両方）
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あなたの会社の経営戦略について，該当するものに○を付けて下さい。
1 価格競争力を確保する （実行している・心がけている・考慮していな
｢　　　　　　　　　　　　　　　）
2 他社とは異る処理サービスを提供する （実行している・心がけている・考慮していな
｢　　　　　　　　　　　　　　　）
3 多様な廃棄物に対処できるようにする （実行している・心がけている・考慮していな
｢　　　　　　　　　　　　　　　）
4 専門性を高める （実行している・心がけている・考慮していな
｢　　　　　　　　　　　　　　　）
5 施設・機材を充実する （実行している・心がけている・考慮していな
｢　　　　　　　　　　　　　　　）
6 営業に力を入れる （実行している・心がけている・考慮していな
｢　　　　　　　　　　　　　　　）
7 広告や情報発信に力を入れる （実行している・心がけている・考慮していな
｢　　　　　　　　　　　　　　　）
8 吸収合併による経営規模拡大 （実行している・心がけている・考慮していな
｢　　　　　　　　　　　　　　　）
9 同業他社との協力関係構築 （実行している・心がけている・考慮していな
｢　　　　　　　　　　　　　　　）
10廃棄物処理以外の分野に軸足を移す （実行している・心がけている・考慮していな
｢　　　　　　　　　　　　　　　）
知っている範囲で，優秀だと考えられる産廃処理業者を3社まで挙げて下さい。
2位
（収集運搬・処分・両方）
（収集運搬・処分・両方）
上の設問で，1位の処理業者は，あなたの会社ですか。 （はい・いいえ）
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上の設問で1位の処理業者とあなたの会社に関して，以下の各項目について5段階
ﾅ評価してください。
1位社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）1 処理価格 自社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）
1位社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）2
車両・コン
eナ等の収
W運搬機材 自社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って｢る・劣っている・評価不能）
1位社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）3 中間処理施ﾝ 自社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）
1位社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）4 埋立処分施ﾝ 自社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）
1位社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）5 受入能力
i容量） 自社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）
1位社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）6 技術力 自社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）
1位社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）7 専門性 自社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）
1位社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）8
対応できる
p棄物範囲
ﾌ広さ 自社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って｢る・劣っている・評価不能）
1位社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）9 リサイクルw向 自社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）
1位社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）10
将来にわた
驤ﾀ定性・
p続性 自社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って｢る・劣っている・評価不能）
1位社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）11 営業マンの
¥力 自社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）
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1位社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）12 廃棄物管理ﾔi勢 自社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）
1位社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）13 情報発信・﨣?ﾇ理 自社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）
1位社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）14
環境マネジ
＜塔gシス
eムの取組ﾝ
自社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）
1位社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）15 企画・提案¥力 自社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）
1位社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って
｢る・劣っている・評価不能）16
処理業者の
謌?謔ﾌスW 自社 （非常に優れている・優れている・普通・やや劣って｢る・劣っている・評価不能）
　　　　（4｝解析方法
　アンケート結果は，スプレッドシート形式に整理し，パソコンでの解析に供した。解
析プログラムは，Exce1　NAG統計解析2．0アドインProfessional　Edition（日本ニュ・一一
メリカルアルゴリズムスグループ），Excel多変量解析ver．5．0（エスミ），その他自作マ
クロを用いた。
　　　　（5｝回答者の属性
　回答者のうち，事業者関係者の属性（表U，表12）および，回答者が所属する会社
の属性（表10）を表にまとめて示した。
　産業廃棄物処理業に関係する回答者の属性（表15）および，回答者が所属する産業
廃棄物処理業者の属性（表13，表14）を表にまとめて示した。
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表10　回答者（事業者関係者）の業種
業種 回答数 回答率
製造業 161 32％
建設業 148 30％
医療福祉業 105 21％
卸小売業 86 17％
総計 500 100％
表11　回答者（事業者関係者）の社内職位
回答数 回答率
管理職 142 28％
代表者 134 27％
平社員 81 16％
無回答 69 14％
役員 62 12％
施設責任者 12 2％
総計 500 100％
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表12　回答者（事業者関係者）が担当している廃棄物関連業務
???????????? ???????????????????????? ????
（百分率）
管理職 49％ 54％ 55％ 35％43％ 46％ 4％
施設責任者 75％ 50％ 67％ 25％ 58％58％ 0％
代表者 77％ 43％59％ 28％ 31％ 32％2％
平社員 21％ 53％ 52％ 41％ 31％56％ 2％
無回答 59％ 48％ 45％ 29％29％ 42％ 0％
役員 65％ 52％ 55％ 29％ 32％52％ 5％
総計 56％ 49％ 54％32％ 35％ 44％ 3％
（回答数）
管理職 70 76 78 50 61 66 6 142
施設責任者 9 6 8 3 7 7 0 12
代表者 103 57 79 3841 43 3 134
平社員 17 43 42 33 2545 2 81
無回答 41 33 31 20 20 29 0 69
役員 40 32 34 18 20 32 3 62
総計 280 247 27216 174222 14 500
表13　産業廃棄物処理業者の主な取り扱い廃棄物
回答率 回答数
建設系のみ 29％ 61
工場系のみ 35％ 74
建設系と工場系の両方 36％ 76
総計 100％ 211
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表14　産業廃棄物処理業者の行っている処理工程
回答率 回答数
収集運搬のみ 31％ 66
処分のみ 15％ 31
収集運搬と処分の両方 54％ ll4
総計 100％ 211
表15　回答者の社内職位
回答率 回答数
平社員 37％ 78
管理職 17％ 36
代表者 13％ 28
役員 12％ 26
施設責任者 2％ 5
無回答 18％ 38
総計 100％ 211
2　産業廃棄物処理業者の競争戦略
　産業廃棄物処理業関係者に対するアンケ・一一一トでは，自社の経営戦略について尋ねた。
経営戦略を10項目設け，それぞれについて（実行している，心がけている，配慮して
いない）のいずれかを選んで貰った。単純集計と主成分分析の結果を以下に示す。
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　　　　川単純集計
単純集計の結果を表16にまとめた。
　　　　　　　　　　　表16　産業廃棄物処理業者の経営戦略
??????????????????
（百分率）
価格競争力を確保する 25％ 62％ 14％
他社とは異る処理サービスを提供する 42％ 43％ 15％
多様な廃棄物に対処できるようにする 35％ 38％ 27％
専門性を高める 43％ 45％ 12％
施設・機材を充実する 32％ 45％ 23％
営業に力を入れる 35％ 47％ 18％
広告や情報発信に力を入れる 14％ 38％ 48％
吸収合併による経営規模拡大 5％ 16％ 80％
同業他社との協力関係構築 26％ 55％ 19％
廃棄物処理以外の分野に軸足を移す 21％ 35％ 44％
（回答数）
価格競争力を確保する 52 130 29
他社とは異る処理サービスを提供する 88 91 32
多様な廃棄物に対処できるようにする 73 81 57
専門性を高める 90 95 26
施設・機材を充実する 67 96 48
営業に力を入れる 74 99 38
広告や情報発信に力を入れる 29 80 102
吸収合併による経営規模拡大 10 33 168
同業他社との協力関係構築 55 116 40
廃棄物処理以外の分野に軸足を移す 45 73 93
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（2）主成分分析
　主成分分析とは，多変量解析の方法の一っである。多次元空間において，最も分散の
大きい軸（固有ベクトル）を求めて，その軸に沿って配置された各サンプルのポジショ
ンを解析する手法である。最初に求めた軸を第1主成分，第1主成分に直交する軸（す
なわち内積がゼロになる）のうち最も分散の大きいものを第2主成分とし，第3主成分
以下も同様に求めるものである。
　産業廃棄物処理業関係者が回答した自社の経営戦略を主成分分析した結果を以下に図
示する（図22）。分析の対象とした変数は，主な取り扱い廃棄物種類（工場系・建設系，
ダミー変数とした），主に行っている処理工程（収集運搬・処分，ダミー変数とした），
自社の経営戦略（価格競争力～産廃以外に軸足を移す，各項目について0～2点の数量
変数とした）の3つである。図は，第1主成分から第4主成分について，因子負荷量を
相関係数限度値0。05として整理したものである。
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（4｝専門特化した産業廃棄物処理業者の経営戦略
　一方，フルレンジの業者の反対極に集まっている処理工程および処理対象廃棄物につ
いて専門化している産業廃棄物処理業者は，すべての経営戦略について消極的であるこ
とが見て取れる。第1主成分は，産業廃棄物処理業者の営業レンジの広さというよりも，
経営規模の大小に沿った軸と解釈するのが妥当であろう。
（5）生き残るための競争戦略
　Porterの分析枠組みを適用した結果，産業廃棄物処理業はあらゆる方向から脅威を受
けていることが明らかになったことを第1章に述べた。産業廃棄物処理業をとりまく
種々の脅威の中で特に大きなものは，産業廃棄物の減少である。産業廃棄物の減少に対
して，産業廃棄物処理業者側が取り得る対抗策は，業種転換あるいは拡大を目指さない
収穫戦略くらいしかない。産業廃棄物処理業が衰退期もしくは成熟期に入っている現在，
産業廃棄物処理業者のうち生き残るのは，そのことを認識し，それに対応した戦略をと
る者だけである筈である。
　アンケートからは，多くの産業廃棄物処理業者が価格競争力の維持についてあまり積
極的でないという結果が得られた。このことは，従来の通念に反する。すなわち，産業
廃棄物の取引においては，買い手（事業者）にとっての物理的効用は，溜まった廃棄物
が無くなれば良いだけであり，買い手の関心は価格以外の処理の質などには向かわず，
そのために産業廃棄物処理市場は価格競争に向かうという通念である。このことにっい
ては，さらに詳しい分析が必要である。
　上記第1主成分に沿って分布する産業廃棄物処理業者の経営戦略は今後の産業廃棄物
処理業界の行方について示唆するものがある。経営資源に富む大規模な産業廃棄物処理
業者には，業をとりまく脅威に対抗するために種々の対策（経営戦略）を講じている一
方で，小規模な者では十分な対策を取っていないケースが多くあり，このことがこれか
らの産業廃棄物処理業者間での生き残り競争にどのように影響するか興味深い。
　質的な差別化戦略の萌芽については，特にフルレンジ業者と，それと対照的な工場系
産業廃棄物に特化した業者において顕著に見られることが分かった。産業廃棄物処理業
者の経営戦略のうち，「他社とは異なるサービス」と「専門性を高める」という回答に注
目すれば，これら変数は第1主成分（寄与率24％）に出現しているフルレンジ業者，第
2主成分（寄与率11％）に現れている工場系廃棄物の処分のみを行っている者，第3主
成分（寄与率10％）に現れている工場系廃棄物の処分のみを行っている者，そして第4
主成分（寄与率9％）の工場系もしくは建設系のいずれか一方の収集運搬と処分の両方
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を行っている産業廃棄物処理業者と関連づけられる。これらは，環境保全の要求がます
ます厳しくなる現状に対応する姿勢の者と理解できるだろう。
3　事業者による産業廃棄物処理業者選択行動｛注68）
　事業者関係者に対するアンケートでは，事業者が産業廃棄物処理業者を選択する際の
評価基準について知るための質問項目を設けた。その1つは，処理価格～業者間ネット
ワークまでの10項目を並べ，そこから産業廃棄物処理業者を選ぶ際に重用視する項fi
を選択して貰うものである。あと1つは，優秀だと考える産業廃棄物処理業者の名前を
挙げて貰い，優秀業者について処理価格～取引先のスジまでの16項目を（非常に優れ
ている，優れている，普通，やや劣っている，劣っている，評価不可能）の6段階の評
価を付けて貰うものである。
　　　　｛1）クロス集計
　回答者の所属する会社の業種別，および社内職位別に表に整理して示す。すべての職
位すべての業種において最も重視されるのが，処理価格であることが分かった。このこ
とは，産業廃棄物処理業者の選択過程に関するこれまでの通念を裏付けるものである。
これに次いで，「経歴・実積」，「スタッフの能力・対応」が重視されていることがわかっ
た。
（注68）本節の主要部分は，上田晃輔「事業者の産業廃棄物処理業者選択行動の実態」『商学
　　研究論集』，35号，2011年10月，1・12ページに詳細を記述した。
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表17事業者が産業廃棄物処理業者を選ぶに際して重要視する項目
職位／業種
???????????????????????????????? ??????? ??????
職位別（百分率）
管理職 80％ 21％ 38％59％ 34％ 42％34％ 20％ 35％11％ 6％
施設責任者 92％ 17％ 33％ 33％ 25％ 25％17％ 25％ 50％0％ 0％
代表者 87％ 19％ 41％ 44％ 25％ 44％ 21％16％ 28％ 4％ 3％
平社員 81％ 25％ 36％ 51％27 53％30％ 28％ 30％7％ 1％
無回答 81％23％ 25％32％ 23％36％ 23％ 17％ 19％ 6％1％
役員 84％24％ 39％ 40％ 24％52 21％ 32％ 32％10％ 3％
計 83％ 22％ 37％ 47％ 28％ 44％ 26％ 21％ 30％8％ ％
（回答数）
管理職 113 30 5484 48 60 4828 5016 8
施設責任者 11 2 4 4 3 3 2 3 6 0 0
代表者 117 2655 59 3459 28 21 38 6 4
平社員 66 2029 41 22 4324 23 246 1
無回答 56 16 17 22 16 25 16 12 13 4 1
役員 52 15 24 25 15 32 13 20 20 6 2
計 415109183235138222131107151 38 16
業種別（百分率）
建設業 83％ 24％29％ 43％ 24％5％ 34％ 39％ 28％11％ 4％
製造業 81％ 16％ 37％ 50％ 28％ 42％ 27％ 24％38％ 5％ 2％
卸小売業 84％ 20％ 40％37％ 30％ 37％ 16％ 8％ 26％ 9％ 2％
医療福祉業 86％ 30％ 45％7％ 30％ 53％22％ 4％ 26％ 5％ 4％
計 83％ 22％37％ 47％ 28％ 44％ 26％ 21％30％ 8％ 3％
（回答数）
建設業 123 35 43 63 35 67 51 58 41 17 6
製造業 130 26 59 80 45 67 43 38 61 8 4
卸小売業 72 17 34 32 26 3214 7 22 8 2
医療福祉業 90 31 47 60 32 56 23 4 27 5 4
計 415109183235138222131107151 38 16
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（2｝主成分分析
　事業者が産業廃棄物処理業者を選択する際に重視する項目（ダミー変数とした）と，
回答者の所属する業種（ダミー変数とした）と併せて主成分分析を行った結果を図23
に示す。第1主成分から第3主成分にっいて，因子負荷量を相関係数限度値0．05とし
て整理したものである。
　第1主成分については，次のとおり解釈できる。建設業者のグループは，処理業者を
選ぶにあたって，施設機材・施設立地など，産業廃棄物処理パフォーマンスに直接影響
する項目を重視している。反対に，医療福祉・卸小売業のグループでは，評判・イメー
ジ・経営者・スタッフといった，ファジーな評価項目を重視している。これらは，事業
者が能動的に動かなくても自然と入ってくる情報である。
　第2主成分については，まず，製造業のグループは，経歴実績・リサイクル能力だけ
を重視する一方，処理価格・会社規模・スタッフなどの項目は軽視していると見ること
ができる。対極の製造業以外の業種からなるグループは，価格・会社規模・スタッフな
ど，比較的分かり易い項目を重視している。
　第3主成分における卸小売業のグループでは，ほぼ価格だけを評価し，産業廃棄物処
理パフォーマンスに影響する他の項目を軽視するグループがある。処理業の経営者を重
視していることから，恐らく事業者の側も経営者が一人で切り盛りする規模の企業であ
ろう。反対側の医療福祉業では，価格以外の多くの項目を重視しており，産業廃棄物処
理に関する知識・情報が不足していることを窺わせる。
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の関与度が高い者は，決め手となる情報（価格）だけを求める。第1主成分は，関与度・
知識の軸に沿ったものであると考えられる。
　第2主成分は，次のように解釈できる。プラスの側に位置するのは，産業廃棄物処理
業者選定においても責任者に様々な任務が集中する小規模事業者のグループで，産業廃
棄物処理業者選定の関与度に沿った主成分であると考えられる。このグループは産業廃
棄物処理業者の選定において，能動的に探し回らなくても良い情報項目，換言すれば産
業廃棄物処理業者の人的セールスによってもたらされる情報に頼る傾向がある。
　第3主成分のマイナスの側に位置するのは，産業廃棄物処理業者選定の責任者が処理
価格以外にも関心を持っているケースで，重視するのは第2主成分の産業廃棄物処理業
者選定責任者が重視する事項とほぼ同じである。プラスの側に位置するのは，産業廃棄
物処理業者選定にあたって決定権限以外の様々な任務を担当している人々で，客観的な
評価項目を重視している。
　以上のことは，次のようにまとめることができる。産業廃棄物処理業者選定に関する
権限（関与度・知識）が強い者は，まず処理価格を重視し，次いで産業廃棄物処理業者
の人的セールスによってもたらされる種類の情報を重視する。逆に権限の弱いものは，
施設・機材や立地など客観的評価項目を重視することである。
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の役割を分担し，また合理的な業者評価基準を持っている。その結果，多くの項目につ
いて満足できる処理業者を選択して処理を委託することができている。他のケースでは，
代表者ひとりでやっているために，良い処理業者を選択し委託することが困難になって
いる。
　第2主成分（寄与率5％）ではっぎのことが分かる。建設業・卸小売業の中には，価
格だけを重視し，適当な処理業者にアッサリと丸投げ委託してしまうケースがある。対
極的に，製造業の中には役員・管理職が種々の役割を分担し，業者評価基準も厳しいも
のの，実際の業者評価がうまく行かないために，全面的な委託に至らないケースが見ら
れる。
　第3主成分の解釈は次の通りである。建設業の中には，上位経営層が関与していない
ため，処理業者の評価が定まらず，全面委託に至らないケースがある。一方，製造業な
どでは，業者選定にあまり細かい作業をせず，価格だけを評価してアッサリと全面委託
してしまうケースがある。
　以上をまとめると，事業者の業種ごとに，産業廃棄物処理業者選択行動にパターンが
あるようである。きちんとした評価基準を持ち，組織的に取り組めば，満足の行く産業
廃棄物処理業者を見つけて，実際に処理を委託することが出来ていると解釈することが
できる。
表18　優秀業者への委託状況
回答率 回答数
処分だけを委託 10％ 51
収集運搬だけを委託 3％ 14
両方を委託 69％ 345
どちらも委託していない 18％ 90
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4　産業廃棄物処理業者のパフォーマンス評価
　　（1）事業者と産業廃棄物処理業者による優秀業者の評価
　アンケV－・一・ト調査では，優秀な産業廃棄物処理業者の名前をあげ，その優秀業者を所定
の項目について評価する設問を，事業者と産業廃棄物処理業者の両方に対して提示した。
つまり，優秀な産業廃棄物処理業者にっいて，顧客と同業者の両方からの評価を試みた
のである。また，特に産業廃棄物処理業者に対しては，優秀業者に関する評価項目と同
じ評価項目で自社の評価もして貰うこととした。評価の結果を下に掲げた。なお，産業
廃棄物処理業者の評価は次の通り数値化して縦軸にとった：非常に優れている5点；優
れている4点；普通3点；やや劣っている2点；劣っている1点；評価不可能0点。
　まず，産業廃棄物処理業者の回答について見ると，優秀社イコール自社という回答は，
全211回答のうちの9社にとどまり，産業廃棄物処理業関係者の大部分は，自社以外に
ベンチマークとすべき優秀社があるという認識を持っていることが示された。産業廃棄
物処理業関係者が優秀社と自社をどのように評価しているかを見ると，全ての項目につ
いて優秀社の評価が自社のそれを上回っている（図27）。
　優秀社に対して，事業者と同業者がどのように評価しているかを比較する。まず，大
部分の評価項目について，同業者は事業者よりも高い評価を与えている。ただし，処理
価格については例外であり，事業者による評価は同業者によるそれよりも高い。すなわ
ち，処理価格について事業者は産業廃棄物処理業者が考えるほどにシビアではないとい
うことができる。
　事業者と同業者の評価を比較の結果，もう1つの傾向が見て取れる。事業者による評
価は，各評価項目にっいて差異が小さい一方，同業者による評価は，評価項目ごとの差
異が相対的に大きいことである。これは，産業廃棄物処理業者は事業者と比較して，優
秀社をより詳しく見ていることによると解釈できる。つまり，産業廃棄物処理業者は同
業者の高く評価すべき点と，低く評価すべき点を押さえていることを表しているのであ
る。
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を実行するために必要な能力であると考えられる。ここでは，「技術対応能力」と呼ぶ。
　これら因子を先に示した5段階製品モデルの枠組み（図9）にあてはめて考えると，
中心に近い順に，（1）具体的業務処理能力，（2）技術対応能力，（3）マーケティング能力，
という順番になるであろう。
表19　産業廃棄物処理業者の評価項目の因子分析結果
因子1 子2 子3
企画・提案能力 078 0．37 0．28
情報 α71 0．43 0．37
環境マネジメントシステム 069 0．38 0．41
廃棄物管理 α64 0．41 0．50
取引先のスジ 0．63 0．41 0．35
安定性・継続性 0．60 0．32 0．59
営業マン 0．59 0．46 0．38
収集運搬機材 0．32 α65 0．28
受入能力（容量） 0．28 α64 0．47
中間処理施設 0．39 α58 0．42
対応範囲 0．35 α58 0．50
埋立処分施設 0．28 α54 0．12
処理価格 0．32 α54 0．35
専門性 0．42 0．38 α74
技術力 0．42 0．42 α70
リサイクル指向 0．56 0．32 ρ57
｛3）評価が集中する産業廃棄物処理業者
　アンケートでは，事業者と産業廃棄物処理業社に対する質問で，優秀な産業廃棄物処
理業者を1位から3位まで3つ挙げて貰うようにした。アンケート結果をまとめた表20
では，優秀な処理業者の名前が1位から3位までのいずれかに出現した数を得票数とし
た。また，処理業者名が1位で出現した場合に3点，2位の場合は2点，3位は1点の
重み付けをしたものを得点とした。
　集計の結果，延べ990の産業廃棄物処理業者名が挙げられた。ここから複数得票を整
理したところ，751の異なる産業廃棄物処理業者となった。注目すべきは，アサヒプリ
テックとタケエイである。この2社は，事業者と産業廃棄物処理業者の両方の回答にお
いて，得票上位に位置づけられる。表21に示すとおり，事業者による選択ではそれぞ
れ11票と6票を得ているが，産業廃棄物処理業者による選択においても11票と5票の
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得票をあげて優秀業者の上位に位置している（注70）。アサヒプリテックとタケエイを「高
いブランドカを確立しつつある産業廃棄物処理業者」として以降の議論の課題とする。
（注70）事業者による選択において上位に位置するアサヒプリテックとタケエイについて，産業廃棄
　　物処理業者による選択において両者の真の得票率が3／211以下であって優秀業者リスト
　　上位に入らないという仮説を検定したところ，有意水準0．1に対して棄却された。
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表20　優秀業者の得票分布状況
得票数分布
（咄　業　　の回朱）
得票数 処理業者数
33 1
5 1
4 1
3 12
2 24
1 478
ユニーク処理業者数 517
総票数 604
得票数分布
業　　　処理　　の口朱
得票数 処理業者数
11 1
8 1
7 1
6 1
5 1
4 7
3 13
2 24
1 234
ユニーク処理業者数 283
総票数 386
得票数分布
排出 と産　　　　処理　　の回
得票数 処理業者数
39 1
16 1
9 2
7 3
6 1
5 6
4 11
3 23
2 44
1 659
ユニーク処理業者数 751
総票数 990
答の合算）
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表21　優秀社の得票および得点状況
排出事業者が選択した優秀処理業者
上泊点5土
優秀業者 得票 得点
アサヒプリテック 33 94
タケエイ 5 15
相田化学 4 11
産九 3 9
仙台環境開発 3 9
コスミック 3 9
大栄環境 3 9
要興業 3 9
産業廃棄物処理業者が選択した優秀処理業者
上・’　5土
優秀業者 得票 得点
タケエイ 11 28
ダイセキ 7 17
ミヤマ 8 15
アサヒプリテック 6 15
近畿環境興産 4 11
高俊興業 4 11
大栄環境 4 11
光和精鉱 5 10
排出事業者と産業廃棄物処理業者が選択した優秀処理業者
上泊点5土
優秀業者 得票 得点
アサヒプリテック 39 109
タケエイ 16 43
ダイセキ 9 23
大栄環境 7 20
ミヤマ 9 18
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第5章 産業廃棄物処理業における企業ブランドの展開
　アンケート調査の結果，産業廃棄物処理業者に高価値ブランドが確立する萌芽がみら
れたので，ブランドについて焦点を絞り込んで考察をすすめることとする。
1　企業ブランドの定義と意義
（1）ブランドの定義と機能
　ブランドについて，アメリカマーケティング協会は次のように定義づけている。「ある
販売者の商品もしくはサービスを特定するための，あるいは競争者のそれから区別する
ための，名前，ことば，目印，シンボル，意匠，もしくはそれらの組み合わせ」
　ブランドが表すものは，財貨の属性，財貨の効用，財貨の価値，財貨の文化的背景，
財貨の人格，財貨のユーザーなどである（注71）。たとえば，自動車に付けられたメルセデ
ス・ベンツというブランドからは，高性能車（属性），安定した高速走行（効用），高価
格（価値），ドイツの厳しい気候，世界最古の自動車製造業者（文化的背景），金持ちで
はあろうが趣味は疑問（ユーザー）といった諸属性が連想される。一方，牛丼吉野家と
いえば，牛肉が載った丼めし（属性），てっとり早く満腹になる（効用），抜群のコスト・
パフォーマンス（価格），100年近い伝統，関東風に濃い目の味付け（文化的背景），比
較的若い男子の好物（ユーザー）といった連想に繋がるだろう。
　ブランドの本来の意味は，特定の商品やサービスを他から区別する機能をもった符号
にすぎず，ブランドが表す商品の特性は一律ではない。価格という側面をみても，ある
ブランドは高価格であることを主張するであろうし，逆に廉価であることを主張するブ
ランドもある。こうした多様な方向性を持ったブランドであるが，それを決定するのは，
財貨の売り手であるブランド所有者の意図と，買い手やブランドを取り巻く社会である。
そうした中で，特に財貨の価値が高いことを主張するブランドがある。いわゆる高級ブ
ランドである。まず，高級ブランドが表す財貨の属性を考えよう。高級ブランドという
語からは，真似が困難；高品質；高価格；希少性；知名度などの事柄が想起されるだろ
う。っぎに，高級ブランド財を購買して得られる効用を考える。その物理的効用は高級
ブランド財とそうでないものの間で大差はないだろう。意味的効用は，高額な支出を正
当化できる；精神的満足を得られる；購買に際しての吟味が不要である；それを消費・
所有することを他人に自慢できるなどである。
（注71）K。tl昨P，　M。rk。彦i。g・M。n。g。…tl・・th・diti・n，・i・t。rn。ti。n。1。diti。。，
　　Prentice　Hall　Edition，2003，　pp．418・424．
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　ここで，財貨の効用と，財貨のコンセプトについて整理する。財貨の効用は，物理的
効用と意味的効用から構成される（注72）。このうち，物理的効用とは，その財貨が買い手
に与える直接的な機能で，売り手が規定したコンセプトに基づいて形作られる。もう一
方の意味的効用とは，その財貨を所有・消費することによって買い手が得るもので，感
覚的・感情的な要素を含む総合的な評価である。売り手が設定するコンセプトの最終的
な目標は，買い手が受け取る意味的効用を規定することである。売り手がコンセプトを
実現するために行う活動は，先ずその財貨に物理的効用を組み込むことを主とする。次
いで，その物理的効用を拡大し，目標とする意味的効用につなげるために，買い手に対
して，その財貨を所有・消費するための環境整備や，情報的な働きかけを行う。このよ
うな売り手の活動の全体こそがマーケティング活動である。売り手のマーケティング活
動が成功するということは，そのコンセプトが買い手および市場に評価されることであ
り，それは売り手の意図する形で，ブランドに財貨の諸属性，とりわけ意味的効用が結
びつけられることを意味する。このようにして確立したブランドは，売り手から買い手
に対する情報的活動の要素として活用されることになる。これらのことを図28にまと
めた。以上のことは，産業廃棄物処理取引ばかりでなく，産業財・消費財，物財・サー
ビス財を問わず全ての財貨の取引について適用されるものである。図28からは，ブラ
ンドの価値はコンセプトの反映であることが理解できるが，そのことから，ブランドの
価値はコンセプトの持つ価値以上のものにはなり得ないことが解る。
　本稿では，産業廃棄物処理サービスにおけるブランドを議論するが，高級ブランドと
いう語を産業廃棄物処理サービスにそのまま適用できるか現段階では疑問である。よっ
て，高価値ブランドという語を用いることとする。
（注72）物理的効用と意味的効用の概念は，大友純「マーケティング・コミュニケーションの戦略課
　　題とその本質一プロモーション戦略の求心的要因を求めて一」『明大商学論叢』，83巻1
　　号，2001年，205・213ページに詳しい。
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Maintenance，　Repair，　Operation　goods）に分類できる（注74）。このうちのMRO財の特徴
は，比較的小規模な業者によって供給されること；その選択はサプライヤーとの直接取
引や社会的評判によってなされることである（注75）。このようなMRO財の特性をもとに
考えれば，MRO財マーケティングにおけるブランドの役割の小ささが強調されること
になるだろう。そして，産業廃棄物処理サービスは，その定義においてばかりでなく，
取引の一般的な特性においてもMRO財に該当する。なお，　MRO財のことを知れば，
オープンな市場がないことは産業廃棄物処理サービスだけの特殊な状態でないことが分
かる。オープンな市場の形成を促進することが産業廃棄物処理業を良くすることがどう
か，さらに具体的な理論的裏付けが必要であると考えられる。
　以上は産業財マーケティングにおけるブランドの役割に対する主に否定的な見解を挙
げてきた。一方で，日本企業は産業財ブランドを軽視して損をしていることの指摘もな
されている（注76）。日本の製造業は既に新興国に抜かれつつあり，一方でブランドやマー
ケティングで欧米企業との距離が開く一方だという。世界的なブランド上位は，たとえ
ばIBMやGEのように産業財に多い。更に，やはり産業財サプライヤーであるインテ
ルは，より進んだブランド戦略をとっているという。インテルは，特許をオープンにす
ることで追随する企業群を組織化しつつ裾野を拡げ，自社はブランド管理を巧みに行う
ことで，追随企業群からなるピラミッドの頂点に君臨している（注77）。
（注74）　　Kotler，　P．，　Ma　rke　ting　Ma　nagθmen　t：11thθ砒ゴo刀，ゴnternationa1　edition，
　　Prentice　Hall　Edition，2003，　pp，411・412．
（注75）Kotlerの前掲書412ページから，　MRO財の購買に関する記述を引用する。
　　　　MRO財は，通常は最小の探索コストで反復購入される。また，単価が低い一方で多
　　　　くの顧客が地理的に分散している場合には，仲買業者を経由して販売されるのが普
　　　　通である。供給者にあまり差がなく，ブランド選好が強くないので，価格とサービスが
　　　　重視される。企業向けサービスには，維持・補修サービス（窓清掃，コピー機修理など）
　　　　および，経営顧問サービス（法務，経営管理）が含まれる。維持・補修サービスは，契
　　　　約の下で小規模業者によって提供される。また，当該機器の製造元によってもサ・・一・・ビ
　　　　スを受けられる。経営顧問サービスは，業者の評判やそのスタッフに対する評価をもと
　　　　に選択される。（筆者訳）
（注76）余田拓郎，首藤明敏『B2Bブランディングー企業間の取引接点を強化する』，日本経
　　済新聞社，2006年，19・21ページ。
　　片平秀貴『新版パワー・ブランドの本質』，ダイヤモンド社，1999年，2・10ページ。
（注77）余田らの前掲書40ページから，インテル社のブランド戦略の記述を引用する。
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　このように産業財におけるブランドの位置づけについては，未だに混乱した部分はあ
るが，わが国でも「顧客の顧客」ブランド戦略が注目されるようになってきている（注78）。
たとえば，アパレル用の繊維素材ライクラ（注79）や，自動車用内装材アルカンターラなど
の事例である。加えて，勤労者にも身近に感じられるものとして，飲食店向けの調理用
燃料である紀州備長炭のブランド戦略がある。
｛3）ブランドの構成要素
　ブランドを作るのは，一義的にはその財貨の売り手である。売り手は，財貨を販売す
るに際して，その財貨を識別するための標識として，名前や意匠その他のブランドを与
える。これが商品ブランドである。また，自社を識別するために商標を設定するが，そ
れはコーポレイト・ブランド（企業ブランド）である。物理的な標識としてのブランド
から，ブランドが意味するもの，ブランドから想起されるものにまで分析の範囲を拡げ
ると，名付けた者の意図だけでブランドの成立を説明しきれないことは明らかである。
　まず，ブランドは，財貨の実体的側面と情報的側面とから構成されるといえるだろう。
ひとつの物体があったとして，それだけではブランドは構成しえない。なぜならば，そ
の物体を他のものと区別する必要があって初めてブランドの必要性が生まれるからであ
インテルは，自社の特許技術を守るために裁判に打って出る戦略から，自社のブラン
ドを守る戦略にシフトしている。最初から囲い込んでしまうと市場が拡がらないので，ク
ロスライセンスで技術供与したり，一部をオープンにしたりして他のプレーヤーの参画
を促しながら市場を拡大させる一方，商標をとることでシェアと先行者利益を獲得しよ
うとしている。
（注78）崔容薫「産業財ブランド研究の視座」『季刊マーケティングジャーナル』，25号，2008年，
　　59・81ページ。
（注79）崔のライクラのブランドへの取組に関する記述を引用する。
　　　　オペロンテックス社は，『ライクラ⑧』でブランドに関して直の顧客だけにとどまらず，アパ
　　　　レル小売り，消費者に至るまでの全方位に渡るブランド及びマーケティング活動を進
　　　　めている。その目的は，サプライチェーンを構成するすべてのメンバーに『ライクラ⑧』ブ
　　　　ランドの機能面でのベネフィットと，それを身につけることによって得られる「楽しさ」，
　　　　「美しさ」，「自信」といった情緒面でのベネフィットをアピールし，選好を獲得すること
　　　　にある。それによって，直の顧客との取引においては競合他社との価格競争を回避し，
　　　　プレミアム価格を獲得できる有利なポジションを先占すること，「顧客の顧客」に対して
　　　　はファッショナブルで高品質なブランド・イメージを植えつけることで，『ライクラ⑧』繊維
　　　　の成分として含有する最終製品の購買に革新を与えることをねらっている。
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る。その場合には，その物体が含む何か特殊な成分とか，特定の作者の手によるものと
いった情報を添えることで，その物体にブランドを付けることが可能になる。つまり，
財貨の実体的側面と情報的側面は両方が揃うことでブランドが成立すると言える。ここ
で，情報については，その発信元は情報に操作を加えることがある。それは，売り手が
買い手に対して，ブランドをこのように解釈して欲しいというガイドラインを示すもの
であり，具体的には製品の意匠デザインや広告といった財の意味的効用の方向を操作し
ようという努力である。総括的にブランド戦略と呼ばれるものである。
　つぎに，ブランドを作る主体は，売り手だけではなく，それに買い手を加える必要が
あるということである。すなわち，買い手は，実体としての財の評価を基礎として，そ
れに売り手が発信した情報や社会の評判などを加味してブランドの総合的な評価をする。
つまり，前述のようにKotlerは，ブランドは6レベルの要素（財貨の属性・財貨の効用・
財貨の価値・財貨の文化的背景・財貨の人格・財貨のユーザー）から構成されるとして
いるが（注80），これら要素のうち売り手の側が100％支配している要素は，「財貨の属性」
だけである。「財貨の効用」に関しては，物理的効用は売り手が規定するにしても，意味
的効用は財貨を所有・消費した買い手があってはじめて生み出される。そして，「財貨の
価値」とは，「財貨の意味的効用」に他ならない。また，「財貨の文化的背景」以降の3
要素も，大部分を買い手が作り出すものである。これらのことを見ると，ブランドを作
る主体とは，売り手だけではなく買い手を加えて認識しなければならないことがわかる。
　以上のことを総括すれば，ブランドとは財貨の広義の属性情報の集約であり，売り手
と買い手の相互的作用を通じて形成されるものといえるだろう。これらのことを図28
に織り込むことによって，図29が得られる。一方，アンケートの結果を因子分析して，
産業廃棄物処理業者の評価を構成する因子が明らかになったので，その因子を図29に
適用すると，産業廃棄物処理ブランドの構成を詳らかにする図30が得られる。
　産業廃棄物処理ブランドの構成を基礎知識として，アサヒプリテックとタケエイの業
界内ポジショニングを試みた。すなわち，産業廃棄物処理ブランドの主要な構成要素で
ある具体的業務処理能力とマーケティング能力をそれぞれグラフの縦軸と横軸とし，ア
ンケート回答において優秀業者として評点を与えられている産業廃棄物処理業者の因子
スコアをプロットしたのが図31である。グラフからは，アサヒプリテックおよびタケ
エイともに突出した特徴は見出せず，この2つの産業廃棄物処理業者が多くの支持を集
（注8°）K。tler，．P．，　Mark。ti。g・M。n。g・m・nt・　11th。ditτ。。，・int。rn。ti。。a1。diti。。，
　　Prentice　Hall　Edition，2003，　p，481．
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めていることの理由を知ることはできなかった。今回のアンケートで設定した評価項目
に沿って見る限りでは，2社は言わば平均的な優等生である。両社のブランドカの形成
には，アンケート質問項目では捉えられない要素，たとえば歴史，文化，あるいは累積
経験量といったものが大きく影響していると考えられる。
社会（市場）
売り手 買い手
実体としてﾌ 消費・所有
「芳二蘂蕗一一l　　　　　　　　l 財貨の　きΨ
ー???????????
操作された 1
1
L＿＿＿＿＿＿＿＿＿」 「一一　一一一一
P｜
ブランド評価 ブランドの@言川Ψ1
Lせ麹魎麹＠．
図29　ブランドの構成　（筆者作成）
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ブランド評価 ブランドの@証’11L麹些麹匝
図30　産業廃棄物処理ブランドの構成　（筆者作成）
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図31アサヒプリテックとタケエイのポジション
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　　　　｛4）総合評価としてのブランド
　マーケティングの目的は，ブランド価値を高めることであると言っても過言でない。
すなわち，マーケティングとは財貨の総合的な評価を高めることであり，ブランドこそ
財貨の総合的な評価の反映であるからである（注81）。
　財貨の消費における物理的効用と意味的効用にっいては図28において説明したとこ
ろであるが，消費財に関しては，その消費は物理的消費と意味的消費からなると言われ
るものの，産業財に関しては，このことがあてはまり難いとも言われる。しかし，産業
財でも特にサ…一・Eビス財については，意味的消費に重みを置かないと消費メカニズムは説
明しづらい。産業廃棄物について言えば，無形のサービスである産業廃棄物処理の物理
的効用は廃棄物の除去であって，物理的効用そのものでは財貨の差別化は達成できない。
産業廃棄物処理業者が提供する拡張サービスおよびその外側のサービス（図9）と，事
業者が抱く期待と満足感が合わさることで，事業者の中に意味的効用が生成する。つま
り，産業廃棄物処理サービスでは，ブランド評価以前の財の性能評価においてさえ，コ
ア便益より外縁方向の広い範囲のサービスが評価対象にならざるを得ない。その結果，
産業廃棄物処理サービスの評価自体が総合評価となり，産業廃棄物処理サービスの評価
に加えて更に他の評価の反映である産業廃棄物ブランドは，より広範囲の評価を総合し
ているものであるといえる。
　　2　産業廃棄物処理業における高価値ブランドの萌芽
　　　　（1）アサヒプリテックとタケエイ
　優秀な産業廃棄物処理業者としての評価が集中したアサヒプリテックと，タケエイに
ついて簡単に業容を見る。表22～表25に，アサヒプリテックとタケエイの経歴および
営業成績に関するまとめを載せる。
　アサヒプリテックは，写真廃液処理業としてスター一・一トした古い業者である。産業廃棄
物処理業よりも，金属資源業としての性格が強い。特に，歯科医院関係の廃液・廃棄物
処理では，全国最大のシェアを持つ業者である。2008年3月決算では，資本金4，481
百万円，売上高110，084百万円（うち産業廃棄物処理関連は12．5％）である。売上の90％
近くを占める貴金属リサイクルは，市況に影響されながらもここ数年著しい伸びを見せ
ている。
　タケエイは，建設系廃棄物専門業者としてスタートし現在に至る古い産業廃棄物処理
（注81）上原征彦『マーケティング戦略論』，有斐閣，1999年，68ページ，140ページ。
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業者である。建設系産業廃棄物では，全国トップシェアである。現在は，猛烈な拡大戦
略を進めている。以前から協業化への取組に熱心であり，関東地方の建設系産業廃棄物
の処理業者の組合組織化（注82）の中心的役割を果たしてきた他，最近では他業種の大手資
本と合弁で専門特化した処理システムを運営している。
表22　アサヒプリテックの経歴（同社開示資料から）
昭和27年7月 大阪市において朝日化学研究所として創業使用済み写真定着液からの銀回
禔E精製，銀地金販売を開始
昭和34年8月 兵庫県神戸市に神戸営業所を開設
昭和39年4月 株式会社朝日化学研究所に改組
昭和43年5月 神戸工場竣工，電解式銀回収を開始，併せて神戸営業所を移転
昭和47年1月 写真関係公害処理施設を設置
昭和48年12月 神戸市より産業廃棄物処理業の許可を取得
昭和50年5月 電解式銀回収装置「プラタ・シリーズ」の製作販売を開始
昭和53年5月 神戸市に神戸本社社屋を竣工，本社事務所を大阪より移転
11月 兵庫県より計量証明登録事業所の許可を取得
昭和57年1月 デンタル事業を開始
昭和58年11月 L．M．E．（ロンドン金属取引所）公認ブランドの認定を取得
昭和59年8月 東京金取引所の会員として認定を取得
昭和61年2月 宝飾品販売事業，メッキ事業を開始
平成5年2月 東南アジアに電解機を設置展開
10月 特別管理産業廃棄物処理業の許可を取得
平成6年11月 海外展開に向け現地法人ASAHI　G＆Sをマレーシアに設立
平成7年6月 （社）兵庫県産業廃棄物協会より優良事業所として表彰
平成9年4月 社名をアサヒプリテック株式会社に変更
平成10年10月 当社製のパラジウム地金がロンドン・プラチナ・パラジウムマーケット（L・P・
o・M）の指定ブランドとして認可
平成11年7月 テクノセンターにおいて国際品質保証規格「ISO9002」の認証を取得
10月 株式公開（店頭登録）
平成12年5月 テクノセンターにおいて環境マネジメントシステム「ISO14001」の認証を取得
11月 東京証券取引所　市場　第二部上場
平成13年5月 本社，仙台事業所，静岡事業所において環境マネジメントシステム「ISO14001」
（注82）関東建設廃棄物協同組合は，昭和51年に設立された組織である。大手ゼネコンからの
　　　信頼が厚く，建築業の同業団体と密接な関係を構築している。
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の認証を取得
7月 産業廃棄物の中間処理会社，株式会社三商（川崎市）及び食品系廃棄物の中間
?揄?ﾐ，株式会社大門（横浜市）　と再資源化を手掛ける株式会社エコマテ
潟Aル（茨城県小川町）の以上3社を子会社化
平成14年2月 神戸事業所において環境マネジメントシステム「ISO14001」の認証を取得
3月 東京証券取引所　市場　第一部上場
11月 四国事業所において国際環境マネジメントシステム規格「ISO14001」の認証
?謫ｾ
12月 福岡事業所において国際環境マネジメントシステム規格「ISO14001」の認証
?謫ｾ
平成15年3月 東アジアにおける商圏確立を目指し中国・上海市に“上海朝日浦力環境科技有
ﾀ公司”　（現連結子会社）を設立
11月 北関東事業所において国際環境マネジメントシステム規格「ISO14001」の認
ﾘを取得
平成16年4月 IT産業廃棄物の無害化処理会社，日本ケミテック株式会社（埼玉県川口市）を
q会社化
6月 上海朝日浦力環境科技有限公司において貴金属リサイクル工場稼動，
平成17年4月 株式会社塩入建材を子会社化
平成18年1月 株式会社イヨテックを子会社化
平成18年2月 錦興産株式会社を子会社化
平成18年9月 韓国の連絡事務所を韓国アサヒプリテック株式会社として現地法人化
平成19年2月 プライバシーマークの認証取得
平成19年3月 東京本社設置
平成19年4月 子会社である錦興産株式会社を吸収合併
平成19年5月 株式会社太陽化学を子会社化
平成19年11月 株式会社サニックスの事業の一部譲受けにより北九州事業所設立
平成20年5月 完全子会社ジャパンウェイスト株式会社を設立
平成21年4月 持株会社アサヒホールディングス株式会社を設立
表23　タケエイの経歴（同社開示資料から）
昭和52年3月 神奈川県横浜市に武栄建設興業㈱を設立　資本金1000万円
昭和52年11月 東京都において産業廃棄物収集運搬業の許可取得
昭和53年12月 神奈川県において産業廃棄物収集運搬業の許可取得
昭和53年1月 川崎市，横浜市において産業廃棄物収集運搬業の許可取得
昭和53年2月 横須賀市において産業廃棄物収集運搬業の許可取得
昭和53年3月 埼玉県において産業廃棄物収集運搬業の許可取得
昭和56年7月 資本金3000万円
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昭和56年7月 千葉県において産業麟物収難搬業の許可囎
昭和58年12月 静岡県において蹴棄物収集運搬業の許囎@　　一一一昭和63年10月 武栄建設興業㈱を㈱タケエイに社名変更
平成元年2月 資本金9000万円
平成元年5月 茨城県において産業廃棄物収集運搬業の許可取得
平成元年7月 千葉市において産業廃棄物収集運搬業の許可取得
平成2年12月 栃木県において産業廃棄物収集運搬業の許可取得
平成3年2月 山梨県，長野県，群馬県において産業廃棄物収集運搬業の許可取得
平成3年3月 福島県において産業廃棄物収集運搬業の許可取得
平成3年7月 宮城県において産業廃棄物収集運搬業の許可取得
平成3年8月 横浜市において産業廃棄物処分業の許可取得　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝一一一「ぺ『一　一
平成4年1月 川崎市において産業廃棄物処分業の許可取得
平成4年3月 千葉県において産業廃棄物処分業の許可取得
平成5年6月 横須賀市，神奈川県において特別管理産業廃棄物収集運搬業の許可取得
平成5年7月 千葉市，埼玉県，横浜市，川崎市，千葉県において特別管理産業廃棄物収集運搬
ﾆの許可取得
平成5年8月 東京都において特別管理産業廃棄物収集運搬業の許可取得
平成5年9月 千葉市において産業廃棄物処分業の許可取得
平成8年4月 宇都宮市において産業廃棄物収集運搬業みなし許可
平成9年4月 郡LI」市において産業廃棄物収集運搬業みなし許可
平成11年4月 長野市，いわき市において産業廃棄物収集運搬業みなし許可
平成11年7．月 東京都において産業廃棄物処分業の許可取得
平成12年2月 静岡市において産業廃棄物収集運搬業の許可取得
平成12年4月 相模原市において産業廃棄物収集運搬業，特別管理産業廃棄物収集運搬業みなし
哩ﾂ
平成12年10月 新潟県において産業廃棄物収集運搬業の許可取得
平成12年11月 新潟市において産業廃棄物収集運搬業の許可取得
平成14年4月 さいたま市において産業廃棄物収集運搬業，特別管理産業廃棄物収集運搬業みな
ｵ許可
平成15年4月 船橋市において産業廃棄物収集運搬業，特別管理産業廃棄物収集運搬業みなし許ﾂ
平成15年4月 川越市において産業廃棄物収集運搬業，特別管理産業廃棄物収集運搬業みなし許ﾂ
平成15年5月 資本金1億1250万円
平成15年7月 資本金1億1844万1000円
平成15年9月 三重県において産業廃棄物収集運搬業の許可取得
平成16年7月 資本金1億2844万1000円
平成17年7月 浜松市において産業廃棄物収集運搬業みなし許可
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平成17年10月 豊田市において産業廃棄物収集運搬業の許可取得
平成17年11月 東京都における産業廃棄物処分業の廃止
平成18年2月 資本金9億2319万1000円
平成18年10月 横浜市における産業廃棄物処分業の廃止
平成18年10月 奈良県において産業廃棄物収集運搬業，特別管理産業廃棄物収集運搬業の許可取ｾ
平成18年12月 三重県において特別管理産業廃棄物収集運搬業の許可取得
平成19年3月 茨城県，愛知県において特別管理産業廃棄物収集運搬業の許可取得
平成19年5月 資本金22億2519万1000円
平成19年6月 資本金22億3124万2200円
平成19年7月 資本金22億3358万4600円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～∨A頁
平成19年8月 資本金22億3485万3400円
平成19年9月 資本金22億3514万6200円
平成19年10月 資本金22億3670万7800円
平成19年11月 資本金22億4285万6600円
平成19年12月 資本金22億4793万1800円
平成20年1月 資本金22億4802万9400円
平成20年2月 資本金22億5050万4400円
平成20年3月 資本金32億5242万4400円（平成20年3月17日現在）
平成20年3月 資本金32億5821万7200円（平成20年3月31日現在）
平成20年4月 柏市において産業廃棄物収集運搬業，特別管理産業廃棄物収集運搬業みなし許可
平成20年4月 資本金32億5904万2200円
平成20年5月 資本金32億6175万5800円
平成20年6月 資本金32億7066万6200円
平成20年7月 資本金32億7372万8600円
平成20年8月 資本金32億7402万1400円
平成20年9月 資本金32億7468万7000円
平成20年12月 資本金32億7829万8200円
平成21年2月 資本金32億7839万5800円
平成21年3月 資本金32億7868万8600円
平成21年4月 前橋市において産業廃棄物収集運搬業みなし許可
平成21年6月 資本金32億7907万9000円
平成21年8月 資本金32億7937万1800円
平成21年9月 資本金32億8181万1800円
平成21年11月 資本金32億8190万9400円
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表24アサヒプリテックの営業成績
【連結貸借対照表】　（百万円）
2008年3月期 2007年3月期
流動資産 30，928 19，813
固定資産 24，690 21，932
繰延資産
合計 55，618 41，746
流動負債 23，388 9，540
固定負債 230 210
純資産 32，000 31，994
（資本金） 4，481 4，481
（少数株主持分） 33 29
合計 55，618 41，746
【連結損益計算書】　（百万円）
2008年3月期2007年3月期
売上高 117，460 97，623
売上原価 102，614 84，680
販売費管理費 4，020 3，365
営業利益 10，826 9，577
営業外収益 126 39
営業外費用 93 42
経常利益 10，858 9，573
特別利益 20 41
特別損失 319 256
法人税等充当額 4，105 3，633
少数株主利益 3 4
当期利益 6，450 5，720
【連結最近の業績】　（百万円）
売上高 経常利益 当期利益
2008年3月期 117，460 10，858 6，450
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2007年3月期 97，623 9，573 5，720
2006年3，月期 62，372 5，561 3，272
2005年3月期 46，937 3，463 1，956
2004年3月期 35，987 2，228 1，002
表25タケエイの営業成績
【連結貸借対照表】　（百万円）
2009年3月期 2008年3月期
流動資産 8，397 8，314
固定資産 20，997 17，877
繰延資産 271 92
合計 29，666 26，284
流動負債 7，981 6，188
固定負債 11，610 10，403
純資産 10，073 9，692
（資本金） 3，278 3，528
（少数株主持分） 287 95
合計 29，666 23，284
【連結損益計算書】　（百万円）
2009年3月期 2008年3月期
売上高 14，621 14，837
売上原価 11，107 10，784
販売費管理費 2，498 2，188
営業利益 1，014 1，865
営業外収益 46 44
営業外費用 447 583
経常利益 613 1，325
特別利益 140 226
特別損失 122 11
法人税等充当額 353 424
少数株主利益 11 25
当期利益 265 1，090
【連結最近の業績】　（百万円）
売上高 経常利益 当期利益
2009年3月期 14，621 6，103 265
2008年3月期 14，837 1，325 1，090
2007年3月期 15，005 1，250 618
2006年3月期 12，911 218 323
2005年3月期 10，566 793 98
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｛2）企業ブランドによるサービス・ブランドの代替
　アサヒプリテックとタケエイは，ともに産業廃棄物処理サービスに対してブランドを
持っていない。企業ブランド（コーポレイト・ブランド）がそのままサービス・ブラン
ドとして通用している例である。サービスにはブランドがなかなか付けられないのが普
通で，産業向けサービスであれば，なおさらのことと考えられる。
｛3）産業廃棄物における価格通念の否定
　アンケートの結果からは，処理価格は重視されるものの，業廃棄物処理業者の選定は
価格以外の評価項目を加えて総合的な評価によってなされることが分かった。このこと
は，従来言われてきた産業廃棄物処理業者は価格だけで選択されるという通念を否定す
るものである。優秀業者としての評価が高いアサヒプリテックとタケエイの評価を見て
も，価格の評価は低い（図32，図33）。
　価格は，コスト・パフォーマンスを測る尺度になり得る。その場合，コストと比較す
べきパフォーマンスを代表するのがブランドである。また一方，ブランドと複合した価
格情報は，品質推定機能を提供することがある。いずれについても，コスト・パフォー
マンスの評価を行うのは，買い手である。
　以上のことから，産業廃棄物処理分野における高価値ブランド業者にも，価格が高い
にも関わらず選ばれていることは，価格の品質推定機能が働いていることによると考え
られる。アサヒプリテックとタケエイが，価格が高くても選ばれていることは，ブラン
ドカと需給曲線で説明できる。ブランドカと価格についての上原（1999）の説明を要約
すれば，次の通りである（注83）。まず，ブランドは品質情報の集約であり，製品にブラン
ドが賦与されると買い手はブランドから品質を推定するようになり，価格からの品質推
定の比率を減じるという。すなわち，ブランドは価格の品質推定機能を弱め，コスト・
パフォーマンス識別機能を強める作業をもっているというのである。このことから，ブ
ランドカが強ければ強いほど，相応に価格を下げると，買い手はコスト・パフォーマン
スの高さを強く感じ，需要は大きく増加するのに対し，ブランドカの弱い製品はかなり
価格を下げても，買い手のもともとの品質評価が低いため，需要は大きく増えないとい
う。逆に，値上げの場合，ブランドカの強い製品では，「高品質だから」という理由で需
要はそれほど減少しないが，ブランドカが弱い場合には，「良くないものが高すぎる」と
して需要が大きく減少するというように，価格を上げるときと下げる時では需要の価格
（注83）上原征彦『マーケティング戦略論』，有斐閣，1999年，148・150。
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強力な産廃ブランドとして台頭してくる可能性が考えられるだろう。
　ともあれ，現段階では既存の産業廃棄物処理業者がヨリ強力なブランドカを保持して
いるのである。
3　競争戦略としてのブランド
川産業化社会の終焉
　上原（1999）は，これまで日本の消費者は企業のオファーに生活の豊かさを見出して
きたが，こうした産業化社会が終わる，すなわち勤労社会から生活社会に変化しつつあ
ると述べている（注84）。このような社会構造・産業構造の変化を，企業の市場行動モード
の変化に着目して嶋口（1995）は，enactmentからfitness，そしてinteractionへの変
化であると解釈している（注85）。斯かる状況にあっては，生活者はもはや企業が届けてく
るものをそのまま受容することはなく，生活者がモノヅクリの過程にまで干渉する，あ
るいは評価することになる。その動きの例が，原材料の表示，産地ブランド，トレーサ
ビリティへの関心の高まりなどである。この現象を産業財にまで延長して考えれば，工
業製品であってもいずれは部品や原材料の由来を表示することが重要になるはずである。
第1節で言及した「産業財における顧客の顧客戦略」が重要になる。
　そうした流れを正しく活用すれば，生産過程で生じた廃棄物（バッズ）にまで生活者
の関心を向けることになる。生産財の全て（原材料；建物・工場設備；用務・産業サー
ビス）について顧客の関心が向かうとなれば，産業廃棄物処理も顧客に対して「自慢で
（注84）上原征彦『マーケティング戦略論』，有斐閣，1999年，7・15ページ。
（注85）嶋口充輝「関係性時代のインタラクティブ・マーケティング」『季刊マーケティングジャーナ
　　ル』，15巻1号，1995年，6・16ページから，嶋口が提示している企業の市場行動モード
　　の3類型を次に要約する。
　　　　　第1のマーケティング・パラダイムであるenactmentパラダイム（おしきせ型：筆者）
　　　　　では，売り手が自らの信ずる提供価値を買い手に一方的に推奨・説得して行く。第
　　　　　2のfitnessパラダイム（ニーズ適応型：筆者）では，継続取引のために，買い手の
　　　　　価値から出発し，その価値の調査や分析によって探索・発見し，そこで明らかにさ
　　　　　れた価値をマーケット・インという形で組織の事業の商品コンセプトに置き換え，マー
　　　　　ケティング・ミックスとして価値の政策セットに仕立てて売り手に再びプロダクト・アウト
　　　　　していくというプロセスをとる。第3のinteractionパラダイム（相互交渉型：筆者）の
　　　　　下では，価値やニーズの読めなくなった買い手と価値を提供しようとする売り手とは，
　　　　　取引者としてより取組者同士として一体化し，強い信頼関係と絆を結びながら，パ
　　　　　ートナーとして新しい価値を継続的に共創して行こうとする。
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きる」ものでなければならない。その時，産業廃棄物ブランドがパワーを発揮すること
になる。
　従来，積極的に探索されないサービスである産業廃棄物処理サービスは，顧客のプラ
イバシーを守り，顧客企業が廃棄物を発生していることを世間にイメージさせてはなら
なかった。そのため，産業廃棄物処理業者はあまり世間の表に出ないことが美徳とされ，
そうした産業廃棄物処理業者が顧客から信頼されるものと考えられてきた。しかし，産
業化社会の終焉とともに，従来の日陰にあるべき産業廃棄物処理という抑制はなくなり，
むしろ積極的に世間に出る，目立っ産廃ブランドとした者が競争に打ち勝つことになる
だろう。
｛2）企業における意思決定の迅速化
　余田ら（2006）によると，経済成長率が鈍化し，競争が激化してきている状況では，企
業は迅速な経営判断・意思決定が求められており，そのため企業の現場では，権限委譲・
現場裁量を進めているという（注86）。中央集権的に購買を行っている場合には，「買い叩
きの専門部門」たる購買担当者が産業廃棄物処理業者の選定も行ってきた。しかし，現
場裁量で産業廃棄物処理サービスの購入を決定するようになると，現場の技術者の影響
力が強くなる。産業廃棄物は現場の人間にとって，より切実な問題である。たとえば「作
業環境をよくしたい」，「誇れる製品を作るために環境対策をきちんとしたい」などは，
現場の人間の発想である。
　技術部門は，産業財ブランドの価値を認める傾向にあることは明らかにされている（注
87）。一方，産業財購i買の意思決定においては，関係者の意思決定への関与度および知識
（注86）余田拓郎，首藤明敏『B2Bブランディング＿企業間の取引接点を強化する』，日本経
　　済新聞社，2006年，22・24ページ。
（注87）崔容薫「産業財ブランド研究の視座」『季刊マーケティングジャーナル』25号，2008年，
　　59・81ページでは，技術部門のブランドに対する態度を次のように記述している。
　　　　購買センターに関わるメンバーの中で，技術者が有名ブランドに対して26％の価値プ
　　　　レミアムを払う用意があり，また，ユーザーと技術者がブランド名に高い重要度を付与
　　　　したことを確認した。特に技術的専門性の高い製品分野では購買部門より技術部門
　　　　の人間が意思決定に強い影響力を持つという既存の知見を考えると，ブランド活動
　　　　のターゲットとして誰を対象にすべきかに対するインプリケー・・一ションが得られる。
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水準が，主観的判断依存度と反比例の関係にあることが明らかになっている（注88）。この
ことは，本研究のアンケートの結果と合致する。
　また，アンケートの結果では，互いに異なる価値観と判断基準を持った人々が，産業
廃棄物処理業者の選定に関わっており，それぞれの人が異なる判断を下しながらも，組
織としての決定を下していることが分かった。組織としての判断は，突き詰めて行けば
個人の意思の集合ということになる。そして，個人の意思は，個人の知識と個人の立場
から形成されるであろう。
　産業廃棄物処理を含む産業財取引に係る判断は，客観的データや基準に基づく　「認知
的処理」に拠るが，合理的とは言えない主観的処理，「感情的処理」が入り込む余地があ
る。個人の意思決定の場合は，とりわけ感情的処理の占める部分が大きいが，それらが
集合して組織の意思になる過程を経て，非合理的な部分は取り除かれて組織としての合
理性の高い意思が形成される。組織購買のメカニズムについては，Websterら（1972）
（注89）の，あるいはSheth（1973）（注90）の購買センターの概念（図34および図35）で
説明される。Websterらのモデルでは，購買意思決定に影響する要因を外的環境に係る
ものと，購買組織の性格や能力に係るものの2層からなるとし，それらが購買センター
組織に作用することで，集団および個人の意思決定を促して組織の購買意思決定に至る
ものとしている。Shethのモデルは，組織としての産業需要家が，サプライヤーもしく
はブランドを選択するプロセスに関与する種々の要因について，その相互関係を記述し
ている。これら購買センターモデルは，互いに矛盾するものでなく，また共通して購買
センターを構成する個人の意思の役割を重視している。
　購買センターを構成する個人の情報処理については，Bettman（1979）（注91）による「消
費者の情報処理理論」がよく説明している（図36）。Bettmanの理論によれば，外部か
（注88）余田ら前掲書，65・67ページ。
（注89）W。b，t。，，E．FJ。．。。dYWi。d，・AG。neralM。d。lf。。U。d。，8t。ndi。g
　　Organizational　Buying　Behavior”in　Journal　o1『ノlfa　rlke　tin8，　vol．36（1972），　pp．
　　12－19．
（注9°）Sh。th，　J．　N．，・A　M。d。1。f　I。d。，t。i。I　B。y。・・i。・」。迦。1。fMark。ting，。。1．37
　　（1973），pp．50・56．
（注91）B。ttm。n，　R．　J．，　An・lnformati・・P…θ・sing・Th…ア・τC・刀。um。r・Ch。τ。θ，
　　Addison－Wesley　Publishing　Company，1979．
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ら人間の脳に入力した情報は，いったん整理されて長期記憶化し，次に新しい情報が入
力したときに永久記憶メモリから引き出され新しい情報と突き合わされて，購買の意思
決定がなされる。組織に長期記憶のメカニズムはないが，組織を構成する個人には長期
記憶のメカニズムが備わり，組織の意思決定に大きな影響を及ぼす。個人の脳内で長期
記憶化するには，整理されて引き出しやすい形で記憶に収納される必要があるので，ブ
ランドは重要である。なぜならば，ブランドは記憶においてインデックスの役割をする
からである。
　以上の通り，アンケートの結果と，組織の購買意思決定のメカニズム理論を突き合わ
せて検討すれば，産業廃棄物処理サービスのセールスにおいて取るべき有効な戦略とし
て，次のような手順が導かれる。
　（1）まず，マス広告その他の手段を用いて相手購買センター構成員（現場の技術者も
　　　含まれる）まで自社の情報を届けておく。その際，長期記憶化することを意識し
　　　てブランドを有効に活用する。
　（2）その上で，ブランドを武器として購買センター構成員に人的な接触をする。
　（3）各個人に対して，その地位・権限や，知識レベルに応じた情報を提供する。
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図34組織の購買意思決定モデル　（Webster　and　Wind，1972）（注92）
（注92）図34のオリジナルは，Web8teらの論文15ページに，
　　　　buying　behavior”として掲載されている。
“Amodel　oforganizational
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図35産業需要家の行動モデル（Sheth，1973）（注93）
（注93）図35のオリジナルは，Shethの論文51ページに，・An　integrated　model　of
　　　industrial　buyer　behavior”として掲載されている。
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図36　消費者の記憶・意思決定モデル（Bettman，1979）（注94）
（3）産業廃棄物処理マーケティングにおける　報の重要性
　産業財マーケティングでは，コンセプト提案力の強い者が勝利すると言われている。
一方で，産業財マーケティングでは情報格差を創出しづらく差別化が困難であると言わ
れるが，その反面，産業廃棄物処理マーケティングでは事業者に情報がよく伝わってい
ないと言われる。後の言説が正しいとすれば，情報量において産業廃棄物処理業者は事
業者よりも有利な立場にあることになり，差別化もできるであろうし，強力なコンセプ
ト提案もできるはずである。
　アンケートの結果によれば，アサヒプリテックとタケエイは，買い手と同業者の両方
から支持を受けている（表21）。このことは，買い手と売り手との間で共有される価値
基準があることと解釈できるだろう。産業廃棄物処理業者と事業者のそれぞれの価値基
準は，完全には一致しないにしても，まったく別の方向を志向するものではないという
ことである。もし買い手と売り手の間に差があるとすれば，それは情報量の多寡であっ
て価値基準の差ではないだろう（図32，図33）。この推論が正しいとすれば，現在の
産業廃棄物処理市場は，マーケティングカのある産業廃棄物処理業者にとって最も有利
な状況である筈である。すなわち，産業廃棄物処理業者は，産業廃棄物処理サービスの
理想にっいて自身が考えるベンチマークがあれば，それに沿って差別化商品を作り出し，
積極的に情報発信をすれば良いのである。
（注94）図36のオリジナルは，Bettmanの前掲書140ぺ…一・ジに，人間の記憶システムにおける
　　情報フローを説明する図として掲載されている。
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　消費とは，物質的消費と意味的消費の合成であり，このことは消費財についてばかり
でなく産業廃棄物処理サービスにも適用されるべきことを述べた。余田（2006）は，品
質の本質を分析して，「機能上の品質」とそれに基づく「知覚品質」があるとし，強いブ
ランドではその相対的な知覚品質の高さが高収益に結びつくとしている（注95）。すなわち，
機能上の品質を向上しても，知覚品質に結びつかなければ収益に影響しない。ここで言
う知覚品質とは，情報そのものである。機能上の品質と知覚品質の結びつきの強さは，
産業財と消費財で異なるであろうし，産業財の中でも商品カテゴリV－・・一ごとに異なるであ
ろう。産業廃棄物処理サービスでは，図9で言うところのコア便益の差別化が難しく，
それゆえに，コア便益から外縁方向に向かった拡張サービス，あるいは潜在サービスの
レベルでの差別化に頼ることになるだろう。なお，図9のモデルでは，外に向かうほど
商品の実体的要素が減じて情報的要素が増加する。アンケートでは，事業者関係者が産
業廃棄物処理業者を評価している項目を因子分析して，（1）マーケティング能力，（2）具体
的業務処理能力，そして（3）技術対応能力の3因子を特定した。これら評価因子のうち，
マーケティング能力とは，情報そのものである。
　以上のことをまとめて，産業廃棄物処理マーケティングにおける情報的要素の重要性
を認識すべきことを強調する。産業廃棄物処理施設を設置することだけではなく，施設
を設置したことを市場の知覚品質に結びつけることや，施設が環境負荷の小さい処理を
達成していることを顧客の知覚品質に結びつけることがより重要である。そのことを認
識し，知覚品質を構成する要素を整理すれば，やはり図30の構造に帰着し，改めてブ
ランドの重要性を強調するに至るのである。
｛4）協働型マーケティング
　勤労社会が勢いを失って生活社会に転換して行くと，協働型マーケティングが台頭す
ることを上原（1999）は主張している（注96）。現実の消費財マーケティングの状況を見る
（注95）余田拓郎，首藤明敏『B2Bブランディング＿企業間の取引接点を強化する』，日本経
　　済新聞社，2006年，35ページから，知覚品質に関する余田らの記述を次に引用する。
　　　　強いブランドの相対的な「知覚品質」の高さが収益に結びつく。一般的に品質とは，
　　　　客観的で測定可能な「機能上の品質」のことを指す。一方，知覚品質とは，顧客が
　　　　認識する「品質や機能の印象」ことである。この規格品質が高いROIに結びっくこと
　　　　が，多くの実証研究でも立証されている。3000ぐらいの事業分野の企業データを分
　　　　析したPIMSの研究においても，いろいろな経営要素があるなかで，知覚品質を高め
　　　　るとROI，　ORSのどちらも高まるという明らかに正の相関にあるという結果がでている。
（注96）上原征彦『マーケティング戦略論』，有斐閣，1999年，279・291ページから，協働型マー
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と，すでに協働型マーケティングが伸長してきている例が多く見られる。実は，産業財
分野では昔から協働型マーケティングが展開されてきた。産業財分野では，財貨の設計
から供給までが，需要家とサプライヤーの間の協同作業に負うところが大きかった。そ
れが，下請け構造や系列構造を生み出してきたという側面もある（注97）。このような産業
財分野でも，前述の現場裁量拡大などの流れから，すでに「買い叩く」が「開発購買」
に転換してきているという（注98）。
　また，サービス財は，買い手と売り手の協働によって価値が生み出されることはすで
に説明され尽くしている。物財であれば，サプライヤーの工場で作られた製品を需要家
は工場とは別の場所で消費する。すなわち，物財の取引においては，売り手と買い手は
時間や空間を共有する必要がないのである。それに対して，サービス財の取引は，売り
ケティングに関する記述を要約する。
　　生活が物質的に充足し，生活者は物資を超えた生活の質を希求するようになった。
　　そのことに伴って，生活者は，企業が提供する財貨を買うために働くことよりも，生活
　　の豊かさの創造を重視するようになってきている。これは，生活者が企業のオファーへ
　　の依存度を弱め，企業にとっては生活者の情報を把握することを困難にすることであ
　　る。そこで，従来の操作型マーケティングに代わるパラダイム，企業が生活者と一緒に
　　製品を創造して行く協働型マーケティングが注目されるようになる。
（注97）下請け構造や系列構造は，売り手と買い手が情報を共有して安定的な関係を構築する
　　ことで，効率的な資源配分がなされ長期的な投資が可能になるという側面を評価すべき
　　である。系列とは，資本や人事交流，あるいは取引期間の長さなどにより，特別に密接な
　　関係にある企業群のことであり，下請とは法律が定義する経営規模の中小企業がヨリ大
　　規模な親企業から受注している状態を言う。こうした系列取引や下請構造が形成された
　　本来の背景・目的は，親企業が下請企業等の専門的能力を評価してアウトソーシングす
　　ることである。親企業は，下請企業に対して資金面，技術面での支援を行ってきていること
　　が多いという（財団法人中小企業調査協会『下請系列構造調査報告書』，1977年）。ま
　　た，親企業が大規模な事業変更をする場合には，下請企業に対しても特別な転換支援
　　をする例が多い。このような支援は，系列企業間の単純なファミリー意識によってなされる
　　のではなく，経済合理性に根ざすものである。高度な業務をアウトソーシングするに際して，
　　委託元は委託先に対して投資をすることになるが，投資の効率を考慮すれば，長期にわ
　　たる安定的な関係を維持することが，委託元と委託先の双方にとって最適解となる場合
　　がある。
（注98）余田拓郎『カスタマL－・一・リレーションの戦略論理一産業財マーケティング再考』，白桃書房，
　　2000年，178・182ページ。
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手と買い手が時間と空間を共有し，そこで価値が生み出される。学校で提供される教育
サービスがそうであるし，産業財ではビル清掃やエレベーター保守サービスなどが該当
する。以上の知識を基本的な視点として産業廃棄物処理サービスのこれまでの流れを傭
轍する。
　環境規制が無いか緩かった時代には，産業廃棄物処理業は顧客の目の前から廃棄物を
除去するという，産業廃棄物処理のコア効用だけを提供すれば良かった。嶋口の言う
enactmentの時代である。
　法律が厳しくなり，また増大する産業廃棄物に処理施設が追いつかないなど産業廃棄
物処理を取り巻く環境も更に厳しくなった。そして，産業廃棄物が多様化し顧客のニー
ズも多様化の度合いを強めると，産業廃棄物処理業者はそれらに応える形で定期的なル
ート収集，規格化された保管容器の配置，最終処分場の見学や案内など，顧客の満足度
を高めるために様々なことをするようになった。上原が言う操作型マーケティングであ
り，嶋口の市場行動モード分類では丘tnessである。
　2010年代初頭の現在，わが国の産業廃棄物処理業界は，この操作型マーケティングあ
るいはfitnessの最終段階にあるものと考えられる。なぜならば，もはや産業廃棄物の
排出量の伸びは見込めなくなり，これまでのような大量消費・大量排出・大量処理とい
う産業廃棄物処理事業の構造が成り立たなくなる。そのことを裏付けるのが，産廃ブラ
ンド調査で明らかになった産業廃棄物処理業者の評価因子（表19）である。産業廃棄
物処理業者を評価する基準が，大量の産業廃棄物を処理するのに必要なハードウェアか
ら，情報的側面を中心とするマーケティング能力が重視されるようになっていることが
覗われるのである。単純に適正な処理の遂行であれば，図9の基本的サービスにあたる
だろうが，現在の状況は，顧客に対して若干の優越的満足を与える期待サービス～拡張
サービスのレベルでの競争が行われるようになってきているのではないかと考えられる
のである。
　さて，情報社会化・生活社会化が更に進展した時の状態を上原は協働型マーケティン
グと規定し，嶋口はinteractionと説明している。その時，産業廃棄物処理マーケティ
ングと産業廃棄物ブランドはどうなるのだろうか。産業廃棄物処理サービスの物理的効
用あるいはコア効用は単純なので，そこを差別化することは困難である。このことは，
産業廃棄物処理業者から事業者への提案にも限界があるということである。そうなると，
協働型マーケティングが注目されるようになり，産業廃棄物処理の分野でも協働型マー
ケティングが広がることになる。そして産業廃棄物処理業者間の競争の場は，図9の拡
張サービス～潜在サービスに完全に移行するだろう。ここまでが，産業廃棄物処理マー
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ケティングのシナリオである。
　協働型マーケティングは，事業者と産業廃棄物処理業者が最善の産業廃棄物処理シス
テムを構築するために協力することを前提としている。この協働型マーケティングが従
来の提案型・操作型のマーケティングと大きく異なるのは，事前にオファーが見えない
ことである。提案型・操作型のマーケティングであれば，取引の前に売り手は既に提案
を用意していて，それを売り込めば良い。物財であれば，製品サンプルを持って行けば
良い。しかし，サービス財の協働型マ…一・ケティングでは，取引前に売り手から買い手に
アピールするものがなく，買い手がサプライヤーを探す手がかりとしてのブランドは
益々重要になるはずである。
　　　　（5）産業廃棄物処理業者への聴き取り
　アンケートで高価値ブランドを確立しっっあるという結果が出たタケエイの代表取締
役に聞き取り調査を行った。聴き取りの対象は，代表取締役会長の三本守氏である。氏
は，タケエイの創業者の一人であり，現在でも株式の14％を保有しながら，経営の責任
者を務めている。
　聴き取りにあたっては，事前に資料開示をせず，聴き取りの場ではじめてアンケート
の粗集計を開示して説明しながら，質問を進めた。
???
質問
回答
質問
タケエイという会社の概要について教えていただきたい。
ずっと建設系産業廃棄物を中心にやってきている。創業43年，法人化33年に
なる。3年前にマザーズに上場して評価が高まったと思う。
タケエイがブランドカの強い業者になったのはなぜか，これまでどのような経
営をしてきたのか。
業界活動は一所懸命やってきたつもりだ。結局は自分の会社のことを考えてい
る訳だが，業界なくしてタケエイなしだと思ってきた。当社は建設系産業廃棄
物の会社だが，建廃業界が悪いと，当社も相手にして貰えなくなる。昔から建
廃業界はいろいろ言われてきた。だから，関東地方の建廃業者の協同組合につ
いても組織の確立と強化には随分長いこと努力したし，ゼネコンの団体との関
係構築にも努めてきた。産業廃棄物協会にも連合会にも協力させて頂いている。
　業界活動では，正論を述べてきたつもりだ。同業者からは，「タケエイ奴，
格好っけるな！」などと疎ましく思われたり煙たがられたりしているだろうが，
真から憎まれたり後ろ指差されるようなことはなかったと思っている。
廃棄物処理では何が特長か。
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回答
???
???
収集～中間処理～埋立処分までの一貫処理態勢を構築し，維持してきたこと，
それによって適正処理を保証してきたことが評価されているのだと思う。
　特に，埋立は30年間途切れさせることなく，施設を確保してきた。IO数カ
所の埋立処分施設だ。埋立処分場を作るのに最も大切なのは，信用と信頼だ。
それがあって初めて円滑な埋立処分場建設ができる。
　最初は信用もなにもないから，埋立施設を作るのには苦労した。地元の人々
と話をして説得するしかないのだ。埋立処分場は基本的に迷惑施設だ。だから，
そう言われないように地域のために埋立管理と跡地管理には十分なコストを
掛けてきた。それをやったから，その後30年間はスムーズに埋立処分場を確
保できたのだと思う。これまでブランドなぞを意識したことはなかったが，言
われてみれば，これがブランドカなのかも知れない。
現在の拡大路線は何を目標にしているか。
現在，当社はさまざまな合弁で新規事業に取り組んでいる。信用があるから，
他業種の大企業とも合弁できるし，合弁していることがまた信用になっている
と思う。
　建設廃棄物は，これから絶対に増えることはないと思う。また，ゼネコンは
1つの下請けに3割以上の仕事をさせない慣習になっている。こんな状況で建
廃業者は業を継続できない。だから，資源回収をして製品化にまで踏み込むの
だ。製品を作るということは，原材料の安定確保が必要になる。それはもはや
1社単独でできる問題ではなく，同業者や他業種の会社とも組まなくてはなら
ない。
　動脈産業・静脈産業と言われて来たが，当社は動脈と静脈の一体化を目指し
ている。法律の動きを見ていれば，チャンスは見つかる。例えば，建設リサイ
クル法が木材チップ工場を誘導した例がある。
同業者間の競争をどう考えるか。
価格競争の激しさに苦しんでいる。ゼネコン側も大変なのだろうが，産業廃棄
物処理業者側の競争はさらに激しい。現状では産業廃棄物処理業者は業をつづ
けられず，廃業するしかない。当社は，同業者と競争をしたくないので，産業
廃棄物処理業者が中間処理した後の処理残渣の処理を目指している。っまり，
問屋のような立場になるのだ。
　競争は厳しいけれど，設備や収集システムなどは高度で大規模なものが必要
になってきている。もはや1社が単独ですべてやれる時代ではないと思う。だ
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から，同業者との協業化や他業種との合弁が必要になるのだ。
　以上の聞き取りからは，タケエイは，ブランドカを対顧客マーケティングばかりでな
く，産業廃棄物処理施設にも活用し，それが更にブランドカを強化していることがうか
がわれた。ここから，後述の図38が導かれることになる。また，特にタケエイのケー
スでは，ブランドカを合弁事業の展開にも結びつけていることが興味深い。図38にお
ける「対地元マーケティング」を「合弁事業」に置き換えた構図が成り立っ。
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第6章 理論の拡張
1　オープン市場の必要性の再検討
　優良な産業廃棄物処理業者を育成し，不法投棄・不適正処理を抑制するために，国は
「優良産廃処理業者認定制度」を推進している。この制度は，インターネットでの情報
開示を主とする5つの要件を満たし優良産廃処理業者と認定される者に対して，業の許
可期限の延長などの優遇を与える。換言すれば，インターネットによる情報開示を促進
し，需要家に産業廃棄物処理業者選択の機会を増やす政策である。このことは，第3章
に述べたとおりである。制度が依拠しているのは，産業廃棄物処理がオープンな市場で
取引されるようになれば，優良業者にとっての機会が増えるという理論である。
　ここで，第2章で設定したのと同様に，オープンな市場とは，（1）参入がオープンであ
ること，（2）需要家がサプライヤーを容易に探索できること，そして（3）サプライヤーが需
要家と容易に関係を構築できることの3条件を同時に満たすものとしよう。そのような
市場にあっては，1つの商品カテゴリーにおいても多様な商品が供給されるだろう。ま
た，そこでは，複数の商品のコスト・パフォーマンスの比較が可能であり，その結果，
コスト・パフォーマンスが最も高い商品が選択されるようになる。またそのことが，イ
ノベーションを促し，コスト・パフォーマンスがヨリ高い製品の市場への供給をもたら
す。そして，高コスト・パフォーマンス商品は，更なる需要の拡大をもたらすだろう。
　しかしながら，オープン市場が以上のような機能を発揮するのは，あくまでも3条件
を満たす場合だけであって，それらのいずれかが欠けても期待するような機能を発揮し
得ない。優良産廃処理業者認定制度は，事業者が産業廃棄物処理業者を探索する機能は
提供するものの，それ以外の条件を満たしていない。法律は，プロセス規制中心である
うえに委託契約関係の事項等を細かく規制しており，業者の参入や新規テクノロジー，
新規ビジネスモデルの導入を阻害している。また，産業廃棄物の発生量はすでに減少局
面に入っており，需要拡大が望めない市場オープン化に意味があるのかという疑問を抱
かざるを得ない。
　優良産廃処理業者認定制度は，事業者による産業廃棄物処理業者の探索を支援すれば，
自ずと優良な産業廃棄物処理業者が選択されるようになるという前提のもとで実施され
ていることが分かる。しかし，アンケートで明らかになったことは，優良な産業廃棄物
処理業者への委託を阻んでいるのは，産業廃棄物処理業者を検索できないことではない
し，価格でも処理パフォーマンスでもなく，系列取引など事業者自身の社内事情なので
ある（表26）。この阻害要因を取り除くことこそ，産業廃棄物処理業の優良化を実現す
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るカギとなるはずである。
　今後本格化するであろう協働化マーケティングの時代において，オープン市場がどの
ように働くかを整理するべきである。オープンな市場とは，比較して最良のものが選べ
るような交換の場のことである。オープンな市場で選択の基準となるのは，コスト・パ
フオーマンスである。それを構成するパラメーターは価格と意味的効用であるが，その
うちの意味的効用は，産業廃棄物処理というサービス財，それも地域コミュニティに対
する配慮を要するという複雑な財貨に対しては，事前の評価が困難なため，品質の総合
的評価であるブランドで代替されることになるだろう。
　オープンな市場があってもなくても，産業廃棄物処理業者が生き残るためには，情報
を操作して差別化を図らなければならない。オープンな市場が主たる交換の場となった
場合，他の要素で優秀な産業廃棄物処理業者も，情報の操作が上手くできなければ価格
でしか評価されないことになる。オープンな市場は，産業廃棄物取引の流動化をもたら
すであろうが，その中で組織取引を確立できる産業廃棄物処理業者こそが優良な処理業
者ということになるだろう。
表26優秀処理業者に委託しない理由
回答率 回答数
価格が折り合わない 18％ 16
系列取引の問題がある 19％ 17
自社の必要とする技術を持っていない 6％ 5
自社の必要とする許可を持っていない 3％ 3
社内の調整の問題 41％ 37
その他 29％ 26
　　2　環境ビジネスとブランド
　　　　O）社会に対するブランドの役割
　第3章で論じたように，産業廃棄物処理業の経営に特異的なこととして，処理施設の
確保の困難さがある。産業廃棄物処理施設の設置難が，マクロ視点での産業廃棄物処理
の阻害要因のひとつとなっていることは述べたとおりである。施設設置難の中で，施設
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の設置に成功した産業廃棄物処理業者は営業上の強い立場を確保できる。
　産業廃棄物処理施設の設置を困難にしているのは，住民の同意である。産業廃棄物処
理施設は，NIMBY（Not　In　My　Backyard），あるいはLULU（Locally　Unpleasant
（Unwanted）Land　Use）などと言われる。つまり，社会的に必要な施設であることを理
解しているが，いざ自分の生活の近いところに設置されるとなると，嫌悪することにな
るというものである。基本的に，周辺に住む人々はそうした施設の設置になかなか同意
を与えない。このことが各地に紛争を引き起こしている。産業廃棄物処理施設のうちで
も，埋立処分場の設置は特に困難である。埋立は空間を消費して行く，いわば消耗品で
ある。産業廃棄物処理業者は，現在埋立処分施設を稼働させていても，常に次の処分場
のことを考えていなければならない。
　産業廃棄物処理施設を設置する際に，処分業者は住民との関係構築に注力するが，そ
こでブランドが重要な役を演ずるであろうことは容易に想像がつく。基本的に住民は産
業廃棄物処理施設の設置に反対である。反対意識を補償するために，まず産業廃棄物処
理業者は雇用やその他の地元利益を提案する。その上で産業廃棄物処理業者と住民との
接触と交渉があり，最終的な合意形成がなされる（なされない）。ここで住民が産業廃棄
物処理施設設置の可否を判断する材料は，（1）環境影響などの技術的要素，（2）産業廃棄物
に対する認識や，（3）当該産業廃棄物処理業者の評判，などである。これらの判断要素を
見て気付くことは，それらが消費財よりもむしろ産業財の購買における評価要素と近い
ことである。
　消費者や産業需要家が財貨を購買する過程を時間軸に沿って表したものが図37であ
る。買い手は，財貨を購入する前と後に財貨の評価を行う。消費財の購入と産業財のそ
れとで，最も異なるのが，事前評価の重みである。産業需要家が産業財を購入する際に
は，事前評価を特に念入りにする。先ず，物理的性能の予測を行う。すなわち，財貨の
性能や価格を念入りに吟味する。次いで，その財貨を購入して得られる結果，意味的性
能を予測する。具体的には，それを使用して作る製品の品質・顧客満足度・売上・利益
率・従業員の安全その他の影響予測である。物理的性能予測と，意味的性能予測を段階
を踏んで実行するのが産業財購入の特徴である。つまり，産業需要家は，物理的性能を
調べることで購入すべき財貨を絞り込み，その次に，財貨の属性の他にサプライヤーの
能力などを含めて更に詳しく吟味して，意味的性能の予測に至るのである。消費財の場
合には，事前評価は比較的簡単で，物理的性能予測と意味的性能予測の段階を踏まない
ことや，物理的性能予測をしないことすらある。
　産業廃棄物処理施設の設置に対する同意という問題を処理する地域住民は，まず物理
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的性能予測，次いで意味的性能予測を段階を踏んで実施している。最初に，地域住民は，
産業廃棄物処理施設の環境パフォーマンスや，法律要件への適合状況を調べて，その施
設の物理的性能を知る。普通は，この段階で不同意となることは，まずない。もしこの
段階で疑義が生じた場合でも，資料を調べたり産業廃棄物処理業者と交渉したりするこ
とで，大部分は解決する。その次に地域住民は，地域の環境特性のほかに，産業廃棄物
処理業者の評判や，住民同士の利害関係などを含めて，施設設置が実現した場合のイメ
ージ，すなわち意味的性能を予測する。そして，紛争化するのは，だいたい後段の意味
的性能予測で良い結果が得られない場合である。
　ここから，地元との合意形成のプロセスと，産業需要家が財貨の購買を決定するプロ
セスの類似性が示唆される。っまり，地元住民は，物理的性能評価を基本的な判断の拠
り所としながらも，認知的処理から感情的処理をして，産業廃棄物処理施設の設置の可
否を決めているという事実である。処理施設の同意問題においては，特に感情的処理の
比重が大きいとすれば，やはりブランドカが施設設置に大きな影響を及ぼすということ
が言えるだろう。
　以上のことから，さらに「本来の産業財マーケティングに巧みな産業廃棄物処理業者
は，産業廃棄物処理施設の設置にも巧みであり，そのことがその業者の社会的評価を更
に高めるという好循環を形成している」という仮定が導かれるだろう。これらのことを
図38に示した。
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図37財貨の購買決定プロセス（筆者作成）
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図38　産業廃棄物マーケティングと地元対策の関係　　（筆者作成）
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②　ブランドの対顧客機能から対地域機能への拡張
　第2章では，環境ビジネスの地元コミュニティは，産業廃棄物処理業者にとっては，
事業者と同列に扱うべき顧客であることを見た。そして，ここまで，産業廃棄物処理業
では，ブランドの機能が（1）顧客（事業者）と，（2）地域コミュニティの両方に対して作用
することを見てきた。両者は，認知的処理から感情的処理に至ることが共通である。こ
の共通点を軸に考えると，ブランドの対顧客機能と，対地域コミュニティ機能の本質に
ほとんど差がないことがわかった。
　第5章に示した産業廃棄物処理ブランドの構成（図30）に，地元対策の要素を加え
て得られたものが，拡張概念である「産業廃棄物処理業におけるブランドの役割」であ
る（図39）。ブランドの力を活用して施設設置に成功することが，産業廃棄物処理業者
の実績となり，それがフィードバックしてブランドを更に強化し，強化されたブランド
がまた地元対策を有利にするという構図である。
　ブランドの力の1つが，関係の薄い人からも評価を受けることである。社会に浸透し
たブランドであれば，直接関係のない第三者でもそれに触れる機会があり，前述
Bettmanモデルの長期記憶に入る確率も高い。ブランドにはこの機能があるから，直接
の取引相手ではない地域コミュニティに対しても作用する。このことは，施設の設置が
特異な要素である産業廃棄物処理業で特に重要であるが，嫌悪施設設置一般についてあ
てはまるはずである。このブランドの対顧客機能と対地域コミュニティ機能の複合作用
は，さらに，施設に限らず地域コミュニティとの関係一般に関するブランドの作用を説
明する。たとえば，産業廃棄物処理業者の社員が地元で生活する場合，あるいは地元か
ら社員を採用する場合などの地元の受容の度合いに，ブランドが影響するだろうことで
ある。更に重要なことは，その施設に産業廃棄物を搬入することについてもブランドの
パワーが不可欠であることである。
　産業廃棄物処理施設の設置に際しては，地縁が大切だと言われる。しかし，上述のこ
とを考えると，地縁とは結局のところ，地域における，あるいは地域に対するブランド
カであると考えられる。このことが正しければ，地縁は歴史や伝統に根ざすものではあ
るけれど，ブランド戦略のもとに操作が可能であるし，地域での活動以外の要素を以て
地縁に反映させることも出来るのである。また，第5章では，産業廃棄物処理マーケテ
ィングにおける情報の重要性と，協働型マーケティングの予測を主に事業者にあてはめ
て検討したが，それらはそのまま地元コミュニティに当てはめることができる。
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図39　産業廃棄物処理業におけるブランドの役割（筆者作成）
　　3　環境ビジネスのコスト・パフォーマンス性99）
　　　　（1）ww
　産業廃棄物の排出量は80年代に大きく伸びたが，90年代以降ほとんど横ばい状態で
あることを第1章に述べた。80年代のバブル景気の時代には，増大する産業廃棄物に対
して中間処理・リサイクル施設の整備が追いつかず，埋立処分や当時は可能だった海洋
投入処分に依存せざるを得なかった（注100）。産業廃棄物の成長の鈍化はバブル景気の崩
壊と時期が重なったため，当初は景気の影響を受けた一時的なものだと思われていた。
（注99）本節の主要部分は，上田晃輔「産業廃棄物の流通構造一交変系概念への適用」『流通
　　情報』，44巻2号，2012年7月，47・61ページに詳細を記述した。
（注100）陸上で発生した廃棄物を船舶等を用いて海洋投棄する，あるいは洋上焼却することは，
　　　1996年に採択されたロンドン条約議定書によって，事実上全面禁止されている。それ以
　　前は，わが国でも，アルミ精錬工程から発生する安定な汚泥や，各種の化学廃液（主に
　　酸，アルカリ）のうち無害なものなど，年間に1，000千万トン程度の産業廃棄物を海洋投
　　入処分していた。
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しかし，その後の状況を見れば，このような推測は外れていたと言えるようである。
　産業廃棄物排出量の伸びの鈍化は，事業者の意識と行動の転換によるものと考えるの
が妥当である。経済が成長し景気が良い当時は，産業廃棄物の処理費用が未だ安かった
こともあり，事業者にとって廃棄物を大量に排出しながら生産に遭進することが経済的
に最適解であった。しかし，処理施設の容量不足や処理費用の高騰など，産業廃棄物を
排出することを困難にする要因が増えるに従い，コストを掛けてでも廃棄物を減らした
方がトータルで見れば経済効率でまさると事業者が認識するようになり，事業者の行動
が変化するようになったと考えられる。そうした認識のきっかけは，バブル景気の崩壊，
事業者における環境マネジメントシステムISO14000シリーズの導入，あるいは生産技
術の見直しなどによると考えられる。
｛2｝廃棄物処理を含めた交変系のコスト・パフォーマンス
　第2章では，交変系はそこに廃棄物処理系を含めることで完成することを論じた。こ
の姪系の効率は・獣で言平価される・ここで・投入に産業麟物処理をはじめとする環
境保全策のためのコストを含むことは当然として，産出には環境保全の成果を含むもの
と理解するべきである。
　ここで，事業者が産業廃棄物処理など環境保全策を実施する条件について，状況を単
純化するために交変系を構成する1個の取引を取り上げて考える。事業者が産業廃棄物
などの環境保全策を実施する動機は，損失を減らし生産性を向上することである。その
ことを図40に示した。廃棄物などの環境負荷は，事業者にとっては損失であり，それ
を抑制することは生産性の向上につながる。しかし，それを損失と認識するか否か，あ
るいはどの程度の損失と評価するかは，社会環境および事業者の道徳観による。図40
の状態における生産性は，次の式で表される。
　　　YP＝一＝　　　1
1十A－L
1
（式1）
ただし，各変数が表す意味は次の通りである。
　　　生産性　　P
　　　産出　　　Y
　　　投入　　　1
　　　損失　　　L
　　　付加価値A
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　ここに環境保全策を講じた状態は，図41であり，その状態における生産性は次の式
で表される。
　　　P2一音一1＋A一嵩L－dl　　　（式2）
ただし，d【は環境保全のための投入の増分，　dLは環境保全策の実施による環境負荷の
改善分である。環境保全策は，生産性を向上するために行われるのであるから，式3が
成り立たなければならない。
　　　P＜P2　　　　　　　　　　　　　　　（式3）
式3に式1と式2を代入して，式4が導かれる。
　　　　1十A－L　　　I十A－L十dL－dl　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（式4）＜　　　　　I　　　　　　　　I十dI
式4は次のとおり整理できる。
　　　0＜IdL十Ldl－21dl－Adl
　　　　21－L十A　　　dL　　　　　　　　　＜－　　　　　　I　　　　　dl
　　　I十A－LP≡　　　　　　　であるから，式5から式6が得られる。　　　　　I
　　　　　　　　　dL　　　　P十1＜－　　　　　　　　　dI
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（式5）
（式6）
　式6が説明しているのは，環境保全のための投入に対する環境保全効果の比がP＋1を
下回るようであれば，そのような環境保全策は実施され得ないということである。1990
年以降の産業廃棄物の排出抑制をもたらした要因としてまず考えられるのは，社会環境
もしくは事業者の道徳観あるいは価値基準が変化して，産業廃棄物の排出をより大きな
損失と認識されるようになったことである。式1では，Lが大きくなり，その結果Pが
小さくなった状態である。次いで考えられるのは，投入に比べて効果の大きい産業廃棄
物抑制技術が出現したか，そのような社会的状況が到来したかである。
　事業者が産業廃棄物処理などの環境保全策を講じる条件は，図40，図41，そして式
6に示した通りである。産業廃棄物処理業者が事業者から受託するには，これらの条件
を満たした上で，事業者自身による自家処理を上回る生産性の高い処理を提供しなけれ
ばならない。産業廃棄物処理において高い生産性を達成するためには，まず技術面での
近代化・高度化を考えるところであるが，施設・設備の近代化・高度化・大規模化は，
市場が縮小する現在かなりの困難を伴う。また特に，事業者が新しい産業廃棄物処理委
託をする条件は，式6に示されるが，発生抑制を達成して既にPの値が高くなっている
現状にあっては，よほど生産性が高い処理でなければ採用されない。
　ここまで見てきたように，産業廃棄物処理業の盛衰には事業者の道徳観（価値基準）
と社会環境が大きく影響すると考えられるが，この2つの要素に対して影響力が大きい
のは規制制度をはじめとする国家の政策である。事業者に環境負荷による損失の大きさ
を認識させるのは，法律による基準値や罰則であるし，規制制度が処理施設の設置を促
進したり阻害したりしている。
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図40生産の状態
図41環境保全策を講じた生産の状態
　　4　今後の産業廃棄物処理業の展開の方向
　　　　（1）売れるブランドこそ最良であること
　ブランドとは品質情報の集約であると言われる。これに加えて，社会的評価の集約で
もあることを強調したい。本稿においてたびたび引用してきたが，Kotler（2003）は，ブ
ランドは，財貨の属性・効用・価値・文化的背景・人格・ユーザーなど多面的な側面を
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表すとしている（注101）。また，余田ら（2006）によれば，産業財であっても，「機能上の品
質」と並んでF知覚品質」が強いブランドを産み出し，強い収益力をもたらすという（注
102）。そして，本研究では，産業廃棄物処理サービスのブランドが形成されるメカニズ
ムについて，（1）産業廃棄物処理サービスの物理的性能と，（2）産業廃棄物処理業者の情報
的サービス，及び（3）事業者による評価，並びに（4）地域コミュニティによる評価の関係を
見い出した（図39）。以上の言説は，互いに矛盾するものではない。いずれも，ブラン
ドとは多様な価値基準による多面的な側面からの評価が集積されたものであることを述
べている。それらをまとめると，マーケティングの目的は財貨の価値を高めることであ
り，ブランドとは財貨の総合的な評価であるという，上原（1999）の言説（注103）に集約さ
れることになる。
　つまるところ，ブランドとは，非常に多くの情報を集約した商品の総合評価であると
いえる。となると，結局は，「売れているブランドが良いブランドだ」との一般的言説に
辿り着く。「売れている」ということは，「支持されている」ということだからである。
一般の商品において，各企業がシェアを広告するのは納得できる。産業廃棄物処理につ
いても，このことは肯んじられるはずである。
　ただし，現状ではどの産業廃棄物処理業者が売れているのかを正確に知る機会は少な
い。バッズ取引である産業廃棄物処理サービスでは，コスト・パフォーマンス評価が不
適切になることがあるので，そこを押さえた上でシェアを情報公開すれば，他の規制は
不要になると考えられる。アンケートで分かった事業者の処理業者選択行動と，処理業
者の価値判断などからして，事業者にも処理業者にも，そうした政策を受容する条件は
整っているといえる。処理業者は自らのシェアを積極的にアピールして行けば良い。
　　　　｛2｝産業廃棄物処理業の　造とブランドの役割
　ここまで論じて来たことをいったん整理して，その上で今後の産業廃棄物処理業の構
造変化の方向を検討してみたい。まず，ここまで論じてきた4点の事項を要約すること
とする。
（注1°1）K。tl。。，　P．，　M。。k。ti。g・M。n。g。m。nt・　11th　editi。n，・int。rn。ti。n。1。diti。。，
　　　Prentice　Hall　Edition，2003，　pp．418・424．
（注102）余田拓郎，首藤明敏『B2Bブランディングー企業間の取引接点を強化する』，日本経
　　　済新聞社，2006年，34・37ページ。脚注95参照。
（注103）上原征彦『マーケティング戦略論』，有斐閣，1999年，68ページ，140ページ。
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　第1は，産業廃棄物処理は，交変系の中の要素として理解すべきことである（第2章）。
産業廃棄物は，天然資源採取から製品の配達までの交変系のあらゆる段階で発生してい
る。それら産業廃棄物は，それが発生した各段階で処理されており，産業廃棄物処理は，
生産の一部として機能している。そのため，動脈・静脈あるいは川上・川下のように，
生産と対立する存在であるかのような理解は適切でない。
　第2は，産業廃棄物処理をはじめとする環境ビジネスが生み出した価値の配分は，売
り手と買い手の他に地元コミュニティを加えた3者でなされることである（第2章）。
産業廃棄物処理等以外の取引においては，そこで生み出される価値は，売り手と買い手
の2者で配分される。すなわち，売り手には，利潤が配分され，買い手にはそれ以外の
価値が配分される。しかし，産業廃棄物処理等の環境ビジネスが生み出す主な価値は，
生活環境や自然環境の保全であり，それらは主に事業者や産業廃棄物処理施設の地元コ
ミュニティが享受するものである。
　第3は，産業廃棄物処理業においてもブランドが重要な役割を果たしていることであ
る（第4章，第5章）。これまでの通念として，産業廃棄物処理サービスの買い手である
事業者は，処理業者を選択する際に価格以外に関心がなく，処理業者のブランドは機能
しないと考えられてきた。しかし，アンケート調査の結果，産業廃棄物処理に関しても，
買い手は産業廃棄物処理業者のブランドを認識した上で，その業者が提供する産業廃棄
物処理の性能とコスト・パフォーマンスを吟味していることがわかった。ただし，すべ
ての事業者と産業廃棄物処理業者がこうしたブランドを介した関係を構築しているわけ
ではない。
　そして第4は，国が政策として「優良産廃処理業者認定制度」をすすめていることで
ある（第3章）。インターネット上で必要な情報開示を行っている産業廃棄物処理業者を
優良業者として認定する制度は，事業者が産業廃棄物処理業者を選び易くすることで，
産業廃棄物処理業者の資質を向上するものとされている。情報開示以外に，優良業者と
しての具体的な要件は定義されておらず，今後どのような産業廃棄物処理業者が選択さ
れることになるかは予測できない。
　以上のうち，第1～第3の事項からは，産業廃棄物処理業者と，それと密接な関係に
ある事業者（産業廃棄物処理業者から見れば得意顧客），そして地元コミュニティの3
者が強固な関係を築いている例が既に存在していると考えられる。この3者の関係性は，
産業廃棄物処理事業のブランド価値を作り出し，つねに再生産している。産業廃棄物処
理業者のブランドが市場に浸透すれば，それまで産業廃棄物処理サービスを市場取引に
よって得ていた事業者が，特定の産業廃棄物処理業者との継続的な取引に切り替える，
140
すなわち得意顧客になる。このことを図42に示した。図では，産業廃棄物処理業者を
核に，地元コミュニティ及び得意顧客が中心にあり，ここでブランド価値が作り出され
ている。そして，それを取り巻くマーケットには，潜在顧客及び，ブランドを特に意識
せずに処理業者と取引をする市場顧客がある。ここで，処理業者のブランドが市場に浸
透すれば，市場にある顧客の一部は得意顧客となり，それがまた処理業者のブランド価
値を高めることに寄与する。この配置において，市場にブランドを浸透させるのは，通
常は売り手のマーケティング活動である。ここまでの構造は，地元コミュニティが関与
すること以外に，一般の物財やサービス財のブランド構造と変わるところは多くない。
　国が進めている優良産廃処理業者認定制度は，産業廃棄物処理に関する情報開示を中
心とする制度ではあるが，特にマーケティングに対する言及はない。しかし，産業廃棄
物処理業者のブランド戦略の中で，市場にブランドを浸透させるためのツールとして活
用できる可能性はある。優良産廃処理業者の認定を受ける要件は，情報開示以外それほ
ど難しいものはなく，認定を受けたという事実は，産業廃棄物処理業者のブランド戦略
とって有利であるし，国が開示している認定業者リストに掲載されることもマーケティ
ングを展開する上で優位に働くだろう。ただし，こうしたマーケティング上の効果は，
制度にビルトインされているものではない。優良業者の認定を受れば自動的にブランド
カが強化されるというものではなく，制度に参加する産業廃棄物処理業者が自らの工夫
で，マーケティング戦略あるいはブランド戦略に組み込んで行かなければならない。そ
れが出来れば，ブランドの市場への浸透が加速され，市場にあって密接な関係を構築で
きていない顧客の組織取引への取り込みも促進されることになる。
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ドで結ばれた安定的な関係を築いている。一方，下部の非ブランド化層（コモディティ
層）では，産業廃棄物処理業者は同業者間で激しい価格競争を繰り広げ，事業者の関心
は処理の質などには向かず，専ら価格で廃棄物処理の委託先を決定する。図の左側の縦
軸は，事業者と産業廃棄物処理業者が，ブランド化層とコモディティ層のどちらに自身
の身を置くかを選択する要因が情報処理能力にあることを示している。
　ブランド化層にある事業者・産業廃棄物処理業者も，コモディティ層にある者も，自
己の置かれている諸条件と情報において，それぞれが最適解を選択した結果として，ブ
ランド化層あるいはコモディティ層を自身の居場所としていることであろう。だが，条
件が許すならば，産業廃棄物処理業者は，過酷な価格競争から脱却できるブランド化層
での事業展開を望むだろう。競争が激化する産業廃棄物処理市場において，産業廃棄物
処理業者として生き残るという目的に照らした場合，ブランド化層で事業を展開するこ
とが有利である。一方，事業者もコストの制約が緩和できるならば，環境リスクが小さ
く事業者自身の利便性も大きい，ブランド化した産業廃棄物処理業者を選択するだろう。
産業廃棄物処理業者がブランド化層に身を置くのに必要な条件は種々あるが，それら条
件は産業廃棄物処理業者の情報処理能力に帰することになる。つまり，ブランド化層の
優位性を認識し，ブランド確立に向けたマーケティング活動を推進した結果が，産業廃
棄物処理業者のブランドであり，産業廃棄物処理業者にそうした行動を取らせるのは情
報処理能力なのである。
　なお，産業廃棄物処理業者は，事業者に働きかけて事業者の情報処理能力を高めるこ
とが可能である。産業廃棄物処理業者を評価する因子として，（1）マーケティング能力，
（2）具体的業務処理能力，（3）技術対応能力の3つがあることを第4章で明らかにした。
このうちのマーケティング能力とは，顧客との関係を構築・維持するための情報的要素
であり，その目的は顧客に働きかけて，顧客の情報処理能力を高めることに他ならない
のである。ここでいう顧客とは，事業者であることは当然として，地元コミュニティも
また顧客であることは言うまでもない。
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（主に価格を基準とする
市場取引）
図43産業廃棄物処理市場の階層構造
　　　　｛2）評価尺度としてのブランド化
　実際の産業廃棄物処理市場におけるブランド化層と非ブランド化層の比率を知るには，
より大規模な調査が必要になるが，この比率は優良産廃処理業者認定制度の進行の程度
を計る尺度になり得る。優良産廃処理業者認定制度は，法律に規定され国が進めている
政策であるが，その成果を評価する仕組みが整備されていない。すなわち，優良産廃処
理業者認定制度は，産業廃棄物処理業者の外形的な特性が，実際の処理の質に連動する
という前提に依拠するものであるが，産業廃i棄物処理業者の外形的な特性と，処理の質
の関係については検証されていないのである。優良業者に認定を受けた産業廃棄物処理
業者数は，一応数値として公表されているが，それが産業廃棄物処理全体の状況を良く
しているという因果も相関も示されていない。
　仮に外形的な優良業者が産業廃棄物処理の質の向上に貢献するとしても，図13に見
たように産業廃棄物処理を行って価値を作り出すのは，産業廃棄物処理業者だけではな
く産業廃棄物処理業者と事業者の協働である。すなわち，優良業者が増えると同時に，
優良業者とパートナーシップを組む優良な事業者が増えて，はじめて産業廃棄物処理の
質が向上するのである。ここで言う「優良な事業者」とは，産業廃棄物処理業者を選択
144
するにあたり，その産業廃棄物処理のコスト・パフォーマンスを正しく把握評価するだ
けの情報処理能力を備えた者ということになる。つまり，処理業者の提示する処理価格
だけを業者選択のための基準とするのではなく，処理価格に処理の効用（環境負荷や事
業者自身の利便性など）を考慮した値（コスト・パフォーマンス）を基準とする事業者
である。
　国が政策として進める優良産廃処理業者認定制度は，産業廃棄物処理業者の外形的特
性を基準とするものの，実際の産業廃棄物処理の質についての基準がないことは述べた
とおりである。産業廃棄物処理サービスに対して，国家が求めるべき普遍的かつ最小限
の基準を考えれば，おおよそ次のように整理できるだろう。
　（1）不法投棄・不適正処理を行うリスクが最小であること。
　（2）環境負荷が小さいこと。
　（3）事業者（産業）にとっての利便性が大きいこと。
　（4）合理的コストで供給されること。
　（5）安定的・継続的に供給されること。
　これらから求められる値が，産業廃棄物処理のコスト・パフォーマンスであるが，す
べての産業廃棄物処理業者が一律の値をとることはあり得ない。情報処理能力を備えた
優良な事業者であれば，産業廃棄物処理業者のコスト・パフォーマンスの差を認識し，
産業廃棄物処理業者をコモディティとしてではなく，ブランドとして認識することにな
るだろう。そのような事業者と産業廃棄物処理業者の組み合わせこそが，図43上部の
ブランド化層である。つまり，ブランド化層の大きさが，国の産業廃棄物処理全体の状
況を測る指標になると結論づけられるのである。
｛3）ブランドの限界
　事業（生産）に関する環境負荷と環境保全策の関係を図40と図41，そして式1～式
6に示し，産業廃棄物処理業者が業務を受託できる条件を導いた。以下には，ここに産
廃ブランドを活用することで，産業廃棄物処理業の市場を拡大する可能性にっいて検討
する。まず，環境保全策が実施される条件である式6を見ると，すでに高い生産性Pが
達成されている状況で，それ以上に高効率な，換言すれば生産性の高い，環境保全策（産
業廃棄物処理）を提供しなければならず，そうしたことは売り手である産業廃棄物処理
業者にとって容易なことではない。また，式6に対してブランドカという変数を導入す
ることは難しい。次に図40を検討する。損失Lは，環境保全サービスの買い手である
事業者の認識に依るものであることを述べたが，産出Yも部分的には買い手の認識に依
る。すなわち，事業者の満足度や，事業者の社会貢献などを産出Yに含めるとすれば，
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それらは事業者の認識に依るものであり，ここはブランドカを用いた操作が可能である。
ブランドカを活用して，「産業廃棄物の委託処理を適正に行うことが産出増につながる」
との事業者の認識を獲得するのである。また，事業者が自社の環境対策を公開すること
で，商品の環境価値をアピールするような場合，ブランドのない産業廃棄物処理サービ
スでは意味を持たないだろう。そのことを思うと，先に言及した「顧客の顧客戦略」が
想起され，また，直接の取引関係のない相手に働きかけるという，産業財マーケティン
グのソーシャル・マーケティングに近似した側面を強調することになる。
　以上のことに気付いた産業廃棄物処理業者が，産業廃棄物の量的な成長が見込めない
今後の産業廃棄物処理分野において，最終的に生き残ると考えるものである。
6　産業廃棄物処理業におけるブランド確立の方法104
　商品ブランドおよび，企業ブランドの価値評価等にっいての早期の体系的研究として，
Aakerの著書（注105）がある。　Aakerは，ブランドの資産価値（brand　equity）をブラン
ド・ロイヤルティ，ブランド・アウェアネス，知覚品質，ブランド連想などの要素から
構成されるものとし，それら構成要素について評価方法と強化・維持とを論じている。
ブランドそのものの価値（brand　equity）の本質を論理的に明らかにし，それを実際の
ケースを多く挙げて検証しており，体系的かつ有益な知識である。しかしながら，研究
の対象は，主に消費者製品に係るブランドであり，産業廃棄物処理サービスという産業
財については，そのまま当てはめ難い面もある。一方，産業財のブランドについては，
Kotlerら（注106）が，豊富な事例をもとに知見をまとめている。この著作においては，産
業財ブランド（B2Bブランド）の構築ないしは再構築の取り組み事例を検証しながら，
産業財ブランディングのノウハウを抽出している。しかし，ここには廃棄物処理業やリ
サイクル業などへの言及はなく，直接の取引相手の他に地域社会への配慮を必要とする
環境ビジネスにそのまま適用できない部分が多い。その他にも，ブランド構築について
有用な知識を提供する先行研究はいくつかあるが，いずれも本稿で明らかにした環境ビ
104この項は，上田晃輔『産廃処理のブランド』，トランスコウプ総研出版部，2011年を基礎に
　加筆した。
（注1°5）A。ker，　D。vid　A．，　M。n。ging・Brand・Eq。ity・　C。pitali。i。g。η鋤陥1。θ。τ。
　　Brand2Va」me，丁正IE　FREE　PRESS，1991．
（注106）Kotler，　P．　and　Pfoertsch，、B2B．Brand　Management，　Springer　Berlin，2006．
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ジネス特有の構造が考慮されておらず，産業廃棄物処理業のブランド構築にそのまま適
用できる知識ばかりではない。
　現在までのわが国の産業廃棄物処理業界では，明確な経営意思の下で組織的にブラン
ド構築に取り組んだ例は皆無に等しい。本稿第4章および第5章で取り上げた，高価値
ブランドを確立している産業廃棄物処理業者であっても，それは日々の業務をまじめに
遂行したことによって築き上げたものであり，明確な経営意思に基づく組織的な取り組
みを行った形跡は見られない。筆者は，2007年から2009年にかけて東北の産業廃棄物
処理業者70数社を訪問し経営者と接触する機会を得て，産業廃棄物処理業者における
ブランド形成の状況や，マーケティング戦略にっいて尋ねたが，自らのブランドを明確
に定義して組織的にブランドの資産価値の確立に取り組んでいる者はなかった。
　以上のような状況を前提に，産業廃棄物処理業におけるブランドの確立の方法を検討
することとする。
（1）商品コンセプトを固めること
　ブランドとは，自社またはその商品を他社のそれから区別して識別するためのもので
ある。産業廃棄物処理業者が他社から区別されるには，他社とは違う産業廃棄物処理サ
ービスを提供しなければならない。その違いこそ，産業廃棄物処理サービスのコンセプ
トである。筆者が産業廃棄物処理業の経営者と面談した際に，業者もしくはそのサービ
スの特長を尋ねたが，経営者は，他社との明確な差別化ができないことの悩みを語るこ
とが多かった。しかし，コンセプトが明確でなければ，他社とは価格競争の中で生きる
しかない。
　産業廃棄物処理サービスのコンセプトは，シンプルでも構わない。むしろ単純明快な
ものが良いだろう。産業廃棄物処理業経営者の多くが，他社との差別化に悩むものの，
「適正処理をしています」，「他社とは違う丁寧な仕事です」，「機動力があります」など
のシンプルではあるが，コンセプトを述べるものがあった。しかし，このような単純す
ぎるコンセプトは，顧客にとっては当たり前すぎて実感できず，知覚品質あるいは意味
的効用につながり難い。こうしたコンセプトをうまく言葉で表現することで，ブランド
連想を制御するべきである。たとえば，「適正処理をしています」だけでは単純すぎるが，
「頑固なまで適正処理にこだわる」とすれば，このコンセプトを見た事業者は，この産
業廃棄物処理業者は少し違うと思うだろう。それだけで，他ブランドとの違いを明確に
するというコンセプトの目的は達成されたことになる。そして，コンセプトは，産業廃
棄物処理業○○会社というブランドとセットで顧客の記憶に残るのである。
　また，産業廃棄物処理業者自身にとっても，「頑固なまでの適正処理」は，あらゆる場
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面で行動規範になるだろう。たとえば，収集の現場で契約外の異物の積み込みを頼まれ
た場合，コンセプトを叩き込まれた収集作業員は，それを断ることができる。あるいは，
営業マンが顧客と契約条件の詰めの交渉にある時，譲れる条件・譲れない条件の判断の
基準となるのがコンセプトである。
　なお，このコンセプトは，産業廃棄物処理業者が事業者に訴求して事業者との関係を
構築・維持するためばかりでなく，処理施設の地元コミュニティに対する信頼獲得にも
活用できるものでなくてはならないことは言うまでもない。直接の取引関係にない人々
にとっても，業者ブランドとコンセプトがセットで連想されるようにする必要があるの
である（図14参照）。
　　　　（2）産業廃棄物処理施設で訴求する場合
　最新鋭の産廃処理施設を作っても，それが商品コンセプトに活用されていない例を多
く見る。新しく処理施設を設置する目的は，産業廃棄物処理業者の本音では取り扱い規
模の拡大によるコストダウンであることもある。しかし，環境基準の厳格化などによっ
て，投資額が巨大になり，規模拡大によるコストダウンも難しいケースが多くなってい
る。処理施設を作ることで，新しい顧客を獲得できると安易に考えている産業廃棄物処
理業者が多いが，それでは現実を認識できているとは言えない。顧客は，施設を買って
いるのではない。顧客はコンセプトを買ってくれているのである。施設が新しくなった
だけで，コンセプトが新しくならなければ，顧客も新しく増えることはない。処理施設
は，差別化（コンセプト）とブランド作りに徹底的に活用しなければならない。
　最新鋭の大型施設の訴求点が価格競争力だけでは寂しい。まずは，環境パフォーマン
スをコンセプトに取り入れることである。「地球環境」や「低排出」などをコンセプトに
取り入れるのである。それでも顧客の本音は，環境がどうしてウチに関係あるのか，と
いうところだろう。だから，広告や営業マンの活動など，情報的な操作が必要になる。
そういった情報的な操作を駆使して，「信頼」，「安心」，「地球環境への貢献」など意味的
性能を事業者が実感するように誘導して行くのである。
　完成直後の未使用状態の処理施設は，その施設のライフサイクルの中で最も輝いてい
て最も魅力的な時期だ。処理施設を顧客に見せるということは，物理的性能を見せてい
るに過ぎないが，新品の状態を見せることで，まだ顧客になっていない潜在顧客にも，
意味的性能を強く印象づけることができる。ゆえに，新施設はオープン後の1年以内に
顧客を獲得しなければならない。埋立処分場なら，完成直後の空虚の状態が一番魅力的
である。空の処分場の前で，万全の管理体制でこれから10年計画で埋め立てて行くと
説明をすれば，顧客には，「今後の持続性」と「安定性」などを印象づけることができる
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だろう。この例では，この持続性や安定性こそ，この埋立処分場のコンセプトなのであ
る。
　中間処理業者・埋立処分業者の中には，自前の営業マンを持たず，すべてを収集運搬
業者の持ち込みにゆだねている者がある。産業廃棄物の排出量は右肩上がりの一本調子
で増え続け，処分施設の整備はそれに追い付かないという，バブル期以前の経営スタイ
ルをそのまま続けているケースである。自前の営業をしないのは，産業廃棄物処分の技
術的実務に経営資源を集中するということで，妥当な経営判断ではあろう。しかし，そ
れでは自社のブランドが育たず，コモディティとして価格競争にさらされるだけである。
中間処理・最終処分のコンセプトを設定してブランドを確立し，それを収集運搬業者に
売って貰うのである。少し手間と費用を掛けてブランド戦略にもとつくマーケティング
を進めるべきである。ただし，収集運搬業者を押しのけて直接セールスをやることが絶
対必要なのではない。収集運搬業者と一緒にそれぞれのブランドを高める努力をするの
が最善の方策である。
　　　　（3）収集運搬業者のブランド
　収集運搬業者にもブランドが必要である。産業廃棄物をA地点からB地点まで運ぶと
いう単純な機能にしても，商品コンセプトを設定することは可能であるし，必要である。
安全に運ぶ，確実に運ぶという当たり前のことでも，他の収集運搬業者との違いを主張
しなければならない。特に，収集運搬業者は処分業者と違って，顧客である事業者と直
接接触する機会を持っているのである。これはビジネス上の強みと言えるだろう。第2
章の図9に示した5段階モデルにあてはめて見ると，廃棄物を顧客の目の前から除去す
るというコア効用では差が付かない。ならば，同心円の外方向の機能で差別化すること
である。客先の廃棄物保管場の掃除の質，収集運搬車両のメンテナンス状況，マニフェ
スト（産業廃棄物管理票）事務のスムーズさ，どれもが差別化に活用できる要素である。
そうした差別化要素を発見したならば，それを商品コンセプトに組み込むことが必要で
ある。
　当然ながら，収集運搬業者においても，ブランドとコンセプトは，互いに互いを連想
させるものでなければならない。また，産業廃棄物の収集運搬業も環境ビジネスである
ことを考えれば，直接の取引相手だけでなく，広く社会にそのブランドとコンセプトを
受け容れ，理解して貰う努力が必要である。
　　　　｛4｝環境マネジメントシステムの活用
　ISO14001やエコアクション21といった環境マネジメントシステムを導入する産業
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廃棄物処理業者が増えているが，それをブランド価値を高めるために活用している例は
未だ少ない。環境マネジメントシステムを実施する企業などの組織体は，環境方針を設
定することになっているが，この環境方針とは別に，企業は普通，経営方針というもの
を定めている。経営方針と環境方針の2つの規範を設定することは，製造業や卸小売業
ならば当然である。なぜならば，それら業種にとっては，環境マネジメントは社内管理
の話であって，本業とは別次元の話なのである。しかし，産業廃棄物処理業という環境
をビジネスの対象にしている業種であれば，経営方針と環境方針は一致しても良いはず
である。つまり，産業廃棄物処理業者の環境方針は，そのまま企業コンセプトとなり，
商品コンセプトになるのである。
　産業廃棄物処理業でも，CSR（Corporate　Social　Responsibility企業の社会的責任）
が流行している。しかし，産業廃棄物処理業にとっての最大の社会貢献は，自社の産業
廃棄物取扱量を増やすことである。X社という産業廃棄物処理業者があったとして，そ
れが他のどの産業廃棄物処理業者よりも環境負荷の小さい処理をしているのならば，x
社が処理をするのが最も地球環境に良いはずである。X社自身が，そう信じることがで
きれば，自ずと環境方針をべ一スとしたコンセプトと経営方針が出来るはずである。X
社は，CSRらしいことをせずとも環境負荷の小さい処理に専念していれば，事業者は，
X社に産廃処理を委託することによってCSRを果たすことができるのである。
　　　　｛5）ブランド浸透
　産業需要家が買い物をするプロセスは，案件化とブランド選択の2段構えになってい
ることが知られている。そのことを理解すると，ブランドを浸透させる方法が見えてく
る。買い物プロセスの始まりは，事業者において産業廃棄物処理を新しく委託する，あ
るいは現在の産業廃棄物処理業者を変更することが社内で話題になること，っまり案件
化することからである。新しい産業廃棄物が発生するようになったのかも知れない。も
しくは，現在の産廃処理業者に不満をおぼえたのかも知れない。とにかく第1段階は案
件化である。その後に続くのが，ブランド選択である。いくつかのブランドを並べて比
較し，その中から最良と思うブランドを選ぶが，この段階で選ばれるのは，当然のこと
ながらブランドが付いた産業廃棄物処理業者である。
　さて，2段階プロセスということは，産廃処理業者にとって機会が2度あるというこ
とである。その2度の機会は，一方がチャンスで他方はピンチである。産廃処理業者に
とってのピンチとは，現在の顧客が産廃処理業者の変更を案件化することである。そう
いうピンチを招かないように，注意を怠らないことである。顧客が市場取引に魅力を感
じないようにすることが必要である。そのためには，日々の仕事をきちんとして常に満
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足を与えるようにしなければならない。特に，ブランドの価値を維持して，他社と比較
されないようにすることが大切である。
　まだ取引が始まっていない潜在顧客に対しては，案件化のあとのブランド選択の段で
選択肢に入れて貰うための広告やセールスなどの行動をとるべきである。しかし，広告
やセールスをしても，すぐには売上が増えないことは予め理解しておくべきである。人
間の判断の仕組みを調べると，脳内の長期メモリーという機能が重要な役割を果たして
いることは，第5章に図36として引用した。自社のブランドやコンセプトを未来の顧
客の長期メモリーに留めてもらうことが，広告やセールスの目的である。ただし，長期
メモリーに知識を保存するには，1っ条件があって，整理されたかたちで保存しないと，
あとから上手く引き出せないという。しかし，ブランドは記憶の検索のためのインデッ
クスになるのである。第5章で述べたことであるが，敢えて繰り返しておく。一方で，
産業廃棄物処理サービスの顧客は企業組織であり，人間でない組織に長期記憶などある
ものか，という反論があるかも知れない。それに対しては，アンケート調査によって明
らかにしたように，産業廃棄物処理業者の選択には事業者の会社内の多くの個人が関わ
っていて，組織の意思にはそれら複数人の価値判断が反映されているという事実で応じ
よう。
　　　　（6）広告とパブリシティ
　産業廃棄物処理業者が新聞や雑誌の記事となることがある（不祥事以外）。それらは，
タイアップ記事とか，パブリシティと呼ばれる一種の広告手法である。それと，本来の
広告も見られる。こういった紙媒体への露出は重要である。第5章で見たように，産業
廃棄物処理ブランドの評価は，顧客である事業者による総合評価であるが，それは大き
く3つの要素から成る（図30参照）。1つは，実際に産廃処理サービスを受けた実感，
っまり物理的性能評価である。2つめは，社会から得られる評価である。3つめは，売
り手である産廃処理業者が発信する情報である。広告は，3つめの要素に含まれるもの
と理解できる。パブリシティは，2つめの評価に見せかけた3つめの要素である。さて，
3つの評価要素のうち，物理的性能評価は，実際の顧客でないとできない評価である。
しかし，広告は実際の顧客だけでなく，潜在顧客や，顧客の顧客など物理的性能評価で
きない人々に働きかけることができる。このことを理解すれば，広告の目的や，対象と
すべきターゲットも自ずと理解できるはずである。もちろん，広告には実際の顧客に直
接働きかけて，そのブランド評価の補助をする意味もある。
　広告では，何を伝えるのかも重要であるが，誰に伝えるかが重要である。普通，商業
広告で伝えるものは，商品コンセプトとブランドである。むしろ，コンセプトやプラン
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ドがなければ，広告で伝えるものなど何も残らないと言うべきだろう。広告の目的は，
ターゲットの記憶に入り込むことである。すなわち，ターゲットの長期メモリーに整理
された情報を送り込むことである。誰の記憶に入り込むかが問題ではあるが，誰をター
ゲットにしても，伝える内容は商品コンセプトとブランドであることには代わりはない。
ターゲットに合わせて，表現方法や内容の詳しさ等には変化をつけることにはなる。こ
の頃は，産廃処理業者が新聞のかなり大きな紙面をつかって，イメージ広告を出す例を
見るようになった。直接の顧客ではない，市井の人々をターゲットとするものである。
しかし，それらの多くは無意味である。市井の人々に訴求すること自体は有意義である
が，それらイメージ広告は，筆者の記憶には画像以外は，ブランドすらも残っていない
のである。やはりブランドはコンセプトと対になっていないと，記憶に残りづらいよう
である。イメージ広告にしても，最低限伝えるものは盛り込まないと，それは単なる風
景写真になってしまうのである。
7　残された課題
　　　　（1｝ブランド調査の難しさ
　これまで，家計消費財に関して様々なブランド調査が実施されているが，産業財に関
する調査は多くはない。既往のブランド調査については，その評価尺度やスコア算出方
法は様々であり，また，それらが公開されていない例もある。すなわち，ブランド調査
の方法にはスタンダードが存在しないというのが実状である。一方，ブランドとは，そ
のカテゴリーの財貨に関わりの強い者にとってだけ意味のあるものであり，そうしたブ
ランドの概念と大標本・無作為調査とは相容れず，ブランド調査の対象とすべき範囲は，
その分野に関わりのあるものとするのが良いとの指摘がなされている（注107）。この理論
に基づく調査として，ブランド・ジャパン委員会と日経ビジネス誌が2001年より毎年
継続しているブランド・ジャパン調査がある（注108）。ブランド・ジャパン調査では，企
業人と一般消費者を調査対象とし，企業名と製品名を分けずにアンケート調査すること
で，企業ブランドと消費者ブランドについてブランド総合力を出している。本研究が，
産業廃棄物処理業者と事業者の両方に対する調査としたことも，この考えを参考にして
（注107）片平秀貴『新版パワー・ブランドの本質』，ダイヤモンド社，1999年，40・53ページ。
（注108）小林直樹「ブランド・ジャパン2001－1万人のブランド調査」『日経ビジネス』，2001年
　　　5月21日号，98－100ぺL－・一ジ；ほか各年調査の記事が日経ビジネス誌に掲載されてい
　　　る。
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いる。
　本調査における産業廃棄物処理業者の回答者数は，全国10数万の許可業者のうちの
211であり，サンプルの偏向を考慮する必要があろう。しかし，偏向の要素として考え
られるのは，産業廃棄物に対する関心の程度と，情報処理能力の程度である。今回の調
査で得られた以上のサンプルを収集できたとしても，すなわち産業廃棄物処理に対する
関心と情報処理能力が低い者の回答を得たとしても，それらは回答者の乏しい情報から
導かれたものであって，列挙される優秀処理業者名がさらに拡散したことであろう。事
業者についても，産業廃棄物処理業者に対すると同様にサンプルの偏りはあるが，その
回答については，産業廃棄物処理業者のそれと同様の理由で，分析に堪えるだけの精度
を確保できていると考える。サンプル抽出の妥当性は，事業者が挙げる優秀業者名と，
産業廃棄物処理業者が挙げるそれにっいて，価値基準の一致が見られたことによって裏
付けられる。
　アンケートの結果をもとに分析し，産業廃棄物処理サービスの取引において産業廃棄
物処理業者のブランドが重要な働きをしていることを明らかにした。しかし，サンプル
の規模を考えれば，結果の解釈にあたり「産業廃棄物処理業者と事業者のうち，特に産
業廃棄物に対する関心と，情報処理能力が高い者については」という限定をするべきで
ある。この限定によって，「ブランド化層」と「非ブランド化層（コモディティ層）」に
階層化しているという仮説が導かれた。
　　　　｛2｝ブランド弱者の存在意義
　本稿では，ブランドカの強い産業廃棄物処理業者の，今後の展開のシナリオとして予
測される事業者との協働化を示した。そして，現在既にブランド化層と，非ブランド化
層の階層化が進んでいることを推論した。こうした流れが進展して行くことは，一方で
協働化事業やブランド化層に入れない産業廃棄物処理業者と事業者が残ることを意味す
る。すなわち，産業廃棄物処理のブランド化と並行して，コモディティ化した産業廃棄
物処理取引，コモディティとしての産業廃棄物処理サー一一・pビスを購入する事業者，そして
コモディティ化した産業廃棄物処理業者が存在することになる。本稿で主張してきたの
は，ブランド化しない（コモディティ化した）産業廃棄物処理業者は，優良な産業廃棄
物処理業者ではないという理論である。しかし，ブランドカが弱い業者に存在意義はな
いのか；棲み分け，役割分担があるのではないかという疑問が残る。
　また，ある時点で差別化を謳い高価値ブランドを確立した商品であっても，市場が成
熟するにつれ，他ブランドとの差が縮まり，コモディティ化することがある。この場合，
当該製品の品質が劣化したのではなく，他製品の品質が良くなり，その商品カテゴリー
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全体が高いレベルを達成しながら同水準化してしまうのである。産業廃棄物処理の世界
がそのような状況になれば，買い手である事業者は，どのような産業廃棄物処理業者を
選んでも必要な品質の産業廃棄物処理サービスを手に入れることができるようになるだ
ろう。その時，上述のような産廃ブランドは意味を持たなくなるだろうか。
　あるいは，現在衰退期にある産業廃棄物処理業は，やがて停滞期に向かうだろう（表
4参照）。衰退する業種の企業が執り得る競争戦略は，多くはない。ブランドカの弱い産
業廃棄物処理業者が，これから投資をして高価値ブランドの確立を目指したとして，す
でに高価値ブランドを確立して累積経験量を積む者に追いつくことができるのだろうか。
これらのことについては，さらなる検討が必要である。
（3）ブランド化と不法投棄の関係
　本研究では，ブランドを確立することが，産業廃棄物処理業者のあるべき姿であるこ
とを実証的調査の結果と，種々の知識から理論的に導いた。すなわち，産業廃棄物処理
業者のブランド化が進めば，不法投棄・不適正処理が減るであろうことが予測されるの
であるが，このことは現段階ではあくまでも理論仮説に過ぎない。これまで，産業廃棄
物処理業者のブランド化の程度を測る組織的な調査がなく，それを証明する術がないの
であるが，今後の調査による証明が必要である。
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